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はじめに

はじめに

平成 17 年度の千代田区の助成を受けて法政大学地域研究センターが行う、平成 17 年度

千代田学の調査研究、「企業の環境教育支援活動に関する調査研究～学校と地域社会が連携

し協働してすすめるために～ j は、平成 16 年度の千代田学の研究テーマ「千代田区関係

各主体の環境意識および環境行動の実態把握と主体関連携についての研究および政策提言

リの調査研究の結果に基づいて行うものである。すなわち、昨年実施した千代田区内立

地の上場企業 296 社を対象としたアンケート調査に回答を寄せた 74 社（回答率 25% ）の

うちの 6 社に千代田区内の小中学校への環境教育支援の意思があることが明らかとなり、

それに基づいて本年度の調査研究のテーマを上記のように決定したのである口 あわせて、

千代田区内立地の大手上場企業が、千代田区内で行う CSR 活動としての環境教育支援が

意味する社会的影響力とその重要性に着目したからである 。 というのは、昼間人口と夜間

人口がおおよそ 20 対 1 というきわめて特異的地域環境にある千代田区では、区内立地企

業の地区内への CSR 活動にはおのずと限界がある n 一一方、昨年のアンケート調査からは、

多くの企業はなんらかの地域貢献を行う用意があることが判明したが、 具体的にどのよう

なニーズが地域にあるかについて企業側にはほとんど情報がない、といったことも同時に

明らかになった。従って、そうした折角の企業側の社会貢献意欲も実現する場を見出せな

いままでいるのは千代田区の行政および地域社会においても大きな損失であろう口しかし、

環境教育支援であるならば、企業がすでに取得しているさまざまな環境に関連する情報や

環境教育手法などを活かすことにもなり、あわせて今日の社会が求めている環境問題解決

に対しても大きな社会貢献が可能になると恩われるのである口

千代田区は、平成 15 年度において、 18014001 認証を取得し、翌年の 平成 16 年には区

内幼小中学校全部で認証取得を行った。特に、学校での ISO 運営の重要課題を環境教育と

位置づけている関係から、これまで以上に環境教育へ力点をおく教育の実施を目指そうと

していることもあきらである。つまり 千代田区にとって環境教育の強化は区政の重点的

施策のひとつであるということができる。

以下第一節においては、なぜ環境教育を取り上げたのか、その理由としての社会的背景

などについて考察し、本調査研究の目的をあきらかにし、次の第二節では、調査研究の具

体的手法について述べるとともに、本報告書の概説を行う の

I 法政大学地域研究センター「平成 16 年度千代田学事業報告書 j 、 2005 .3 
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はじめに

第一節 調査研究の背景と目的

平成 17 年は、「国連持続可能な開発のための教育の 10 年j の最初の年に当たる。これ

は、平成 14 年に開催されたヨハネスブルグ・サミットにおいて、わが国が提案し、同年

の第 57 回国連総会本会議で採択されたものである。持続可能な開発を進めるために環境

教育の充実が不可欠であることはいうまでもないが、その実現のため、わが国においても、

教育関係者はもとより行政、企業、大学あるいは NPO ・NGO などの民間団体も含めた関

係各主体間の連携と協働のもとに、高い実効性のある環境教育が行われる必要がある。

こうした国内外の時代的要請のもとに、環境省は平成 16 年 10 月、「環境の保全のため

の意欲の増進および環境教育の推進に関する法律J を完全実施した。そして、平成 17 年

度の環境省重点施策として、家庭・学校から広がる環境の国づくりをめざし、「脱温暖化社

会の構築j と「循環型社会の構築 j の二つを機軸とした施策を推進するのに、家庭や学校

に焦点を当てた「環境と経済の統合を促進する基盤的取り組みj への協力を求めている。

しかし、環境教育の現実は、このように匝内外から大きな期待が寄せられてはいるもの

の、それの充実にはまだ相当の努力が関係者にもとめられる状況にある。そこにはさまざ

まな理由と背景が考えられるが、現代社会が直面している温暖化をはじめとしたさまざま

な地球規模的環境問題の深刻さや持続可能な社会の構築の困難さなどからみると、このよ

うな事態を看過することはできないのである。

そこで、環境教育の重要性が改めて認識され、当然のことではあるがその充実をはかる

ことが社会にとって急務であることも肯けるのである。

一方、千代田区内には 300 社をこえる上場企業をはじめ多数の事業者が存在し、それら

多くの企業は、社会からの要請としての環境経営 (18014001 等の導入による EMS2 の実

施）を推進している。この EMS を企業活動に反映させるためには、すなわち EMS の実効

性を高めるためには、社内における環境教育の充実が重要視されるのである。

先に述べたように千代田区は、平成 15 年度に ISO 認証取得を行い、続く平成 16 年度に

教育部門にも ISO 認証範囲を拡大した。こうした流れの中で、千代田区教育委員会は、平

成 15 年 10 月に、千代田区教育委員会環境方針を制定し、その基本理念、のなかで、環境教

育の重要性を認識することとして、すべての教育活動を通じて児童、保護者そして地域か

ら環境保護活動が広がることを目指す、としている。そしてまた、その基本方針の一番目

に、環境教育の充実を掲げている。

平成 17 年度の千代田学の調査研究は、こうした環境教育に対する国内外の時代的社会

的背景を踏まえて、千代田区内立地企業がもっ環境教育に関する資源と資質を、学校での

環境教育に活用することにより、学校教育における環境教育の充実を目指している千代田

区の「持続可能な開発のための環境教育 J 支援の可能性と、それを実施するための要件等

までを視野にいれて検討を行うものである。

2 環境マネジメントシステム（Environmentl Management System の略称）
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はじめに

第二節調査研究の進め方

環境教育への協力を申し出ている企業に対しては、それら企業がもっ環境教育について

の潜在的なシーズとしての資源および資質についてヒアリングを行い、その意思について

も確認を行った口また、千代田区立の 8 カ所の小学校へのアンケート調査およびヒアリン

グのそれぞれを実施し、環境教育に関するシーズとニーズのマッチングを行う円あわせて、

企業の学校への環境教育支援を実現するための要件をさぐり、企業との連携による環境教

育を効果的に行うための条件整備、たとえばシステムの構築やカリキュラム作成に必要と

なる情報を収集し検討を行う。またこれらの調査と平行して、わが国の各地で行われてい

る同様の事例の中から優れたものを選択して調査し、その実態を明らかにするとともにこ

れらの問題に関する先行研究についても、本調査研究に資するものとして調査を行った。

なお、巻末に、①調査研究の流れ、②プロジェクトの構図及び③調査研究体制、を参考

資料として添付した。

本論の第一章第一節では、千代田区にある 8 ヶ所の小学校の担任教師 96 名を対象に実

施したアンケート調査の結果について報告を行い、第二節は同時に平行して実施した 8 ケ

所の小学校の環境教育の責任者へのヒアリングの結果について報告を行う 。

第二章の第一節と第二節は、企業との連携により行われた先進事例の紹介と、第三節と

第四節では企業が参画する環境教育に関する先行研究について報告を行う 。

第三章では、平成 17 年 10 月 24 日に法政大学地域研究センターが主催した、「企業が参

画する環境教育に関する研究会」の報告を要約して述べる。第一節は千代田区の環境教育

の現状について、アンケート調査とヒアリングの概要をパ ワーポイントにより解説したも

のを報告し、第二節は、当日基調講演をお願いした千葉大学教育学部助教授の藤川大祐氏

の講演を、そして第三節は質疑応答の要約を報告する。

おわりに、本調査研究のまとめとして、第一節は、企業が参画する環境教育に関する関

係各主体の役割と課題について述べ、第二節は、千代田区における企業の参画により行わ

れる環境教育のあり方と、その運営システムとしての第三者機関の設立について政策提言

を行う 。

添付資料

①調査研究の流れ

②プロジェクトの構図

③ 調査研究体制

（執筆担当者：山田）
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千代田区における環境教育の実態

第一章 千代田区における環境教育の実態

千代田区の公立小学校における環境教育の現状と、環境教育への企業参画のニーズを把握

するため、小学校の環境教育責任者およびクラス担任をしている教員を対象に、アンケート

調査およびヒアリングを実施した。第一節ではアンケート調査の結果を、第二節ではヒアリ

ングの結果をまとめて報告する。

第一節 アンケート調査

1・1 調査方法

アンケート調査は、質問紙の郵送配布・郵送回収法（郵送調査方法）を用い、千代田区内

の公立小学校（8 校）のクラス担任をしている教員を対象に行った。実施期間は平成 17 年 8

月 10 日から 8 月 31 日（当日消印有効）までとした。

1-2 調査項目

調査内容は以下のとおりである

I .環境教育についての調査

・環境教育の必要性、授業実施状況、人材、教材、要望について

II .今後の企業の環境教育への参画についての調査

・必要性、希望度、その他要望について

皿．基礎情報

・アンケート回答者の個人情報

1-3 調査の実施状況

アンケート票は平成 17 年 7 月下旬に調査対象である小学校 8 校に郵送し、記入期日を約

15 日間置き、回収期間を同月に設定した。回収期限以降も、未回収の教員に対しては学校単

位で電話、メール等により回収をお願いし、回収率の向上に努めた。96 名の調査対象者の中

で回収率は 32% (31 名）である。

1-4 アンケート結果

アンケートの回答方式は自由記述と数字選択の 2 パターンある（添付したアンケート票参

照）。自由記述の設問は、各回答の中から出現頻度の高い語句や重要と思われる語句をキーワ

ードとして抽出し、数量的に分析しているため、その合計は回答数とは一致しない。
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千代田区における環境教育の実態

＜基礎情報＞

1. 性別

表 1・25

性別 度数 割合

女性 21 68% 

男性 9 29% 

不明 1 3% 

合計 31 100% 

2. 年齢

① 22 ・25 歳

⑥ 46 ・50 歳

②26 ・30 歳

⑦ 51 ・55 歳

表 1-26

年齢 度数 割合

22 ・25 5 16% 

25 ・30 4 13% 

31 ・35 5 16% 

36 ・40 7 23% 

41 ・45 4 13% 

46 ・50 2 6% 

51 ・55 2 6% 

56 ・60 1 3% 

不明 1 3% 

合計 31 100% 

③ 31 ・35 歳

③56 ・60 歳

図 1-2~

男女比

不明

:J 九

④36 ・40 歳

⑨61-65 歳

⑤41 ・45 歳

⑬66-70 歳

図 1・26
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千代田区における環境教育の実態

3. 教員歴

表 1・27

教員暦 度数 割合

1 5 16% 

2 1 3% 

3 1 3% 

4 1 3% 

5 2 6% 

9 3 10% 

14 4 13% 

15 1 3% 

16 1 3% 

17 1 3% 

18 1 3% 

20 1 3% 

21 2 6% 

23 1 3% 

25 1 3% 

33 1 3% 

37 1 3% 

不明 3 10% 

合計 31 100% 

4. 専門指導科目

表 1・27

指導科目 度数 割合

国語 1 3% 

算数 1 3% 

理科 5 16% 

社会 2 6% 

体育 2 6% 

生E乙会、Z仁3、 1 3% 

生活 ・総合 1 3% 

全科目 11 35% 

不明 7 23% 

合計 31 100% 

教員！督
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千代田区における環境教育の実態

く環境教育について＞

小学校における環境教育についての必要性や意義についてどのようにお考えですか。

回答者全員に共通して、環境教育の必要性や意義は認められている中で、半数以上の教員

が生活の中で環境というものを自然と意識できるように、低学年からの環境教育が必要であ

そのためにはより実銭的な教育が必要であると考えている。

1. 

ると考え、

図 1・1

環境教育における必要性や意義について
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思考力を身につけさせ
7 

る

将来における子供たち
7 

の立場

意識づけ 6 

知識・理解 5 

環境教育の場としての
2 

学校の有効性

感性教育 1 

表 1-1

また、

その理由をご記入ください。

大半の教員が、教員や保護者という意見はあげていたものの、単独での環境教育という回

答は少なく、教員・保護者・地域それぞれに環境教育の担い手としての役割があると考えら

小学生に対する環境教育の主な担い手は誰であることが望ましいと思いますか。2. 

れている。

図 1・2

保

護

者

（

家

庭

含

む
）

地

域

（
社
会
合

む
）

環境教育における主な担い手

ふ

関

わ

り

あ

る

す

べ

町
内

γ

て

の

人

地

域

ヰ

教

師

n
U
E
U
n
U
E
J
n
U
E
u
n
U 

内

d

内

正

内

t

－E
4

E

表 1・2

キーワード 出現頻度

教師 24 

保護者（家庭含む） 23 

地域 6 

関わりあるすべての人 4 

地域（社会含む） 2 
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千代田区における環境教育の実態

小学生に環境教育を行うにあたり、授業づくりや教授法についてどのような工夫がいる

と思いますか。

3. 

実際の経験を通して学習に結びつけることが大切だと考えている教員が半数を占める。

そのためには学習教材の開発が必要と考える教員や時間的制約の解消が必要という回

答もあり、現段階では工夫したくともできない状況と考える教員もいた。

し

かし

図 1-3表 1・3

授業作りや教授法の工夫

学

習

教

材

二円二
具

体

的

事

例

｛
体
験

学

習

poaayntnuhHUFOa4ntnu 
1111 

キーワード 出現頻度

体験学習 15 

学習教材 6 

具体的事例 5 

出張授業 4 

環境教育のために

知識

環境教育を実施するにあたり、現状において、「環境j に関わる知識の補充を行いた

いとお考えですか。以下、 3 つの選択肢から、該当するものにO をつけてください。

4. 

4.1. 

4.1.1. 

その内容としては、80 協の教員が「環境j に関わる知識の補充を行いたいと考えている。

環境教育の過程や取り組みについての知識と具体的な環境問題に対する授業内容に踏み込ん

だ回答とに分かれた。共通して言える事は、どちらも直ちに実践できるかどうかは別にして、

身近に感じられる問題を重要視している。

図 1・4

③大いに

行いたい

19 九

行
な

に

く

、
哨

特
た
し
日

①

い

／

K 

環境に関わる知識の補充

表 1-4

①特に行いたくない 6 19% 

②多少行いたい 19 61% 

③大いに行いたい 6 19% 

合計 31 100% 

-8 ・
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千代田区における環境教育の実態

4.1.2. 4. 1. 1 で②あるいは③と答えた方

・具体的にどのような知識の補充を希望しますか。

図 1・5

知

識

無

記

入

補充する内容

個

別

の

環

境

問

題

に

つ
い
て

。O
T

，a
o
a
d
a
a守
帽
。
ぬ

4

・，hu

表 1・5

キーワード 出現頻度

事例 7 

個別の環境問題について 6 

無記入 6 

知識 3 

・実際に知識の補充を行うとすれば、どのような方法をご希望ですか。

学外で行う実体験より、視覚的資料や講演のように学内で出来る方法を選んでおり、知識

の補充は学内で行うという意識が強い。また時間的制約があるためか、視聴覚資料や講演な

ど、短時間でまとまった知識を得られるものがあげられている。

図 1・6

h
u
n
g
n
u

守，
s
o
r
o
a
q
n
d
h
4
4
t
n
u

a
冒・・

一額二一一一一ー一二

方

法

な

し

授

業

研

究

二
講

演

知識補充の方法

体

験

学

習
習
）

無

記

入

首

視

聴

覚

資

料

表 1・6

キーワード 出現頻度

視聴覚資料 9 

無記入 6 

体験学習（実習） 5 

講演 3 

授業研究 2 

方法なし 1 

（
実

環境教育を実施するにあたり、現状において、その授業づくりや教授法について学

びたいとお考えですか。以下、 3 つの選択肢から、該当するものにO をつけてくださ

4.1.3. 

b、。
環境に関わる知識同様、環境教育のための授業づくりや教授法に関しても 8側近い教員が

学びたいと考えていることがわかった。

-9 ・
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千代田区における環境教育の実態

図 1-7

授業作りや教授法について学びたし、か

①特に学

びた くな

23 覧

未回答

3覧③大いに

学びたい

23 覧

①特に学びたくない 7 23% 

②多少学びたい 16 52% 

③大いに学びたい 7 23% 

未回答 1 3% 

合計 31 100% 

表 1-7

4.1.3 で②あるいは③と答えた方

－現状において、授業づくりや教授法について学ぶにはどのような方法があると思いますか。

学ぶ方法としては、普段から行われている研修の中で環境教育を取り上げるという回答が

最も多かったものの、実際に希望する方法では授業参観が最も多くあげられている。

4.1.4. 

図 1・8

授業づくりや教授法について学ぶ方法

専

門

家

か

ら

学

ぶ

実

地

見

学

講

演

授

業

参

観

文

献

研

修

勾

4
n
u
n
o
e
o
a品
y
n
t
h
U

表 1・8

キーワード 出現頻度

研修 10 

文献・資料収集 5 

授業参観 3 

講演 3 

実地見学 2 

専門家から学ぶ 2 

どのような方法をご希望ですか。－実際に授業づくりや教授法について学ぶには、

実際に希望する方法

二

一

主

テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ

一
一

白

ー
｝
イ

ン
タ

ー

ネ

ッ

ト

一一

工し
L

文

献

リ

ー

フ

一
一

r
i
t
s－
し

レ

ッ
ト

一
一
一
一

二

一一

寸
l
l
t
i
実

地
見

学

・
体
験

二
ゴ」」

2

二

寸
！
？
斗
研
修会

二

t
lよ

Z

一
一
一
一
一
一

『
1
1
1
1

1
11
1

1

一
授
業

参

観

I
卜
卜
し
｜
ト
し
し

a
u
E
1
v
a
a守
内

‘

婦

の

，

ι

’i
n
u

閃 1・9表 1・9

キーワード 出現頻度

授業参観 5 

講演 3 

研修会 3 

実地見学・体験学習 3 

文献・リーフレット 3 

インターネット 2 

テレビ・ラジオ 1 
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千代田区における環境教育の実態

4.2. 教材

4.2.1. 今、使用可能な環境教育の教材（教科書および副教材）の充実度についてお伺いし

ます。該当するレベル 0 ～4 の数値にO をつけてください。

。 1 2 3 4 

充 実 度 二三〉

－種類

充実していると最も感じている「4J を選択した教員は一人も居なかった。また「3J を選

択した教員も 16 覧に留まっている。どちらともいえないというレベルである「2J を選択した

教員が半数近くを占め、「 lJ を選択した教員も 30% におよぶことから、教材の種類はあまり

充実していないということが窺える。

表 1・10

充実度 度数

1 9 

2 15 

3 5 

不明 2 

合計 31 

－量

割合

29% 

48% 

16% 

6% 

100% 

図 1・10

教材の種類

不明
6覧

「種類j とほぼ同じ分布である。「lJ 「2J をあわせると 80% を超え、 量に関しても充実し

ているとは言えないよ うだ。ただ 4.2. 2 の設問における回答やヒアリングによると、「量が少

ないJ という意味ではなく、「多すぎて選択に困る J というものであることが分かり、大変興

味深い結果である。

表 1-11

充実度 度数

1 12 

2 13 

3 4 

不明 2 

合計 31 

割合

39% 

42% 

13% 

6% 

100% 

図 1・11

幽 11 ・

教材の量

不明

6弘

39 拡
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千代田区における環境教育の実態

・網羅範囲

網羅範囲もほぼ同じ分布だが、「 lJ が「2J よりも若干多く、種類、 量よりも一層厳しい評

価になっている。網羅範囲に関しては、次の設問で「エネルギー問題に偏っている」との回

答も存在した。またヒアリングによると、企業から送られてくる教材やパンフレットはその

企業の宣伝のような内容になっているものも多く、そういった意味での網羅範囲の狭さも含

まれているのではないかと推測される。

表 1-12 図 1・12

充実度 度数 割合

1 13 42% 

2 12 39% 

3 4 13% 

不明 2 6% 

合計 31 100% 

4.2.2. 教材について、どのような感想やご意見をお持ちですか。

教材の網羅範囲

不明
6% 

42 弘

教材の感想、に関してはやはりそれぞれであり、良い教材があるという回答者もいれば、も

っと良い教材が欲しいという回答者もいる。環境教育に関する認識の違いが現れているのか

もしれない。ただ全体としては、教材に対して否定的な感想、が多いようだ。 これは 4. 2. 1 の

設問の結果とも対応する。

表 1・13

キーワード 出現頻度

わかりやすい教材がほしい 3 

教材不足 2 

生活レベルのものがほしい 2 

情報が古い 1 

内面を育てるものがほしい 1 

地域に密着していない 1 

体験させたい 1 

量が多すぎる 1 

エネルギ一分野に偏りすぎ 1 

図 1・13

3.5 

3 
2.5 

2 

1.5 

0.5 

0 
わ

材か

カミり

lまJや

しす
し、し、

教

- 12 ・

教材に関する意見・感想、

教 生 情 内 地 体 量 こE

材の活 報の面 域 験 カミ にネ

不がレ ががをいに さ 多偏ル

足ほべ 古ほ育な密 せ す りギ

しノレ し、 してい着 Tこ 主、句目正、 す 1

し、σ〉 いる し し、 る ぎ分

も て 野
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千代田区における環境教育の実態

環境教育のための盤整亙は、どのように入手していますか。また選択していますか。

副教材の調達方法はその提供者と入手方法に分けて分析した。この間いには、回答者自体

が少なく、調達経験無しの回答も 4.2.3 の回答全体で見られることから、面lj 教材を活用して

いないということが推測される。また提供者として行政、企業が挙げられているが、全体か

また入手方法としては自分で

4.2.3. 

またその選択方法としては、その時

ら見ても、回答数が少ないため、それ以上の推測はできない。

入手できるというその手軽さが重視されているようだ。

のニーズに合うもの、他教材との関連があるものなどが挙げられた。

・提供者

図 1・14

行

政

書

店

地

域

の

催

し

物

教材の調達方法（提供者）

M
n
n
r
n
u 

市川
一
企
業

－

F

一
調
達
経
験

な
し

7
’
伶
旬
区
1
w
a
a
T

内

d

内

正

噌

E

向

U

表 1・14

キーワード 出現頻度

調達経験なし 6 

行政 3 

企業 3 

NPO 1 

地域の催し物 1 

書店 1 

－入手方法

図 1・15

ヨ－xr 川』
研講教

修習科

会会 審

教材の入手方法

パ

ン

フ

レ

ッ

ト

晴

入

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

a
u
p
a
a骨
内

」

命

正

－

z
h
u

表 1-15

キーワード 出現頻度

インターネット 5 

図書資料 4 

調達経験し 4 

購入 2 

ノミンブレット 2 

研修会 1 

講習会 1 

教科書 1 

入手した教材の活用度についてお伺いします。該当するレベル O ～4 の数値にO を

つけてください。

4.2.4. 

4 2 3 

｜ 活 用 度 二二〉

まったく活用していないと考えられる

1 。

の選択も 2 つE
l
J 

nu
 「

l0～4 の 5 段階評価においては、

がゼロという「4Jまたはj が 16% 、

ことからも充分に活用できている例は少ないと考えられる。

- 13 ・

の選択とあわせて 6 割をこえている、「2J「lJ 、かり
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千代田区における環境教育の実態

表 1・16

活用度 度数 割合

。 2 6% 

1 7 23% 

2 10 32% 

3 5 16% 

不明 7 23% 

合計 31 100% 

図 1・16

入手した教材の活用度

0 

6% 

2 

32 拡

5. 18014001 を導入してから、学校において、 f環境方針および環境教育方針J や、「環境

教育の計画およびカリキュラムj にどのような変化があったかについてご記入ください 0

．環境方針および環境教育方針の変化

IS014001 の導入による、学校の「環境方針および環境教育方針j への影響については、

ゴミの分別等の実践を行うようになった、教職員児童ともに環境に対する意識が向上したと

いったケースが多く見られた。 しかし一方では変化がないといった回答も複数あり、捉え方

が教職員によってまちまちであると考えられる。

表 1・17 図 1・17

キーワード 出現頻度 環境方針および環境教育方針の変化

実践するようになった 6 

教職員の意識の向上 5 

児童の意識の向上 4 

変化なし 4 

明文化 3 実 教 リ己 愛 月n
践 職 i1l 化 文

な す ,,, ~ ! 。〉 な イヒ
つる lσ〉 iて怠 し

たよ f: ;G : d穣

つ 識 ぴ〉

t」 σ〉 1'11 

－環境教育の計画およびカリキュラム

IS014001 の導入による、学校の「環境教育の計画およびカリキュラムj への影響につい

ては、意識が向上したとされる意見が最も多かったが、それに次いで「変化なしj、「実践す

るようになった（ゴミの分別等） J とする意見が多かった。学校によっても差はあるが、教員

によっても捉え方、実践する事柄が異なっていることが理解できる。

- 14 ・
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千代田区における環境教育の実態

図 1・18

計画およびカリキュラムの変化

年

間

計

画

を

作

成

横

断

的

に

な

っ

た

校

内

分

化掌

で

細

分

カ

リ

キ

ュ

ラ

ム

を

考

え

ら

れ

る

実

践

す

る

よ

う

に

な

っ

た

変

化

な

し

意識の変化

キーワード 出現頻度

意識の変化 5 

変化なし 4 

実践するようになった 4 

カリキュラムを考えら
2 

れる

校内分掌で細分化 1 

横断的になった 1 

年間計画を作成 1 

表 1・18

a
u
R
d
a句
作

d

内

4

・En
u

く企業の環境教育への参画＞

f学校の環境教育への企業の参両j の必要性について、お伺いします。該当するレベル1. 

0 ～4 の数値にO をつけてください。

4 3 2 

必要性

1 。
二〉

また、必要の選択が全体の約 7 害lj を占めており、「3J「2J 、0～4 の 5 段階評価において、

とする回答は無いことから、企業参画の必要性は何らかの形で感じられているこ

その必要性が感じられる理由としては、企業は専門的知識を有しているからという

ことが最も多くあげられ、次いで、教員に時間的制約があること、環境問題は社会全体で考

とが読み取れる。

t
1
J 

nu 
r－
－ 

また、

性を

える必要がある問題であるとの回答が見受けられた。

企業参画の必要性

図 1・19

2 

36 % 

l 0免

不明

6九

- 15 ・

必要性 度数 割合

1 3 10% 

2 11 35% 

3 11 35% 

4 4 13% 

不明 2 6% 

合計 31 100% 

表 1-19
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千代田区における環境教育の実態

必要と考える理由

表ト20

キーワード

専門知識を持つ

社会全体で考える

教員の時間的制約

直接体験が可能

図ト20

出現頻度 必要と考 える理由

5 

4 

3 

2 

2. 今後、 f学校の環境教育J への企業参画の希望度について、お伺いします。該当するレベ

ル O ～4 の数値にO をつけてください。

「3J の選択が最も多く、 4 害1／を超えている。次いで「2J が多く、「3」とあわせると全体

の約 70% を占める。また、希望度「OJ の選択は無いことからも、企業参画を希望する教員

の多さ、また希望の強さが読み取れる。

また、希望する理由としては、企業は専門的知識を有していることが最も多くあげられた。

その他の回答としては、教員に時間的限界があること、環境問題は社会全体で考える必要が

あること、日時・条件があえば希望するといったものがあげられた。環境教育の必要性は感

じていながらも、実際に行うには教員側に知識的、時間的に困難が生じているという現実が

読み取れる。

表 1・21

希望度 度数

1 3 

2 9 

3 13 

4 4 

不明 2 

合計 31 

割合

10% 

29% 

42% 

13% 

6% 

100% 

図 1-21
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千代田区における環境教育の実態

図 1・22

I 希望する理由

I s 
｜； 
I ! ・-
I 2 

l 0 
が日

ば合時

希う

望な条

ら件

考社

ぇ会

性る全

必体

要で

一
教
員
の
時
間

時

的

制

約

と専門知識を
£持つ

キーワード 出現頻度

専門知識を持つ 7 

教員の時間的制約 2 

社会全体で考える必要
2 

性

日時・条件が合うならば
2 

希望

・希望する理由

表 1・22

3. 企業に対して、学校における環境教育において、どのような支援や協力をご希望ですか。

企業に対して希望する支援や協力の内容については、実践や体験型のものが最も多く望ま

れている。実践、体験の希望に次いで、出張授業、企業の環境に対する取り組み、企業訪問

が次いで多く望まれている。教材、物的支援も少数ではあるがあげられている。これらのこ

とも踏まえると、企業が教育に参画する場合には、直接児童とふれあい、専門性を生かした

教育を行うことが望まれており、その際には、単純に伝えたり教授したりするだけではなく、

児童に何らかの体験をさせながら教育するということが多くの教員に望まれていると読み取

れる。

企業に希望する支援や協力

図 1・23

物

的
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な
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業

実

践

・

体

験

-17 ・

キーワード 出現頻度

実践・体験 9 

出張授業 8 

企業の環境方針や取組
5 

みの紹介

企業訪問 3 

教材開発 2 

専門的な内容 2 

物的支援 2 

表 1・23
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千代田区における環境教育の実態

4. 企業以外に対して、学校における環境教育において、 どのような支援や協力をご希望で

すか。

企業以外には地域ぐるみの環境活動や、家庭における按としての環境教育が望まれている。

またそのための理解を求める回答もあり、環境教育では各主体問の相互理解や連携が必要と

なるといえる。また NPO 等の民間団体も多く挙げられている。

表 1-24

キーワード 出現頻度

地域の協力 5 

家庭の協力 4 

民間団体の協力 3 

理解

表 1・24

: 6 
i 5 
I 4 
l 3 
! 2 
i 1 

企業以外に希明十る支緩や協力

0 
1 地 家民理

！ 域庭間解
σ〉 σ〉

｜ 協 協

！ 力力

（執筆担当者：白戸、平野、久保）
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千代田区における環境教育の実態

く参考資料：アンケート票＞

調査 C 法政大学地域研究センター

平成 17 年 8 JJ 

千代田区小学校調査 C ：アンケート調査クラス担任様

このアンケートは、小学校における環境教育の現状について、また、環境教育への企業参画

へのニーズを把握するためのものです。各クラス担任の先生によるご回答をお願いします。

ご回答になったアンケート用紙は、付属の返信用封筒に入れ、各先生により、返信用封筒に

てご返送くださいますようお願いいたします。締め切りは、 8 月末日（当日投函で結構です）

です。お忙しいところ、誠に恐縮ですが、ご協力下さいますよう、何卒よろしくお願いいた

します。

本プロジェクトにおいて、本年度中に再度、簡単なアンケートを予定しております。その際、

フォローアップ分析を行うため、ご回答者の識別を目的として、お名前をお伺いいたします。

匿名ご希望の際は、今回、および次回のアンケートにおいて、同一の匿名のご記入をお願い

いたします。また、お差し支えなければ、小学校名もお答えください。

量全車

ご所属の学校

＜質問＞

I .環境教育について

1. 小学校における環境教育についての必要性や意義についてどのようにお考えですか。

2. 小学生に対する環境教育の主な担い手は誰であることが望ましいと思いますか。また、

その理由をご記入ください。

〔
-19 ・
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千代田区における環境教育の実態

3. 小学生に環境教育を行うにあたり、授業づくりや教授法についてどのような工夫がいる

と思いますか。

4. 環境教育のために

4. 1. （ 環境教育を実施するにあたり、現状において、「環境j に関わる知識の補充を行いた

いとお考えですか。以下、 3 つの選択肢から、該当するものにO をつけてください。

①特に行いたくない ②多少行いたい ③大いに行いたい

4. 1. 2. 4. 1. 1. で ②もしくは③とお答えになった場合、お答えください。

－具体的に、どのような知識の補充をご希望ですか。

－実際に知識の補充を行うとすれば、どのような方法をご希望ですか。

4. 1. 3. 環境教育を実施するにあたり、現状において、その授業づくりや教授法について学び

たいとお考えですか。以下、 3 つの選択肢から、該当するものにO をつけてください。

①特に学びたくない ②多少学びたい ③大いに学びたい

4. 1. 4. 4. 1. 3. で ②もしくは③とお答えになった場合、以下の質問にお答えください。

－現状において、授業づくりや教授法について学ぶにはどのような方法があると思いま

すか。

－実際に授業づくりや教授法について学ぶには、どのような方法をご希望ですか。

-20 ・
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千代田区における環境教育の実態

教材

4. 1. 5. 今、使用可能な環境教育の教材（教科書および副教材）の充実度についてお伺いしま

す。該当するレベル O ～4 の数値にO をつけてください。

種類：
t-。 2 3 4 

充実！奪三〉

主E邑喜．

。 1 2 3 4 

空 ~rき三〉

網羅範囲：

。
充ーす言で〉〉

4. 1. 6. 教材について、どのような感想やご意見をお持ちですか。

4. 1. 7. 調達方法（提供者）

環境教育のための副教材は、どのように入手していますか。また選択していますか。

4. 1. 8. 活用度

入手した教材の活用度についてお伺いします。該当するレベル O ～4 の数値にO をつけ

てください。

。 1 2 3 4 

活用麿二〉

5. ISO 導入後の、調査 A 項目『 2 ・環境方針および環境教育方針J r 3 環境教育の計画J へ

の変化

IS014001 を導入してから、学校において、「環境方針および環境教育方針j や、「環境教

育の計画およびカリキュラムJ にどのような変化があったかについてご記入ください。

-21 ・
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千代田区における環境教育の実態

. r環境方針および環境教育方針J について

. r環境教育の計画およびカリキュラムJ について

11. 今後の企業の環境教育への参画

1. r学校の環境教育への企業の参画j の必要性について、お伺いします。該当するレベル

0 ～4 の数値にO をつけてください。

。 2 3 4 

,z- 玄tt 『三〉

その理由

2. 今後、「学校の環境教育」への企業参画の希望度について、お伺いします。該当するレ

ベル 0 ～4 の数値！こO をつけてください。

。 1 2 3 4 

市 望 fす 三〉

その理由

3. 企業に対して、学校における環境教育において、どのような支援や協力をご希望ですか。

-22 ・
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千代田区における環境教育の実態

4. 企業単昼に対して、学校における環場教育において、どのような支援や協力をご希望で

すか白

m 基礎情報：該当項目へO 、また（ ）へのご記入をお願いいたします。

1. 性別 ① 男 ② 女

2. 年齢 ① 22-25 歳 ②26-30 歳 ③31-35 歳 ④36-40 歳 ⑤41-45 歳

⑥ 46-50 歳⑦51-55 歳 ⑧56 ー60 怠⑨61-65 歳 ⑩66-70 歳

3. 教員歴 （ 年）

4. 専門指導課目

ご協力ありがとうございました。

-23 ・
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第一章 千代田区における環境教育の実態

第二節 ヒアリング結果

法政大学地域研究センターは、企業が参画する小学校における環境教育の可能性を明ら

かにすることを目的として、 8 カ所の千代田区立小学校の環境教育責任者を対象に環境教

育に関する現状調査と、小学校における環境教育への企業参画に関するニーズの把握を行

うために、ヒアリングを行った。

1-1 調査概要

千代田区立小学校全 8 校の環境教育責任者を対象に、事前に郵送したヒアリング内容に

則して、平成 17 年 8 月 23 日から 8 月 30 日までの期間にヒアリングを行った。

主な調査内容は以下のとおりである。

① 環境教育について

② 環境教育への企業参画の履歴について

③ 今後の環境教育への企業参画について

1・2 考察

今回のヒアリングから、環境教育の現状と課題の相当な部分が明らかとなり、また小学

校における環境教育への企業参画に対して大きな期待があることも分かつた。

まず現状としては、教員の方たちが環境教育についての共通理解や見解を持っており、

その内容は千代田区の ISO の理念に基づくもの、早期教育・実体験の必要性などさまざま

であるが環境教育の重要性に対する認識の高さを、ヒアリングを通じて十分に感じとるこ

とができた。また実際に、各教科の授業で環境と関連付けたカリキュラム作りを行い、総

合的学習の時間には施設見学や自然観察、ゴミの分別など体験を中心にした環境教育の授

業を行っていることも明らかとなった。

次に、教員側の課題として、時間的な制約、最新の環境問題に関する知識や情報不足、

新規の教授法の取得の必要性あるいは適切な教材不足などが挙げられる。新しい情報が

次々に出現する環境問題の知識や情報を補充し、新たな教授法を学ぶ必要性を痛感してい

るものの、環境教育の研修会や研究会を利用するにあたっては他教科の準備との兼ね合い

もあり、これらに費やせる時間があまりないことが分かった。

またそれぞれの小学校に関係省庁や企業などから大量に直接送付されてくる環境教育

に関する教材や副教材が児童の発達段階や学校側が目指そうとしている授業のねらいに

合致しないものなどがほとんどであり 量的に膨大なそれらをチェックして利用可能かど

うかの判断をする時間が無いなどの理由もあり、あまり活用されていないということが分

かった。しかし、環境教育責任者としては、このような切実な課題への認識があるとはい

え、学校自身が迅速かっ適切に独自でこれらの課題の解決を行うのは困難だと考えている

ことも分かつた。このような千代田区の学校現場での環境教育における学校内部の課題を

乗り越える一つの手段として、企業が参画する環境教育の実施が考えられるのであるが、

本中間報告書の第二章ではそうした事例についての報告を行っているが、現在ではそうし
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第一章 千代田区における環境教育の実態

た取り組みが国内でも散見されるようになってきている。

次に、企業の環境教育への参画に関する調査の結果から、すでに 5 ヵ所の小学校で、は企

業が環境教育に参画した実績を持ち、企業の環境教育への参画が必要か との質問に対し

てほぼ全ての学校の環境教育責任者が、必要が有ると答えている。また、どの小学校の環

境教育責任者も異口同音に、企業が環境教育へ参画することに対して非常に前向きである

ことが分かつた。そして、各学校の環境教育責任者は、企業が環境教育に参画する必要性

の第ーとして、企業は最先端の情報や充実した資料を持っていると思われ、学校が独自で

はできない教育を行うことができるのではなし 1かと考え、第二には、開かれた学校の教育

システムそのものの活性化の促進になるなどをその理由として挙げている。

また、企業の環境教育支援の際に学校側が企業に希望する内容は、人的、物的あるいは

費用の面などへの期待を挙げている。具体的には、企業の環境教育への参画は環境や環境

問題に関する企業の専門家としての人的支援や適切な教材の提供、あるいは現地見学や施

設見学などの物的支援を受けることができ、その結果として多くの教員の方々の時間的制

約や教材の問題などが解消される可能性が大いにあることなどが考えられる。

しかし、仮に学校側が企業に環境教育を依頼するとしても、ごく一部の例外的な企業1の

存在を除いて、現時点では両者の問にはほとんど接点を見つけることができない。つまり、

企業に関する情報を学校側はほとんど持っていないので、 学校はどの企業にどのような内

容の環境教育を依頼できるのか、その内容はどのようなレベルの環境教育かなどについて

の情報がまったく無い。同様のことが企業側にも言える。つまり、どこの学校がどのよう

な環境教育を期待しているのかなどの情報もない口このような状況が千代田区内における

企業と学校の実態であり、ヒアリングを通してそれらが明らかになったのである。

そして、企業が参画する環境教育を千代田区内で実現するために、学校と企業との問の

さまざまな関係や課題について調整機能をもっ第三者機関の設立が必須要件であるとす

るなどの積極的な意見も聞かれた。環境教育責任者としては、前提条件付であるとしても、

企業の環境教育参画へ寄せる期待がかなり大きいことを見て取ることができた。

1-3 調査結果

8 カ所の小学校の環境教育責任者へのヒアリングは各学校あたり、おおよそ 1 時間半に

及んだ。ヒアリング実施に際しては記録としてテープに録音することを了承していただき、

録音したテープから逐語録を作成し、その内容の概要を作成したので、次ページ以降に前

編と後編にわけで収載した。なお、後編の末尾に実施したヒアリングの内容を資料として

添付したので参考にされたい。

（執筆担当者：大木、山田）

1 東京電力は、千代田区以外にも多くの地域の学校への環境教育に関して豊富な実績がある。
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第一章 千代田区における環境教育の実態

ヒアリング結果一覧＜前編 No.I ～4>

No.I No.2 

I .環境教育について

L 校内における環境教育の必要性や意義に関する共通理解や見解

( 1）その｜有 ｜有

有無
(2 ）ある ・ ISO に幕＿，.－5くものし

場合、そ｜・総合的学習の時間や各

の内容 ｜教科において、また各学

年における環境教育への

意識。

－都会の学校であり、自

然や生命尊重の態度の育
成を重視し、動植物を大

事にすることに力を入れ

ている。そのため、都の

獣医師会主催の学校飼育

動物指定枝は 2 年連続で

認定を受け（動物提供、え
さ代の補助、病気へのア

ドバイス、死後のお墓や

寺院までの世話をうける

ことが可能。一昨年は 2
年生全員にザリガニ、昨

年はモルモット 3 匹を購

入があった）、本年度もエ

－公害や環境破壊の解決に

つながるような大きな視
点を、単元に生かすように

と考えている。

・環境教育として前面に出

していないが、教育目標で
ある、「人に優しく自分に

強く Jにならい、地球に優

しくということは共通し

た考えになっていると思

つ0

・自然に触れる機会が不足

している都会で、自然に親
しみ、自然を大切に関する

感性、感情、心などを大事

にする。

－文書化されていないが、
教育計画において、環境に

ついての共通理解を目指
すという内容が多少入っ

ントリーしている。また、｜ているの

全学年を通して植栽に関
する年間計画を立てるな

どの環境設定を、生徒、
教員、主事の協力で行っ

ている。 3～6 年生は水や

りも実行。

2. ／｜、学｜・生徒が生きている環境｜・学校

生に対す｜の中で、人的なものとそ｜・家庭

る環境教｜うでないものを含めてす｜・地域社会
育の主な l，くて！［天や NPO たども

担い手 ｜・重要な担い手としては、
教員、地域社会、保護者。

教員は、保護者に対して
学校での生徒の環境活動

を伝える働き、また活動

を通じて形成される生徒
の友人関係を支えるなど

の役目がある。保護者も、

休暇時に持ち帰った動植

物の飼育、収穫した野菜

の調理と家族での試食な
どのサポートに重要。地

域からは学校外側の植栽

に対してよい外部評価を

もらっているが、水やり
のサポートや生徒への声

がけなどは人的環境教育

と言える。

No.3 

有

－環境教育計画を通して、

生徒にどのような視点か

ら環境教育を行うかを考
えている。 ISO の取り組み

によっても形成されてい

ると思われる。

・3と校
．家！伝

・地域

3. 小学生に環境教育を行うにあたっての綬業づくりや教綬法につし、ての工夫

-26 ・

No.4 

－余桁がたい

・ISO がらみの機会と場
があるので、研究校を別

とすれば、他区校に比べ

て、少しは認識が高いと

思う。

－小学校：小学生が環境
に対する強い責任能力を

持てるよう叩き込む必要

がある。学校l士、地球環
境の維持や存続に対し

て、そのような人材を育

成する責任がある。

－地域：必要に応じて学

校で行っている環境教育
への協力（ゴミ分別など）

は必要。また婦人会とと

もに行う地域清掃は、地
域への啓発にもなり、学

校と地域の共生関係を作
り出しているともいえ

るの
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第一章千代田区における環境教育の実態

(1 ）環境 ・授業作りの基本として、 ・環境教育のみというカリ ・学校環境を考慮する。自 －学校全体での方針はな
教育のカ 素材・教材については生 キュラムはなく、平成 8 年 然が少ないので、そのデメ し、。
リキュラ 徒の実態に合わせて選 度から、環境に関わる単元 リットを補うことに注力 ・各教科で環境教育は行
ムについ 定。 ということで、各教科で環 する。例えば、神田川を教 われており、取扱いが難
て －動物を飼ったり、自然 境と関連付けたカリキュ 材化し、神田川舟の会の協 しいので、各学年や担任

環境で動植物に触れた ラムづくりを意図的に行 力で、東京湾を舟で回る体 に任せている。
り、虫取りをすることが っている。 験をすることにより、生徒 －教科書の内容を理解す
困難な環境で生活してい －教授法としては、体験的 が自ら課題を見つけて総 るには、バーチャルでは
るので、それを学校教育 なことを重視している。実 合的学習に役立てている。 なくリアルな世界での体
で補うことを心がけてい 施例として（教室の窓で日 ・生徒の実践の可能性を考 験を重視したい。この点
る。生活科などでは常に 除けとして栽培している） える。 においては各教員も意識
清水谷公園に出かけて動 ゴーヤによって、緑の美し ・生徒の発達段階を考え しており、社会科見学で
植物と関われるよう、フ さや、緑からくる風の心地 る。 のゴミ処理工場訪問、 4
ィールドワークと動植物 よさの体感が挙げられる。 年生（保田）、5 年生（嬬恋）、
の選定に力を入れてい 4 年生の「ゴミはどこへ行 6 年生（箱根｝の自然体験、
る。そのため、教員はフ くのJなどの単元では、実 その際の芋植え、また自
ィールドの下見をよく行 際に現場を見て生徒が自 校栽培園での芋植えと観
い、各時期の昆虫なども ら調べるという工夫をし 察などを行っている。
把握している。生徒も公 ている。
閣の環境づくりについ
て、外部取材に対して意
見をはっきりと述べられ
るなど、 1 年生からの実
体験により培われた成果
が認められる。
・実体験の重視、実物の
提示、生活化：「生活化J
とは「生活に生きる、化け
るj こと。学習方法の工夫
として、今年の新しい取
組みでは、 1 年生のトウ
モロコシの皮むきとトウ
モロコシ観察、その後の
給食での試食による体験
が挙げられる。その他、
地域清掃など身体を使う
ことを実施。

2）小学校 －課題数 ：多い。高学年 ・校外に出て、季節の変化 －神田川での学習や、地域 －学年の傾向 全学年を
に関する になると、理科でも、燃 を見るというようなこと 清掃活動など、地域環境を 通じ、道徳で自然愛護の
事前調査 焼学習・人体学習・天文 が多し、0 ・全部の科目に共 利用した環境教育を実施。 内容は数回あつかう。ま
内容の確 学習などの教材を通じ、 通して実施している。1、2 ・環境計画に基づいた環境 た教科書の単元では 4、5
認 環境をベースとして科学 年生では生活科、 3 年以上 教育を実施。 年生での取扱いが多い。

的な知識理解力や問題解 は理科や社会があり、より －リサイクル活動や士に触 ・まとめ方として、学年
決方法を培ってゆく 。道 環境に密接に関わるもの れるなどの自然体験に力 ごと、教科ごとで挙げら
徳的なものでは生命尊重 が増える 0 ・周辺環境とし を入れている ω れる内容がある。登録票
などを取り上げる。発達 て緑が多いとは言えない は教科でまとめたもの
段階に応じて、広がりと のではないか。ピルに囲ま で、両者であげると、項
深まりが生じ、進化と統 れ、ピル風が通り、植物が 目はもっと多くなり、教
合が見られるよ うになる 根付かなく、プランターも 員にも分かりに くく な
と考える。 高温になりやすい。 る。
・授業形態：地域におけ －作成者は ISO 推進管理者 ・ISO 導入にあたり、課
るイベントとしては「こ である学校長。 題はいくらでも挙げるこ
どもまつり Jがあり、地域 とができたが、環境教育
の方によって、 ドジョウ だけが学校の使命ではな
っかみやザリガニ釣りが く、実行することは難し
催され、生徒が生き物に いので、取組めるものの
触れ合える機会が作られ みを挙げた。
ている。 . 2 年に 1度の ISO 評価
・授業実施場所：かなり における、掲げた課題に
の部分が、校外における 対する質問に対応できる
実体験。近所の公園や移 ようにするには、細かい
動教室先（嬬恋）0 ・受験や 表記は避けざるを得な
塾通いなどで、学ぶこと し、。
が知識や理屈に偏重しが
ちであるので、座学とフ
ィールドでの実体験をス
パイラルにリンクさせて
いる。 たとえば、 5、6
年の生活科の f食jについ
ての学習では、教室での
座学と、春と秋の嬬恋自
然体験教室でのキャベツ
栽培と収積の体験の組み
合わせが挙げられる。
－計画性：学年によって、
社会科の学習と総合的学
習を複合的にリンクさ
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第一章千代田区における環境教育の実態

せ、「生活化Jをねらい、
実際に環境に働きかけら
れる能力を身につけるこ
とを目標としている。

4. 小学校における環境教育のリソース

4. 1 教員

4.1 .1. 環境教育を実施するにあたり、教員の「環境jに関わる知識の補充を行う必要性
* (1）の質問は①特にない②多少ある③大いにある、の三択
(1) そ の a 3 2 2 
程度
(2 ）県出 －日進月歩で、変わる環境 ・全科にわた り、環境に関 －教育計画に基づき、ミニ ・環境教育の共通理解や

に関する考え方、情報（ア する内容があるので、その 単元によるエコプランを 方針を持つまでに至って
スベストなど）を常に補 教材研究は膨大な量で、次 5 年生で毎年実施するこ いないため。

充、進化させないといけ の日の授業準備だけでも とで、ノウハウが蓄積され －教員の意識を向上させ
なし、わ かなりのものであるη また ているのそれによって授業 ることで、教授法の向上

環境だけに注力するわけ を実施しているが、その内 や、 生徒の環境に対する
にも行かない。 したがっ 容を深める余地がある。 意識の深化、またそれに
て、簡単な知識はあって よる関心の増加が期待で
も、それについての対応を きるr

深く追求する時間を得に
くし、。

－教員それぞれニーズは異
なると思うが、知識を補充
する機会が少ない。

4.1.2. 環境教育を実施するにあたり、教員の［環境jに関わる知識の補充を行う方法

( 1）考え －研修会（最近は動物園な －研修会 ・プログフム紹介 －インターネットでの調 ·ISO ’；＿~入にあたっ て作
うる ｝j立 ども、教員に対しては、 などハウツー的なもの・実 査・現地調査、専門家、従 成した課題登録票の紹介

研修会ということで案内 際に実施され、効果の検証 事者 と、その内容において足

がある）や、さまざまなイ された環境教育の情報提 りない部分の検討。

ベント参加・資料・文献 供ぺそれらから選択して授 －（今まで各教科でばらば
研究 業に行かせるような内容 らだったのが、総合的学

のもの（研修会の場でもよ 習で行えるようになって
きてはいるが）1年生から

・理解しやすく、すぐに授 6 年生までの体系的な教

業に運用できるような簡 授を行うための知識習得

潔な内容へのニーズが高 の仕組み。学習や情報収

い。時間をかけなくてはな 集の意欲を向上させるた

らないものは、拒否されや めには、知識というより

すい。今年は国語の研究を 意識の向上の方法が重

実施しており、その中で環 要。
境教育をつめてゆく必要 －新しい環境問題に関す

があり、手軽なものがほし る知識の補充。（理科室で

いと考えている。 の廃液処分などについて
－他校における環境の単元 は、 ISO 導入によって初

設定の資料を譲り受け、授 めて分かる）
業に生かすことが現在の
課題となっている。
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(2 ）その －分かり やすい資料（直 ・時間の制限があるため、 ・環境教育は既に教科に
中で希望 接、生徒に使えてしま う 研修会が好ましい。モデル 取入れられているが、環
する方法 ものがあるとよし、） となる他校の例について 境教育の体系化を行い、

などの紹介があるとよいc 教員が環境教育の目的と
進め方を再認識する共通
システムを持つ。
－教員の時間的負担にな
らない程度の研修
－現状対応に必要な知識
の補充。
・各教科ぱらぱらでなく、
総合的に捉えられる内容
の研修。

－世界環境の維持にあた
り、総合的な内容環境の
把握、目的や子供に期待
する行動の設定）を教授
することは難しいし、教
授できる講師もし、ないと
思われる。

4.1.3. 環境教育を実施するにあたり、教員が授業づくりや教授法について学ぶ必要性
*(I ）の質問は①特にない②多少ある③大いにある、の三択
(I ）その 3 2 2 2 
程度
(2 ）理由 －新しいことを知るため ・「大いにある j にしたい －教材を作るにあたり、生 －各教科で、環境につい

－教師としての使命であ が、教員は授業づくりや教 徒の実態に合った新しい て学ぶことは可能であ
り、 当然のことである c 授法について学ぶ必要性 方法を取り込む必要があ り、環境教育としてあえ

はあるものの、他にもたく る。 て学ぶ必要はないと思わ
さん教科があるため、環境 れる。
に特化することは難しい～ －学会や大学などの研究
・「大いにある」に したい 成果は、文部科学省が選
が、子供たちの各教科にお び、やるべきこととして
ける理解力に重点が置か 教科書に入れているは
れ、基礎基本が叫ばれる ず。
中、授業改善プランを作っ ・しかし、総合的な視点
ている現状において、その でそれがなされているか
上で環境教育の教授法を というと疑問である。教
考えるということへの負 科ごとにやらなくてはな
担を考慮して。 らない現状であり、総合

的にやるのであれば教員
が自ら行わなくてはなら
ない。

4.1.4. 環境教育を実施するにあたり、教員が授業づくりや教授法について学ぶ方法

(I ）考え －東京都、企業、 NPO な ・基本的には、授業研究会。 －専門家から話を聞く f亡し？
うる方法 どに上る研修会 環境教育の担当者もし、て、 －文献や先行研究・雑誌や

－資料（ビデオなどピジュ 環境教育の部会もある。そ 新聞の特集
アル的なもの、パソコン こで研究会方式で、総合的
を使ったものもある） な学習や生活科の具体的

な授業方法や教授法を学
ぶことがメイン。

(2 ）その ・生徒と同様、体験的な fょし？

中で希望 もの。教師にとっても、
する方法 学ぶことにおいては理屈

や書面だけでなく、見た
り触れたり感じたもので
心が動く体験をする、ま
た環境にはたらきかけた
り、環境にひたることが
一番大事である。

4.2. 教材（教科書および副教材）

4.2.1. 充足度

(I ）その程度 （数値は 0 ～ 4 までの範囲で数値が大いほど充足度が高い）

－種類 4 1 。 。
種類の意
味

・量 2 1 。 。 2? 

－網羅範 2 → 4 1 。 。
囲
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(2 ）理由 －網羅はきちんとされて
いるが、ひとつずつ捉え
るとポイントが絞られて
いるωで、 真ん【11 くらいー
．教材のバリエーション

は多い。

4.2.2. 語lj 教材の調達方法

(1 ）入手｜・企業

,e: （提供｜・東京都や教育委員会

者） ｜・関係省庁（環境省、国土

交通省、農林水産・省な

ど）

(2 ）採 Ill I ・基本的なことがちょっ

にあたっ｜とあればよい。

ての選択｜・生徒の実態と系統性を

方法 ｜ともなう発達段階への合

致性

・各教科の流れとの合致

性
・選択する時間がなく、
また生徒に提示するもの

なので、シンプルでコン

パクトが望ましい。（教科

書会社から出ているノー

ト型の副読本があるが、

それをこなすにはかなり

の時間が必要。）

4.2.3. 活用度

－多いとはいえないが、現
在、図書をバーコードによ

り分類しており、その状況

から環境に関するものを

見てみると、他校より多い

かもしれないと思う。

・書籍以外のもの、例えば
教材キットは少なく、ビデ

オの活用もない。（ビデオも
種摘が多い とは言えない）

・インターネット環境が整

っており、現在、 3 年生以

上はインターネットでの

調査を行い、高学年ではか
なり使用している 。例え

ば、 5、6 年生の社会科の

授業では、インターネット
による公害についての調

査を実施している。

・企業からは少ない。今ま

ででは、東京電力からの 3、
4 年向けの冊子提供（出張

授業が実現しなかったた
め）、東京電力やガスの科学

館からのイベント紹介が

あった。

－千代田区の土木科からの
素材（木材）の提供

・目的の合致性、使いやす

さ、理解度、意欲関心度に
ついての各学年による判
断。

－提案のタイミング

* (1 ）は O～4 の範囲で数値が高いほうが活用度が大きい
(1) そ U) I 2 I 2 
程度

は）.f 型向 －たくさんの中から、い｜・もらった以上は活用して
いとこ取りという点では｜いると思うが、ものによっ
活用度は高し、かもしれな｜ては必ずしも授業の目的
し、 に合致しているとは言え

ず、配って終わりというも

のもある。

4.2.4. 教材（教科書・副教材）の総合評価

* (1) は・2～2 の範聞で数値が高いほうが評価が良い

(1 ）そ の I 1 I o 
程度

－判断が難しし、（提供された

ものが大量なので、すべて
をチェックできなし、）。

－企業

・ NPO 
・h 政

－実生活への直結性から

判断。
－地球環境やオゾン層の

破壊など抽象的な内容に

関しては、小学生にとっ

ては理解しがたく、また
それを促すに充分な教材

はない。

－ごみ処理などの実生活
への直結性が高い内容に

関しでも、教科書では、
ごみの分別から環境への

発展性を持つものになっ

ていないの また環境に発
展させたところで、 3、4

年生には理解は難しいと

思われる。
－教授法を問うより、自

分の教える内容に対する

こと への興味など、教員
の意識の向上を問うほう

が、生徒の変化には重要

と思われる。

－企業

・関係機関
．関係省庁

－学年ごとに選択し、使用｜・教科書の内容への合致

にあたり副校長他に報告｜性

を行う。 ｜・理解難易度
－生徒数に対する部数の

充足

2 

－教員では及ばない企業の｜・教科書の内容への合致
専門性により、学習を深め｜性

ることができる。 ｜・理解難易度
－生徒数に対する部数の

充足

2 

(2).flt .山 ・まあまあ。選定を充分

に行っていないが、全体
的にはマイナスではな

く、分かりやすいものも

あり、分かりにくいもの

もある状態 F 芯万別

－もらったものは活用して｜・外部から提供される中で 1 ・ft! 解雑弘司

いるが、量的にも多くもな iは、満足できるものと、生｜・実生活との結びつきの

く、甲乙つけがたいれ ｜徒の実状に合わないもの｜弱さ

がある“ ｜・教科書の内容との合致
性

・生徒数に対する部数の

充足

－教員の教材への考え方

は様々であること

5. 環境 ISO 導入後の、 ！環境方針お上ひー環境教育方針Jや、 「環境教育の計画およびカリキュラムjにおける変化
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(1) 導 『なし』→『あり』 『なし』→『あり』 『なし』→『あり』 『なし』→『あり』
入前と後 但し、総合的学習が導入さ
の有無の れ、環境に注目した学習に
状況 ついて平成 6、7、8 年に研

究を行った際に、環境を大
切にするということは考
えていた。 ISO の導入によ
り、明文化に至ったといえ
る。

ハトン 1 ：『なし』→『あり』

1）文面 後日郵送 －区の環境方針を利用
確認 －教育方針への変化はな

いと思われる

2）設定 －当小学校の環境方針が ・平成 15 年に ISO 認証取 －環境教育方針は、副校長 ・環境教育の計画の必要
者と設定 ある。つくらないと教育 得に向けた活動を開始し、 と環境教育担当者が原案 性は感じているが、実際
方法 課程に（環境教育を）位置 その際に ISO 推進委員会 を作成し、職員に立案。学 に行うには障害が多い。

付けることができない。 （委員は校長、副校長、主事、 級活動中の環境側面から
事務）と環境担当者で原案 作成したもので、特別に新
を作成し、全体との協議を しい内容は入れていない。
経て作成。 16 年度、認証 －環境教育の全体計画の立
取得にあたり、若干の内容 案はその担当が行うが、職
追加があった。 員全員に打診を行った上

で、決定。 ISO の導入によ
り、毎月一度は関連した打
ち合わせを実施。

ハトン 2 ：『あり』→『あり』

1）現在
の文面確
認

2）前後
における
内容と設
定方法の
変化
(2 ）前後 ・教員の環境教育の意識や ・新規の教材作りに力を入 －平成 15 午の導入時か
の「環境 関心は、 ISO 導入後、高ま れるようになった。 ら、「地域一斉清掃、乾電
教育の計 っていると思うが、それが －全教育活動から環境教育 池田収、栽培園での植物
画および 環境教育の計画や実践に に関係する側面を洗い出 栽培促進j を 3 つの大き
カリキュ つながっているかという すことにより、学習内容の な目標としている。ただ
ラム j の と、まだまだ不十分といえ 見直しを行っている。実際 し、実際の活動は各学年
変化 る。これは、 ISO が学校教 の活動は、持続性を保てる に任せられている。

育にマッチしない都合も ょう、無理のない範囲で －環境教育に対する確闘
含んでいるからである。学 徐々に拡大している。 たる考えや、子供の理解
校独自の（千代田区独自 内容像に対しての信念の
の）ISO を考える必要もあ ようなものはない。
る。

II. r環境教育への企業の参画jの曜歴

1. 企 ・有 ・有 －ある
業の採用 －本田技研 1 件のみ。約 －東京電力によるエネルギ （平成 13 年度、 6 年生を

履歴の有 5 年前に、本田技研の用 ーに関する理科授業。今回 対象。東京電力の環境教
量 意したメニューの中から の課題登録としては入れ 育に結びつく内容の授業

選び、科学クラブの生徒 ていない。 への参加。）

(4 ～6 年生）が参加。伊豆 • 2 年生の野菜作りに対す －平成 14 、15 、16 年度

大島の椿の染物、廃材や る、ケチャップ会社からの はなし。但し丸の内のビ

間伐財を使った物づく トマト苗の提供。 ル内における田植え（パ

り、梅水からの塩づくり ・米作りに対する農協から ソナ植物工場のことか）

などを実施。染物につい の指導。 に応募したが当選からも

ては、 6 年生は環境教育 れた。

として水溶液の変化につ
いて学習していたので、
酸性・アルカリ性による
発色の違いを体験するこ
とができたのはよかっ
た。

2. 企業 ・メニューの内容がよか －区の集会での関連資料提 ・企業（東京電力）の小学

参画を検 った 供。その内容を各担当や学 生への授業実施の実績が

討したき －資料の内容がよかった 年で検討し、 4 年生でのソ あった。

っかけや －人材や教材がすべて無 ーラー電池に関する授業 －教科において 4 年生で

理由 償提供で（スポンサーと を実施することに決定。 学んだこと、 6 年生で学

して本業の PR などはな • 2 学期には、興味をもっ ぶことに合致していた。

しゅ、学校の予算を考慮し てもらえるであろうとい －生徒の理解に適切な内

なくてよかった。本田技 うことで、科学クラブの生 容であった。

研は後に有料になり頼め 徒に対して授業を実施す －自然との関わりを考え

なくなったが、他の業者 る予定。 ることができる内容であ
でいくつか無料で、選定で、 った。

きるとの情報もあり、現 －総合的学習のニーズに
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在、エントリーを検討し 合致していた。
ている。
－担当者が本田技研の退
職者で、専門のライセン
スを持つ人、という人的
パックアップ。

3. 企業参画決定へのプロセス

3.1 初回 －学年からの希望提出→高lj ・企業（東京電力）からの
における 校長など担当者による検 申し出→校長と面lj 校長

学校組織 討→学年と企業による詳 （自分）による内容検討と
内での決 細計画の設定→面lj 校長な 対象学年の選出→6 年生
定プロセ ど担当者による決定。 の担任への相談→6 年生
ス（関与 担任によるカリキュラム
主体と手 との合致性の検討と採用
続き） の決定→副校長から企業

への依頼

3.2. 初回以降、決定に関する定型プロセスの設定

(I ）有無 有 無し
(2 ）その －管理職者（校長、 ＇f. ：年担当）
内容 が企業と相談し、妥当性を

判断→学年での検討と実
施決定。但し、カリキュラ
ムの変更が生じる場合は、
企画を通じ、学校レベルで
の検討プロセスが必要。

4. 授業準備

4.1. {L 業 －電話と FAX のやり取り －電話によ るかなりの事前 ・平成 13 年山東京電力の
と学校の を 6 [uj ほど 打ち合わせ、 1,2 回の来校 ケースでは、企業担当者
打ち合わ による打ち合わせと、当日 2 名と担任が、打ち合わ
せの程度 の使用教室における事前 せを 3 回ほど行った。忙
（時間・回 準備の しいわりに時間をとっ
数など） た，

4.2. 企業 ・クフプ時間での実施の ・公務員に準ずる守路義務 ・平成 1:3 年の東京電力の
に対する ため、メニュー時間を当 －学習のねらいと授業内容 ケースでは、総合的学習

学校もし 初の 60 分から 40 ～45 分 の一致、またねらいを達成 に合わせてディベートを
くは個別 へ短縮。 するための生徒の発達段 実施し、原子力の必要性
教員から 階に合わせた授業内容 を題目としたのそれに必
のリクエ －時間の調整 要なものとして、発電所
スト 見学、ソーラーカーの使

用、資料や情報提供を行
ってもらった（要求し
た？ )0 

－企業の人は素人で教壇
に立つには無理があるの
で、授業1-t 教員が進める

m. 今後の｜企業の環境教育への参画jについて

1. 自校における今後の企業参画への希望

(1 ）有無 向ム 実現は非常に難しい 令－ 千｛

（がその ・人的、物的支援により、 －実現するのは非常に難し －生の情報に生徒を触れさ ・デー夕、資料、ソーフ
理由 学校ができること以上の いと感じている。カリキュ せるという機会において、 ーカーなどの具体物など

ことが可能になる会 ラムの作成が進んでいな 最先端の情報を提供して の提供を受けられる“
い段階で企業に参画して もらうことができるn －実体験を得られる。
もらうのは、教員の負担が
大きいと思われる。教員に
希望について聞いてむ、積
極的な反応、が得られない
のではないか。
・環境教育授業への企業の
参画を検討するに、教師は
忙しすぎる。
－企業の授業への参画につ
いて検討するに、企業の参
画についてのイメージが、
教員には不足していると
いえる。5 年生が嬬恋で収
穫した野菜を（たしか）日本
大学とタイア ップして販
売する案があったの実現し
なかったが、そのようなプ
ログラムの提示があれば、
検討する可能性がある。
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2. 小学校環境教育への企業参画の必要性

(1 ）有無 有 有 有 有
(2 ）その －企業は最新のことを行 －学校において教えること ・デー夕、資料、具体物（東
理由 っているので、最新の体 には、不動のものと変化し 京電力の事例に見られる

験をさせること、また多 てゆくものがあり、後者に ソーラーカーなど） な
横な体験をさせることが おいて、企業は最先端の情 どの提供を受けられる
可能）である。 報を提供することができ ・実体験を得られる叱

る。今後の見通しがつきに
くい時代において、特に環
境は重要な分野である。

3. 企業 －学校では不可能な人的、 ・学校のおかれている悪環 ・学校との協同による教材 －具体物（同上）
に求める 物的支援。 境の中で、どのように植栽 開発（企業からの打診や、学 －文字のみの企業説明な
小学校環 －最新の実体験。環境は やビオトープを管理して 校からの要望に基づく教 どは最も不要なもの。
境教育へ 自分が触って体験するも ゆくかについての、技術や 材開発のための企業から
の支援や のであり、それがなけれ ノウハウの提供。 の情報提供）
協力 ば、環境に働きかける人 ・コンサートなどのイベン

聞の育成はできないので ト実施時の、ブース出展を
はないか。 はじめとした交流事業へ

の協力。
－現在、企業との地域的な
つながりはなく、学校も支
援を受けることを考えた
ことはない。
－授業の提案をしてもらう
相手については、企業のみ
ならずオープンに考え、生
かせるものは生かしたい
と考えている。
－今までの提案について
は、教育目標と合致しな
い、子供に考えさせる内容
になっていない、体験型で
もただ体験させるだけな
どの理由でなかなか受け
入れられないものであっ
た。
・学校での環境教育に対す
る協力について、学校の要
望を潜在協力者に対して
伝える作業は、学校が環境
教育だけに注力できるわ
けではないので実行が難
しいの一時、そういう研究
もしたが、難しい。
－企業に協力してもらう環
境教育の内容を教員で話
すこともあるが、物的支
援、栽培のノウハウ以外に
思いつかない。

－企業が協力する方法とし
て、費用負担の申し出は学
校にとって非常に活用し
やすい。ピオトープの活性
化にも費用面のサポート
があると非常にありがた
し、。

4. 企 業 ・NPO には、地域との関 －リサイクル廃材利用の物 －ゲストティーチャーとし ・行政、父兄、周辺住民、
以外（行 わりとして、植栽や公園 的支援 て授業で専門分野の話を 地域の学校教育への協力
政 の活用において、身近な －地域・周辺住民の方の学 してもらう や支援への意思は理解で
NPO ・父 環境を知るための協力を 校活動への連携。例えば、 －環境教育は、学校外環境 きるが、具体的な内容を
兄・周辺 求めたい。保護者や地域 区の一斉清掃、地域清掃の での実践がねらいである 伴っていない。学校とし
住民・地 住民に対しても同様であ 際に生徒と一緒に活動し ので、その達成のため、家 ては有効な授業づくりの
域など） る。 てもらい、声掛けなどを頂 庭や地域による実体験促 人材として各者に参加し
に求める く。 進への協力。そのために、 て頂く方法、場づくり、
小学校環 ・ NPO は環境教育におい 学校は手紙や PTA やその きっかけ作りを考えるこ
境教育へ ては活用経験がない。ビオ 他の方法により、父兄、地 とが課題かと思われる．
の支援や トープの活性化では、ボラ 域などとコミュニケー シ
協力 ンティアなどの協力は頼 ョンをとっている。 ・地域、家庭に、潜在的

みたい。 人材がいても、コミュニ
ケーションが不足してお
り、その把握が難しく、
人材の活用にいた らな
し、。

－学校の年間スケジュー
ルを見通して、支援や協
力を導入できるようにす
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るための窓口機能が欲し
し、。

設問外国 －教員は、学ぶ機会を得 ・ISO の共通理解として、 －神田川舟の会・小学生を －学校は、環境のみなら
答内容の るにも、学校においては 豊かな消費生活のなかで 釣り船に乗せ東京湾を廻 ず、英語、コンピュータ
概要 研修会形式で出張という ライフサイクルを見直す る、また教室での説明など など新しい課題で忙し

形でないと、時間の確保 視点が重要と思われる。環 を行う 。区の介入もある く、教員は疲れているの
ができない。夏休みも研 境教育のためだけに、研修 が、ほぽボランティアによ －登録票は、区は出せと
修が義務付けられている 会を実施するのは時間的 る活動である。 いうだけで、こんなに分
ので、休みとは言えない。 に苦しい。 －研修は、時間的余裕がな 析されたのは初めてであ
また、実際は、休日を利 ・環境教育のための授業づ いので、活用し難い。 る。
用してのイベン 卜参加な くりや教授法について学 ・ISO 導入で教員によるエ －環境教育の体系的な教
どを行うこともある。 ぶ必要性を感じていても コオフィスを実行してい 授は学校のみならず世の
・研修は、環境や動植物 環境のみに注力できない、 るが、子供による ISO 関連 中全般でもできていない
関係の案内が くるので、 また、各教科の理解力向上 活動の実施はまだ行って と思われるの
教員に紹介している。受 のための授業改善プラン し、ないの他校で、子供への －教科書が、実生活の問
講するととてもプラスに づくりの負担を考えると、 意識付けなどを行ってい 題から環境への問題へと
なるが、教員は時間がな 教員へ推奨することを鴎 る様子を伺うに、検討が必 視点を展開する内容にな
いため、参加が難しい。 賭してしまう。 要と考えている。 っていない場合、生徒に
本校の教員全員が参加で －今年の夏休み、凸版印刷 －体験を重視した教材づく 教えるにあたり、教員が
きると素晴らしい。 から、展示会のお知らせが りを心がけている。また、 自らその内容を補うべき
・校長は全小理（全国小学 あった。 子供たちが図書館やコン か否かについては意見が
校理科研究協議会）の会 －動植物を大切にしていな ピュータを活用し、必要な 分かれる。
長で、東京都の理科の小 い言動を感じるケースが、 情報の収集も行っている。 －面lj 教材が必要な場合、
学校教育の中心である。 教員たちの間で話題にな －関係省庁、行政、NPO 、 自ら手配するのは時間的
－副教材を活用するにも ることがある。自然の体験 企業から、大量にさまざま に難しい。
膨大な量の提供があり、 が不足しているためと考 な分野（環境、福祉、他）の －企業は副教材やアンケ
担任になると時間の確保 えられる。 資料が提供され、全部の資 ートを小学校へ直接送付
も難しく、その中から必 料について内容をチェッ するのではなく、教育委
要なものを見つけ出すの クするのは困難。 員会を通して欲しい。送
は大変である。使えばよ －時間がないため、外部か られたものについて、教
かったというものが後か ら提供される資料を検討 育委員会が認知していな
ら出てくることもある。 することは難しい。 い場合は処分している c

－面lj 教材は、系統立てて －図工の教員が、区の環境 （企業からのコミュニケ
発達段階に応じて使用で 教育委員であった。 ーションの教育委員会へ
きるよう、その対象者を －区の集会において、企業 の集約の希望）
「低・中・高j などの学年 による環境教育の実施に －企業からの副教材の提
5}1J プロックにわけでもよ 関する資料の配布があっ 供は量が多く、授業に採
し、。 た。 用するか否かを、それぞ
・ISO 取得の準備につい －環境教育への企業の参加 れ見極める時間はない。
て：準備期間は 1 年以上。 の決定基準は、その内容 －区の環境方針をそのま
企業専門のコンサルタン と、学習のねらい及び指導 ま使用しているが、 ISO
トによる研修会を、順次、 計画との合致性。 導入により、教員への意
教職員全員が受講、認証 －指導計画のスケジュール 識付けは実施しているつ
のためのリサーチや訓練 を設定した後は、企業の参 もり 。
も受けた。千代田区全体 加を検討するのは難しい。 －省エネや リサイクルは
で、かなりの準備を行っ －学校と社会は、以前のよ ISO を大義名分に教員へ
た。 うに領域がはっきりと区 指示しやすくなった。
－校内では ISO 担当組織 切られていないので、試行 －省エネや省資源、に対す
を 1 年以上前に立ち上 錯誤があった としても、企 る意識付けはなされてき
げ、事務局を中心として、 業との提携による授業の た。但し、企業や役所と
指針、目標、暗記するも 実施、よい教材の開発を検 比べ、教育現場では ISO
のなどについて連絡を受 討したい。 を生徒へ伝えてゆくこと
け、本校では f当面解決す －学校のみで教育を行う時 において、異なる側面を
ベき課題づくり Jという 代ではなく、企業や地域な 持つ。ISO 導入にあたっ
表紙のファイルを作成 どの外部の資源を授業に て、その点において戸惑
し、それらを収めていっ 生かすことにおいて、教師 いがあった。
たところ、ファイルはー はコーディネータとして ・千代田区教育委員会環
杯になった。 の役割を持たざるを得な 境方針の基本方針におい
・ISO 取得の際には年間 いところにきている。 て、環境教育の充実がう
計画を綿密に立て、取得 たわれていても、現場で
後は軌道修正と深化、意 実施している環境教育
識の向上を行っている。 は、各担任にお任せで、
活動の裏づけとしては、 ぱらぱらというのが現
活性化事業として動植物 状。
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の飼育、プランターの設 ・ISO の梗念、理念など
置などを行い、その予算 ISO そのものを生徒へ教
請求を国に対して行って えるのは無理ではなし、か
いる。千代田区土木課か と思われる。具体的説明
らは工事やイベントで余 を行うのであれば、学年
った栽培用の士、肥料、 ごとに理解力に合わせ、
プランターなどを融通し 省エネの大切さから地球
てもらっている。 汚染や省資源などについ
・ISO に関わる活動はや て教えることになる。
らなくてはならないこと －都会環境のため、屋上
がたくさんあり、裏紙を に栽培園を作り、自然と
っかうにしても印刷機に 触れられる場を設けてい
障害がでて、ストレスが る。
溜まる 0 ・環境教育以外で ・企業（警察や消防も同
も、政治経済の分野で、 様）は、学校の都合や実態
税務関係者や警察による （授業カリキュラムやス
出前授業があり、シミュ ケジュールなど）を考慮、
レーション的な内容をや せず、受け入れてくれる
ってもらっている。職業 ものと安易に考えて協力
教育では 6 年生の総合的 を申し出てくる。・各担任
学習の f自分みつけjで、 が必要とする資料、デー
企業へ行ってキャリア体 夕、体験を提示し、それ
験を実施。 に合致したものが企業か
－環境教育には公費と私 ら提供されるシステムが
費が投入できるが、私費 欲しい。
については学年や保護者 －各担任のニーズに合わ
の理解を得られれば、教 せ、申し出のあった企業
材などを入手したし、0 ・現 を紹介できる窓口が必
在、国連大学主催の「キッ 要。これは学校において
ズ ISOJ にエントリーし ではなく、教育委員会で
ており、 6 年生の 96 名全 企業情報と担任のニーズ
員で、 9 月 3 日から 2 週 を一括管理することで行
聞の入門編を実施する予 って欲しし、（教育委員会
定であるが、大変なメニ から、随時、紹介はある
ューである。保護者には が、それは忙しい実情に
前期の保護者会で説明を 合っていない。）。企業に
し、参加について理解し 関しては、教育委員会で
てもらっている。次のス の審査登録制がよい。カ
テップとしては、初級編、 リキュラムの作成スケジ
そして国際認証システム ュールのタイミングを考
にトライしてゆこうと恩 え、 1 月や 2 月の教務主
っている。 任会や校長会で紹介して
・キッズ ISO の資料の提 もらえれば、カリキュラ
供は企業によるものであ ムに組み込みゃすい。
り、企業からは 1 人当た ・NPO が、企業協力につ
り何千円というかなりの いて報酬要件などの情報
額が提供されている・ もまとめた冊子を送って
・キャナビーズという きているが、そのような
NPO 団体の方で都認定 ものがあるとよい。
の環境リーダーでもある －企業の参加による難点
方と連携して、千代田区 は、実体験を得られるこ
の環境土木課が後援して とにより、企業の担当者、
いる催し物に参加してい 担任、生徒が熱中してし
る。学区内の清水谷公園 まい、活動範囲が広がる
で行うもので、 1 ～6 年の ことによって予定時間数
希望者自由参加。最近で をオーバーするなど、時
は 7 月最終土曜日に実施 間的配慮、が失われてしま
され、地域の植物を観察 うこと。
してハーブティーを楽し －副教材は、活字のみの
み、また里親制度により ものからキャラクターを
学校で数ヶ月育てたフラ 用いたものなどへと、子
ワーポットの品評会を行 供がとびつきやすいもの
った。今年は本校からは に工夫されるようになっ
子供 2 名、教師 1名の参 た。
加。フラワーポットを預 －企業の学校担当者のコ
かる段階では、学校長、 ミュエケーション能力は
菌lj 校長、関係者数名が参 上達してきている。
加。 －第三者機関は、区がや
・今年度から他県の農家 ってもよいが、企業同士
の協力を得て、ザリガニ の連帯により、専門スタ
採りの体験も行ってい ッフを出し合い、子供へ
る。 の環境教育をテーマとし

た NPO 法人を設立する
ことで、各社ぱらぱらで
小学校にアプローチする
ことを回避してほしい。
また、そのような機関の
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存在により、企業の優良
な人材、資料、データな
どが学校に還元されるこ
とになると思われる。

-36 ・
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く後編 No.5 ～8>

No.5 
I. 環境教育について

No.6 

1. 校内における環境教育の必要性や意義に関する共通理解や見解
(1) その 有 有
有無
(2 ）あ る －教員は皆、環境教育は －基本的に千代田区の ISO
場合、そ 世界的な問題であり、そ 理念に従う。
の内容 の必要性を感じている。 ・学校として掲げているの

－教育計画に示してある は I地球環境にやさしい取
ように、本校は、小学校 り組みを教室の中ででき
生活は生涯学習の基礎固 ることからやってゆこう J
めの期間と捉え、早期か ・文部科学省により理数大
らの環境問題への意欲的 好きスクールに指定され
な取組み、問題発見と自 ており、それに従い、生徒
己判断、よりよい環境づ に自然体験を豊富に与え、
くりへの行動の達成など 自然に親しみを持つ児童
の重要さを、教員一問、 に育てることをひとつの
認識している。 大きな柱としている。

2. 小 学 －学校内のすべての構成 －（個人的に）生徒にとって
生に対す 員：校内において、教員 生活時間が一番長いのは
る環境教 と生徒はもちろんである 家庭であり、環境教育の基
育の主な が、環境に関わることと 本コンセプトは、しつけも
担い手 して、給食残飯などのゴ 含めて各人の生き方のよ

ミ問題、学用品調達での うな要素がとても重要だ
無駄をなくすことなど、 と思われるので、一番は家
事務の先生を含めて関係 庭であり、次に学校や地域
者みんなで取組む。 と考える。
・PTA ：リサイクルボッ
クスを教室内に設置して
分別活動の促進を働きか
けてくれている。
－家庭や地域も担い手と
して必要。

No.7 

・区の ISO に基づく目標u

学校独自の環境教育の目
標は設定していない。
・校長からの基本方針の中
で環境教育の項目がある
が、それは ISO を推進する
にあたっての環境教育と
いうことで記述されてい
る。

－まず学校。その次に環境
教育の中でつながりのあ
る清掃事務所や役所関係
の人びと（総合学習の時間
における 4 年生のゴミ・リ
サイクル活動など社会科
関連）
－家庭は学校との連携の中
ではあると思うし、整備さ
れていれば生活の場とし
て環境を考えてゆく上で
重要であるが、現在のとこ
ろ本校自体も環境教育に
ついて広くやっておらず、
相互教育の体制をとれて
いない。今後、環境教育を
充実させてゆくに、地域や
家庭の協力は不可欠にな
ると思われる。

3. 小学生に環境教育を行うにあたっての授業づくりや教授法についての工夫

(1 ）環境 －生徒の理解度に合わせ、 －理数大好きスクールを始 ・理解の達成が一番大切。
教育のカ 地球象規的模なとこいった広範で めたのは、都会に住む子供 環境問題についての関心
リキュラ 抽 とではなく たちは、頭でっかちで体験 を深め、理解へのきっかけ
ムについ （地球温暖化といっても が不足しているという特 づ くりにつながる体験的
て 小学生にはピンとこな 徴が顕著に現れており、そ 活動を多く導入する。

し、）、紙を無駄にしないな れを補うために、自然の中
ど、身近で日常的な問題 で身体を使う体験を多く
や活動を教材にする。 させることが必要と考え
－教科内、教科外ともに、 たからである。理教大好き
体験学習を中心に進め スクールでの工夫として、
る。 低学年および中学年では、
• r活動計画において、教 各児童が、徹底的に植物や
科外での取り組みについ 昆虫を育てる（1人 1 匹や 1

て計画を立てている。 鉢｝体験をする機会を作つ
－教科の中から課題を拾 ている。
い出し、区の教育課題研
究で、環境教育のための
教材や題材を洗い出す作
業を進めている最中であ
る。今までエネルギーの
節約やりサイクルについ
て分けて考えていなかつ
たので、その点を含み、
内容を細分化すること
を、秋の課題として対応
する予定。
・学校と生徒（家庭）と地域
の三位一体の連携を図
り、学校外でも活動が継
続できるような授業展開
が望ましいと考える。

-37 ・

No.8 

有

・給食の時間（全生徒 1
室で一緒に食べる｝や教
科学習を通じて、具体
的な理解が可能な場面
で、リサイクルや無駄
遣いをしないことなど
を教え、かけがいのな
いもの、生涯を通じて
大事にしなくてはなら
ない ことを伝えるよう
にしている。

－学校
－家庭
生徒の一番身近な存在
として、学校や家庭が
重要な役割を負ってい
る。

－子供が興味をもてる
ような工夫。校舎に設
置した太陽光採光装置
やソーラーシステムで
の発電により、テレビ
やラ ジオを作動させ、
発電の大変さから省エ
ネルギーを学ぶよ うな
授業づくりをしてい
る。また掲示物などの
工夫もしている。
－担任だけではなく、
課題となる内容の主な
る従事者、たとえばゴ
ミなら主事、給食残菜
の無駄については栄養
士などによる授業を行
う。知識を与えるだけ
でなく、生の声を生徒
に伝え、実体験をさせ
ることで興味・関心を
喚起する。
－担任 1 人ではなく、
副担任を置くことによ
り、複数の指導者から
の意見を通じて子供が
学べるように配慮して
いる。 これは麹町小学
校独自の取り組みかも
しれない。
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(2 ）小 学

校に関す
る事前調
査内容の
確認

・エコクラ ブは 5.6 年、
ゴミ分別やリサイクルは
生徒が意識をもって取組
んでいる。
－環境ポスターは、千代
田区の教育委員会からの
依頼で、初めて公の場で
ある国際フォーラムにお
いて展示を行ったが、足
を運んだ保護者も多く、
よい取り組みであったと
思う。

－本校に特徴的なこと： 4
年生は社会科でゴミの分
別、水の学習、健康なく

らしを守ることを学習し
ているの このようなこと
は他校でも教科内の学習
として行っていると思う
が、本校では教科外活動
を平行させ、こどもフェ
スティバルの実施の中

で、4 年生が環境レンジャ
ー隊員となり、ごみの分
別やむやみにゴミを捨て
ないように声がけをする
ことなどを、 PTA の協力
とともに行っている。
・環境教育を取入れた実
践訓練としては、「こども
フェスティパル」（「おも

しろかった・たのしかっ
た」とし、う子供のお祭り。

本年は 8 月 27 日実施）と、
［花いっぱい運動 J（早稲

田通りでの子供たちによ
る鉢植え）がある。
・環境教育における人づ
くりの観点から、教科の

横断性を持たせ、環境に

対する豊かな感性や見識
を培う上うにし ているど
・総合的な学習の 4 つの
柱のうちの一つである
「環境jで環境教育を取り
扱っている。低学年は生
活科で対応。

4. 小学校における環境教育のリソース

4.1 教員

－イベント的にやるのでは
なく、できる限り、最低 3、
4 年は継続してできるよう
な、学年横断性のあること
を行う。

－課外活動を行った際の、
清掃活動やゴミの分別。校
内 で の’ゴミの分別の実

施・科目横断性では社会科
の水の学習と、水・ゴミ・
電気の活用、総合的学習の
時聞との横断的指導…（詳
細不明）

・一斉清掃での学年縦割り
班の導入により、高学年が
低学年に対して、ゴミの分
別について教える。

4.1.1. 環境教育を実施するにあたり、教員の f環境jに関わる知識の補充を行う必要性
* (1 ）の質問は①特にない②多少ある③大いにある、の三択

(1 ）そ の I 3 I 3 2 
程度
(2 ）理由 －学校外でどのようなこ

とが生じているのか、地
球規模でどのようなこと
が進行しているのかを知
ることは重要であり、そ
のような情報を補う必要

があるの

－教師の年齢層が岩く（46 I ・環境教育においてまだ未

歳をトップに 43 、そして i整備なところがある c

30 代と 20 代）、小学校の教！・若手教員が多く、環境教
員はほとんどが文系で理｜育に関わったことのない
系ではなく、物理・化学・｜教員が多い。年配と若手の
生物・地学などの環境に関｜組み合わせで学年担任を

する科学的な知識を獲得 l構成し、年配教員がリーダ
する機会が少なかった。そ｜ーシップをとるようにし
の補充の必要性がある。 ｜ている。

4.1.2. 環境教育を実施するにあたり、教員の「環境jに関わる知識の補充を行う方法

-38 ・

－授業で行うことを大
事にしたい。
・基本的には書いてあ

るとおり 。
・授業の一環として実
施しているものがほと
んどであるのは確元、，

－今年は、 全校生徒に
よるカブトムシの飼育
を実施することで命の
大切さを学んでいるの 1

年生の学習内容や 3 年
生の単元との一致性は
あるが、イ ベン ト的な
ものに相当すると思わ
れる。 これは福島県の
カブトム シ特区のおじ
さんからカブトムシ幼
虫約 500 匹を昨年と今
年、提供を受けてやっ

ているの全校で行うこ
とで、生徒同士の情報
交換によ η、育てるこ

との意欲が向上してい
るようである。新世代

が 生 まれることむあ
り、 学年を超えて続け
られるよい教材である
と思 久 ・学年横断性に
よりス テ ップアップで
きる設定になっている
かとい う点において

は‘改善の必要性を感
じているn

3 

－情報のサイクルが早
いので、新しい内容を
補充する必要がある
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(I ）考え －企業の環境に関わる活 －実技研修として、自然に －研修・見学などによる企 －何と言っても研修（自
うる方法 動の実践を紹介してもら 触れる機会を先生たちに 業の活用。教員自身が肌で 己研修では進みにくい

フ。 つくる。校内研修で理科的 感じることが必要である ので、研修会）。ただし、
－教員自身が研究テーマ な知識や学び方を伝える。 と思う。 教師の興味はさまざま
を持ち、他校の授業見学 ・日常の職員室の会話に意 なので、一様にその輿
などにより、実践や環境 図的に環境教育に関わる 味を環境教育に向ける
に関する知識を補充す ことを入れ、教員自らが学 のは難しい。
る。 ぶ姿勢を築くことを促進
－研究会、研修会。これ する。このような非公式の
についてはお知らせがた 方法のほうが現状では多
くさん送られており（環 いと思われる。
境教育の実践校の研究主 －理科を専門にしてきた教
任などからも）、教職員に 員が TT として全部の理科
知らせている。 の授業づくりや実施に協
・ NPO ・大学・現場で実 力することで、不足してい
際にどのようなことが起 るものを補う。（千代田区で
こっているのか見学す は、少人数指導のため、教
る。例えばスーパーでの 員を学級数プラス 1で加配
リサイクルの現状など c している。その人材をどの
－企業（東京ガス、東京電 ように活用するかは、各校
力など）からのパンフレ にまかされているが、本校
ットや通知はよくできて では、高学年における教科
おり、環境教育活動の参 担任制に活用している。但
考になる。そのようなも し、理数大好きスクールの
のは教職員へ必ず紹介し こともあり、高学年の理科
ている。 では、すべての担任が理科
－区の環境教育部会から の授業を行い、理科が比較
の情報入手 的堪能な先生が TT で協力
－方法はさまざまであり、 する体制をと っている c ) 

書籍やインターネットの
活用なども挙げられる
が、教職員の、新しい情
報に注目する意欲を消さ
ない、また新しい情報に
より刺激を常に与え続け
ることが大切であり、そ
れが担当者の仕事である
と考える。

（がその －可能なものすべて －生徒と同様、教員もまず
中で希望 見学により、実験などで驚
する方法 くことにより、生徒にどの

ように伝えるかを考え、指
導の工夫を行う意欲が生
じると思われる。
－年配と若手の組み合わせ
で学年担任を構成し、年配
教員がリーダーシップを
とり、若手の指導を行うよ
うにしている。

4.1.3. 環境教育を実施するにあたり、教員が授業づくりや教授法について学ぶ必要性＊（I）の質問は①特にない②多少ある
③大いにある、の三択
(I ）その 3 3 2 3 
程度
(2 ）理由 －各教科や総合的学習の ・環境教育に限らず、教員 ・環境教育に関する経験が －新しい知識をどのよ

時間において学んでいる は授業法や教授法を研究 構築されていない。 うに子供に還元してゆ
が、教科書や指導書の枠 することが仕事であるか くかの方法を検討する

からでることは難しい。 ら。 必要がある。

－生徒たちが見て感じる
ことができる環境教育へ
の工夫を行えるようにし
たい。
－生徒に意識を持たせ継
続性をもたせることが目
的であるが、その方法が
分からない。
－地球環境の問題は差し
迫ったことであるのに、
その緊迫性の理解が困
難。

4.1.4. 環境教育を実施するにあたり、教員が授業づくりや教授法について学ぶ方法
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第一章 千代田区における環境教育の実態

(1 ）考え 4.1.2(1 ）に閉じ －知識を補充する方法とほ . 1 年間、テーマを決めて －教員が新規のものを
うる方法 とんど同じ。 行う校内研修。本校では行 獲得するには、研修が

－研究会や研修会について っていないが、環境教育に 最も適切と考える。
は案内や推奨は行うが、皆 ついての校内研究を行っ
で行くということはして ている。
し、ない。

－教授法や授業法について
のスキルは、環境教育だか
らといって、基本的に他と
変わるものではないと思
われる。そうだとすれば、
各先生の必要としている
教授法に関する研修会を
活用するべきであり、その
ような場の確保を行って
あげることが必要と考え
る。

（幻その －校内研究の場合、定期的
中で希望 に年に何回か、自分たちに
する方法 よる研究授業の実施、講演

を聴く、資料準備を行うな
どのことができ、有効であ
る。

4.2. 教材（教科書および面iJ 教材）

4.2.1. 充足度

(1 ）その程度 （数値は 0 ～4 までの範囲で数値が大きいほど充足度が高L、）

－種類 。 -1 -1 1.5 

種類の意 －形態や指導性の種類かと
味 も思ったが、種類と網羅範

囲の区別がつかなかった。
但し、教材・高iJ 教材と限定
されると、網羅範囲かと考
える。

－早； 1 → 2 -2 ~ 2 -1 0.5 

－網羅範 ー1 -1 -1 0.5 
囲

(2 ）理体i －副教材としては、面lj 読 －総合的な学習が始まって ・環境教育に直結するよう
本、パンフレット、こど から、エネルギ一環境教育 な本を、授業で活用できる
もエコクラブのガイドブ だけでなく（現在は食育が だけの冊数の確保ができ
ック、都や区から学年指 すごいいきおいで入って ておらず、調べごとに利用
定でくるものがある。 きている。）さまざまな分 できない。現在はパソコン
－環境教育の教科書とい 野の面lj 教材が、かなりたく の利用が一人一台体制で
うものはないが、各教科 さん送られてくる。ほとん できるので、そちらを使用
の系統での環境に関する ど見ないで捨てているの することが多い。
取扱いは充実している。 ではないか。 －時々、出張授業の案内や
（例：「1 秒が 1年を壊すj、 －以前はとことん容赦なく 資料見本のお知らせは企
「守ろうみんなの尾瀬をj 副読本やビラなどが送ら 業からあるが、企業から送
などの話） れてきたが、最近は希望し りつけられてくる副教材
－種類に関しては、現在 た場合のみ希望冊数が送 が多 L、土 L、うこと｛士た L、

のアスベスト問題のよう られてくるといったスタ
に、時代によって新たな イ ti- に変｛ヒしてきて L、る

視点が加わるので、もう
少し必要だと思われる
－公的機関を含み、いろ
いろな団体から、副教材
の提供をはじめ、さまざ
まな呼びかけがあり、情
報はあふれでいる。

4.2.2. 副教材の調達方法

(1 ）入手 －東)fl, 都、千代田区、資 －企業や研究団体の配布す ・昌lj 教材は使用せず、イン －千代田医
元（提供 源、エネルギー庁などの関 る無料資料は結構使って ターネットを使うことが ・業者
者） 連団体 いる。例えば、エネルギー 多い。 ・企業

環境教育情報センターの －企業から送られてくるも ・カブトムシおじさん

資料など。 のの活用は行っている。
(2 ）採用 －生徒の実態／＼の台致性 －れらいとの台致十生 －学年担任が使用したいも －生徒が興味や関心を
にあたっ ・知識だけでなく、実践 ・価格 のがある場合、副校長への もてるもの。
ての選択 に結び付けられるもυ） －作成者の信頼性 届出を行う。本年度 4～7 －生徒の理解能力へ合

方法 月には残念ながら届出は 致しているもの。
なかった。

4.2.3. 活用度 *(I ）は 0～4 の範聞で数値が高いほうが活用度が大きい

(I ）その 3 。 3 
程度
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第一章千代田区における環境教育の実態

(2 ）理由 －見ても使えないと思うも －総合的学習やテーマを決 －たくさん提供されて
のが多い。むしろこれはエ めた学習においては、問題 も、全部を使いこなし
ネルギ一環境上、良くない 解決的学習を行い、必ず何 てはいない。
ことと思える。 時聞かは生徒が自分で調 ・教材により、各生徒
－外部から提供される副教 査をするが、その際に、高lj がねらいを達成できて
材より、インターネット（特 読本やインターネットで いるわけではない。
定のポータルサイトでは の資料は非常に有効であ
なく、一般検索エンジンを る。副読本は掲載写真や数
使用）の方が、必要なときに 値の利用においてコンパ
必要な資料や教材につか クトにまとまっているの
える情報を探すことがで で、インターネットよりも
きるので、極めて便利であ 活用しやすいと言える。
る。

4.2.4. 教材（教科書・面IJ 教材｝の総合評価＊ (1 ）は－2～2 の範囲で数値が高いほうが評価が良い

(I ）その 1 ・I.5 。 一
程度
(2 ）理由 －資料としては満足なもの

であるが、活用度はし、かが
なものか。

5. 環境 ISO 導入後の、「環境方針および環境教育方針jや、「環境教育の計画およびカリキュフムj

における変化
(1) 導 『あり』→『あり』 『なし』→『あり』 無→有 『なし』→『あり J
入前と後 資料 fI8. 環境教育j参照 －環境教育の目標というも
の有無の のは設定されていないが、
状況 教育目標を達成するため

の基本方針中に、環境教育
に関する記述がある。また
各クラスでは生徒の実行
可能な範囲で環境目標の
設定を行い、毎月の反省な
ども行っている。
－千代田区の環境基本方針
や千代田区教育委員会環
境方針に基づき、環境教育
の計画を行っている。

ハトン 1 : I なし』→『あり』

I）文面 ・ISO 取得前の平成 16
確認 年度の学校要項に、「環

境に対する意識を高め
るとともに IS014001
の取得を目指すj とあ
り、 ISO 導入後の平成
17 年の学校要項には
「月 1回環境の日および
6 月に環境月間を設定
し、教職員、児童と共
に環境に対する意識を
高める j という記載が
行われた。（明文化され
たものはこれ以外ない）

2）設定 学校長、副校長、 ISO 担当

者と設定 教員により作成c

方法

ハトン 2 ：『あり』→『あり』

1）現在
の文面確
認
2）前後 ・導入前から教育計画の

における 中に環境教育に関する文
内容と設 面があり、それに修正が
定方法の 加わったと思われる。

変化
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(2 ）前後 ・ISO の活動項目は 123 ・カリキュラムそのものは ・従来の環境教育は総合的 ・上（校長？千代田区？）
の「環境 あり、環境教育全体計画 変化していないし、活動も な学習で行われる傾向が からの指示で、いろい
教育の計 や校内環境整備計画（資 変わっていないと思われ 強く、総合的な学習の指導 ろな教科で少しずつ増
画および 料 r1s. 環境教育（I）環境 る。 計画に環境教育に関連し やしている。半分ほど
カリキュ 教育全体計画jおよび f(3) ・変化としては、今までや たものを設定している学 は仕方なく増やしてい
ラム j の 校内環境整備計画j参照） ってきたことを ISO のね 年は、環境教育を継続する るt

変化 を基本としている。1年生 らいにあわせ、学習のねら ということがあるが、それ ・内容については、教
から 6 年生まで段階に応 いに加えた若干の修正。 が全校規模で起こること 科聞の横断性や、次年
じて展開している。 ・ISO の場合は、達成状況 はない。ISO は環境教育の 度での質的な改善を心
・環境教育年間指導計画 を明確に示さなくてはな 一環として全区で実施し がけている。例えば、
では、環境に関しての内 らず、その評価の手立てを ているが、本校では全校レ ゴミについては主事さ
容を抽出したことが今ま 加えている。 ベルで、の環境教育として、 んの思いを直接学ぶこ
でなかったが、そのよう 移動教室や遠足に行った とにより、感性が研ぎ
なことで教員に対して環 際にその地域の清掃活動 澄まされるような内容
境教育の視点を示すこと を実施している。 に変化し てきている
ができれば、授業を展開
しやすくなると思われ
る。また現に、各教科に
おいて環境を意識した内
容は増えている。
－図工に関しては、環境
教育に関わる教材はとて
も増えており、教科書も
環境を意識して作られて
いて（fごみも素材であり
美しくなる、だからごみ
をごみにしなし、j などの
視点）、目覚しい進展があ
る。図工だけでリサイク
ルの項目をたくさん挙げ
ることができる。本校で
も図工においてはかなり
意識をして生徒に指導を
行っている。
・ISO は認証を受けるの
も大変だが、維持するの
も大変である。それは教
員でも意識しており、導
入前と後で大きな変化は
ないが、教室内でのリサ
イクルボックス活用によ
るゴミの分別や、給食で
の牛乳キャップの工作に
おける再利用などに見ら
れるように、現場での意
識化と実践においては、
一段階上に上がったよう
に見受けられる。それは
生徒も同様で、節電や節
水においては、言動にお
いて進展が見られる。

II. 「環境教育への企業の参画jの晴歴

1. 企 雛 有 有
業の採用 （今回の調査で想定して ・ ISO 導入前に、東京
履歴の有 いるところの企業の意に 電力の（恐 らく ｝臨設見
無 おいては、無） 学を実施。

2. 企 業 ・企業は教員に不足してい －東京電力の場合、お
参画を検 る専門的で最先端の知識 そらく東京電力からの
討したき を持っており、その高等な 直接のアプローチがあ
っかけや 知識を用いた教育を生徒 ったと恩われる。
理由 に付して実施したル・った

－自らの以前からのつなが
り（エネルギ一環境情報セ
ンター）から

3.企業参画決定へのプロセス

3.1 初回 －担任による検討→教務と ・計画書作成＋管理職
における 学年による相談 による決済→業者への
学校組織 連絡と打ち合わせ（遠足
内での決 や校外学習と同様な扱
定プロセ し、

ス（関与

主体と手
続き）

3.2 . 初回以降、決定に関する定型プロセスの設定
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I (1) 有無 ｜ 
(2 ）その

内容

4. 授業準備

4.1. {J 主

業と学校
の打ち合
わせの程
度 （時
間・回数
など）

4.2. 企
業に対す
る学校も
しくは個
別教員か
らのリク
エスト

・授業のみの実施の場合、
1～2 時間。教材を作るこ
とから始める場合は、もっ
と時間を要した。

－授業内容とねらいとの合
致性
－基本的に企業からの人材
は教員ではないので、授業
構成そのものはこちらで
行い、補って欲しい部分の
担当をお願いする。特別イ
ベントとして入ってくる
ものの中では、 1 時間をま
かせ、前後のフォローを教
員が行うこともある。これ
らのスタイルは、授業のね
らいと位置づけにより判
断する。

皿．今後の「企業の環境教育への参画jについて

(1 ）有無 l有 ｜有

(2 ）その I ・ 4 年生の学年担任に、水｜・教育は学校だけでやる時
理由 ｜道局の出前授業の話をし！代ではなく、地域や企業も

たら、興味を持ってもら｜関与していると考えられ
えたので、可能性を感じ｜る。
る。 ｜・環境など最先端にあって
・企業のノウハウは、生｜進化している学問領域は、
徒にとって分かりやすし、｜教員の知識だけでは追い
ので、教材提供があり、 lっかず、またそれを補充す
工夫された内容であれ｜る時聞を確保することは
ば、紹介を受けたいし、 i教師にとって難しい。より
授業に参画してもらって｜よい授業を行うことや専
かまわないと思う。 ｜門性を補うことにおいて

2. 小学校環境教育への企業参画の必要性

は専門家を活用すること
が必要であると思う。

(1 ）有無 ｜有 ｜有

(2 ）その｜・日本に留まらず、世界｜・企業が授業に参画するこ
理由 ｜規模で企業活動を通じて i とは、教員にと って、授業

活躍している環境企業が i内容や教授法について企
たくさんある。また、環｜業から学ぶよい機会や刺
境なくして企業活動（砂｜激となり、学校教育システ
漠の淡水化、フロンガス｜ムの活性化をはかること
の代替物開発など）を語｜につながる。
ることはできない。した｜・学校は閉鎖的であるが、
がって、企業の持つ豊富｜企業が参画することによ
な資源を環境教育へ生か｜って風通しがよくなる。環
すべきと考える。 ｜境教育については特に参

画を促しやすいと考えら
れる。
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・現在のとこ ろ環境教育で
の希望はない。但し、福祉
関係では企業を活用して
有効であったので、環境教
育においても至れり尽く
せりの内容であり、我々が
気付いていないことがあ
るのではないかと思う。

有

・企業は、学校では行うこ
とのできないことの実施、
充実した資料の提供など
が可能である。

・打ち合わせは行う。
来校による打ち合わせ
ができない場合は、メ
ールなどを活用すると
思う。

・出前授業であれば、
企業のプランと学校の
要望を双方で検討し、
最初から一緒に授業を
作る形をとる。従って、
1 つの単元にわたり、必
要に応じて、複数回の
参加をお願いする形に
なると思われる。
－生徒にとって、話な
ど受動的なものでな
く、参加や体験が可能
な授業づくり
－新しい技術について
感動するだけでなく、
興味や関心を喚起でき
ると共に、体感、体験
による理解が伴う授業
づくり

有

・新技術について、そ
の開発物（ハイブリット
車など）と共に、その開
発に携わった人びとの
思いや開発の過程も、
教材として提供しても
らえる。

有

・学校や家庭において
の環境教育は一面的に
なってしまうので、生
徒の視点を多面化する
ことにおいて、企業の
力を活用する必要があ
る。
－学校のもっていない、
開発や技術に関連する
環境教育のコンテン

ヅ、施設を提供しても
らえる。
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第一章 千代田区における環境教育の実態

3. 企業 ・見学・必要な節々で、 ・よりよい情報の提供 ・学校で揃わない器具によ －開発や技術に関連す
に求める 継続的に指導してもらえ ・教材の協同開発 る、水質や大気に関する実 る環境教育のコンテン
小学校環 る人的資源の提供・生徒 －企業と学校がコネクシヨ 験・出張授業・高学年に対 ツ、開発に関わる苦労
境教育へ に分かりやすい視覚的に ンを形成できる会の組織 する専門的な内容の説明 話や開発者の人間性（人
の支援や 訴える提示物の提供。 化 や質疑応答。 となり）に関わる内容。
協力 ・安価での協力 －教材の無償の貸し出

－校舎建替えで、現在の し
校舎を壊す際に、図工室 －施設の開放
をペンキできれいに飾る －人材の派遣
という計画があり、企業 －企業現場における教
からのペンキの提供を打 員の体験研修。資料で
診している。企業にとっ なく、体験に基づく授
ては環境にやさしいベン 業ができるようにな
キの PR になると思われ り、生徒に対する環境
る。 教育に発展性が期待で
－企業の環境教育への参 きる。
画は、企業にとっては PR
による長期的利益のねら
いがあり、学校が求める
教育的ねらいとは必ずし
も合致せず、その点にお
いて問題があるかもしれ
ないが、企業が技術によ
り環境に寄与するという
ところにおいて、生徒に
環境教育として生かせる
ものはあると思う。

4. 企業 ・金銭的な支援 ・日本の閉鎖的な行政や縦 －家庭における環境教育に ・環境教育には、さま
以外（行 ・継続的な人的資源（移動 割り組織にくらべ、地域や おける生徒のきっかけづ ざまな人が関わる必要
政 時などの生徒の引率補 NPO などはうまくコネク くりや話題の共有 があるのその点におい
NPO ・父 助） ションを形成する要素を －地域の人による、 1、2 て、それぞれの人が可
兄・周辺 ・財団法人まちみらい千 もっと思われる。但し、信 年生の生活科での地域自 能なところでもっと協
住民・地 代田（千代田 区にあった 頼関係がまだ充分でない。 然の見学における説明。 力してもらえるとあり
域など） 財団のひとつで、 今年度、 －学校地域には地元の人が －効果的でお金がかからな がたい。
に求める それらをひとつにまとめ 多く、九段小学校を大切に し、もの。 ・かぶ とむしおじさん
小学校環 て神田の中小企業センタ 思い、さまざまな応援をし －本年度、明治大学博物館 や、老人、幼稚園（麹町
境教育へ ーで民間化したもの）は、 てくれており、他校とくら との連携で、明治大学博物 小に併設）など、人との
の支援や 3 年前に芸術家による授 ベて、よい関係にあると思 館の有効な利用を目的に、 つながりや係わり合い
協力 業を行った際、お手伝い われるの 6 年生が実験的に博物館を も環境につながるとこ

にきてもらったときカ、ら ・隣にある大妻女子大学の 訪問して社会科の歴史の ろであり、重視してゆ
の付き合い。以降、校舎 小学校教員養成課程の学 学習を行い、博物館の活用 きたいれ
の建替えがきっかけで、 生と教官とは連携してお 方法や資料の考案、指導計
まちづくりに関する授業 り、授業づくりについての 画づくりを行っているG こ
を行ーってもらうことを、 研修会を教官の協力によ のようなことを実施する
メールや電話で、細々と打 って行ったり、学生に TA と、来年からは安心してそ
ち合わせてきたの現在は をやってもらったり、放課 の博物館を活用するとい
土曜日に実施している 後の児童の遊び時間の確 う意欲と体制が形成され
「ふれあいスクールj で 保にも協力してもらった ると思う。
「まち探検隊Jという講座 りしている。
を設けてもらっているの
10 月下旬には授業を実施
するが、かなり細かい指
導計画を作成している最
中であり、学生ボランテ
ィアにも手伝ってもらう
予定。このような外部協
力による授業を実施する
のは、勇気がし、るし、形
にしてゆくのは大変であ
るが、今回は実績のある
相手であったので、協力
を御願いした。
－支援や協力の選択基準
としては、授業を行った
後の実践が見える 、紙や
本だけによるものでな
く、体験活動を中心とし
た実践をうながす、授業
の進行と全体像が理解で
きる、生徒の発育につい
てのねらいがはっきりと
している、必ず生徒の引
率や保護のサポーターが
いることなどが挙げられ
る。また、最後に形にな
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って地域に対して発信で
きれば、生徒の家庭や地
域から感想をもらうこと
により、開放型の相互関
係を築くことができる。
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設問外回
答内容の
概要

－知識の補充は大切であ
ることは分かっていて
も、情報が入ってこない、
補充方法が分からない、
時間がないなどの理由
で、行いにくい状態であ
る。
－校内で環境教育に関す
るアンケートをとったこ
とはないので、各教員が
どのくらい環境教育に関
する知識の補充について
必要性を感じているか興
味がある。
－外部からの届く副教材
やその他の情報は、内容

を確認し、選択してから
各教員へ案内するが、届
く量が膨大なため、その
作業は大変である。
－外部からの協力につい
ては、その内容の判断を
行うための時間の確保が
必要であるの－企業の参画
については、その検討や
計画を行う時間が取れな
い状態である。
・企業の他校における環
境教育の実践例を知りた

・小学校の教員は、基本的
に教育学部出身で基本的
に文系であり、その中で 8
割が文系学科を専門とし
ており、理科系を専門とす
るのはわずかである。・環
境教育の授業づくりは、教
員の資質やセンスによる
ところもある。学校におけ
る環境教育で、外部である
企業や大学の参入が当た
り前になっていれば、次の
学校に赴任したときに、そ
の環境を基準に対策を検
討する視点が培われると
思われる。
・エネルギ一環境教育情報
センター・ ISO 導入後、今
年から評価基準が厳しく
なり、実行計画実績報告書
の提出が求められている。
これは、どれだけの生徒
が、環境に関わる活動後の
感想文や記録において、環
境配慮や自然に対する豊
かな心情表現に関わる記
述をしたかについて、割合
で評価をするもの。学校内
の教育部門でないところ
での数値化は理解できる
が、教育部門でこのような
数値化による評価をしな
いと許されないというの
は厳しい要求であり、苦肉
の策での対応となる。
・ISO による環境教育の教
授法への工夫は生まれな
いと思われる。 ISO の理念、
や方法論に教育活動を寄
り添わせる形しかないの
では。
・ISO を教育現場に適用さ
せることにおいては、教育
委員会などが各校から工
夫案を提示させ、その方向
性を模索したいと思って
いるのではないであろう
か。ある小学校で構築した
環境教育の土台は、異動先
（通常 5～8 年で異動）にお
いて、そのまま活用するこ
とは難しい。 ISO 導入を千
代田区内全校で行ったこ
とにより、その風通しがよ
くなったという。
－企業の参画を検討するに
あたり障害になっている
ことは、まず、お互いの接
点がなく、知り会う機会が
ないこと。授業作りや教材
研究において、活用可能な
企業の協力情報が揃えら
れているとよい。

1 ・企業の参画にあたって
は、企業と教育委員会がも
っとつながりを形成する
とょいと思われるの千代田
区は他の区と比べて、教育
委員会と企業のつながり
があり、学校に対する協力
について紹介をしてくれ
ることがあるが、教育委員
会からの紹介であると信
頼があり、採用に向けて校
内や周りの理解も得られ
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－区から提供される面lj 教材
の推奨リストは学年に配
布しているが、それ以外は
主任の判断で不要とされ
たものは配布しないの
・カリキュラム内容に対す
る副教材は充分にあると
いえる。
・ISO は学校現場において
は環境教育になるのかと
いう感じがするむ
－学校における ISO の数値
目標を設定するのは生徒
を対象にすると難しい。環
境教育というのは、環境に
ついて考え、よりよい生活
のためにできることを実
践する技術や技能を養う
というものではないかの
－現在の環境教育への取り
組みとしては、 ISO の導入
をきっかけに、特別活動に
おいて、生徒が環境につい
て考え、相談できるような
ことを教員で考えている 0

．年間指導計画において、
実体験の実施や重点的に
取組む項目を決めた際に、
いろいろな機関が提供し
ている協力について知っ
ていればその活用の検討
を行うかもしれない。
－第三者の協力を受けたい
と思っても、連絡先が分か
らない、内容の詳細が分か
らない、時間がない、申し
出があっても急な話で対
応できないなどで、検討に
至りにくい。

・ISO ・の取組みは区か
らの要請であり、やら
されている感覚があ
るο この状況では環境
を大事にするという気
持ちが育っか疑問 o

－行政が何もしなくて
よいとは思わないが、
現在のように前面では
なく、背後にいるべき。
・研修会を用意するの
は、業者や管理職の役
割。
－行政が用意するもの
として、目黒にある教
職員研修センターにお

ける選択型研修として
の環境講座、また区に
よる研修もあるが、教
員全員を許容できる規
模ではない。学校内で
の研修であるとか、 }jlj

の機会を設ける必要が
ある。
－環境に関する研修は、
必修研修ではなく、選
択項目であるの この点
においては、実情から
鑑みて、見直しが必要
かもしれない。
・カリキュラムの中で
いろいろなことを行っ
ているので、設備も含
めると、多くの種類の
教材を捕えている0

・教材で数が不足して
いるむのがあり、全校
生徒が充分に使用でき
ない状況もあるの
－教材の網羅範囲は、
取組みやすい水・ゴ
ミ・電気などの分野に
偏っている。学校の立
地条件から、自然に対
する内容は不足してい

るP

・ ISO の活動は必要で
あるが、現実としては、
それにまつわる事務作
業（記録など）は、教員に
とって、時間的に負担
になっている。区は全
部を学校にまかせるの
ではなく、制度面など
は取りまとめ、学校は、
生徒に対する環境教育
に注力できるよう、役
割分担できないもので
あろうか。
・ISO に関わる研修は、
責任者を対象としたも
の、それ以外を対象と
したものなどがある。
内容としては、生徒に
対してこのようなこと
を実行するというもの
があればよいが、現状
としてはない。
・区は、特定の業者と
の接触は行わないはず
なので、授業における
企業の協力について、
千代田から特に勧めら
れることはないU

－副校長自ら、今年は、

Hosei University Repository



第一章千代田区における環境教育の実態

やすく、また何かのときに 環境教育で指導的な役
教育委員会が中立的な働 割を担っている企業担
きをしてくれるので好ま 当者のリスト（さまざま
しい。 なサイトから、面白そ
－学校教育への企業の参画 うで、金銭的にも実現
にあたり、第三者機関を設 が可能そうな 30 名ほど
けるとすると、 NPO など を選出）を作成して教員
は市民権を充分に得てい へ提示し、興味があれ
ないと思われる。いずれは ば連絡をとるよう勧め
そのようなものがうまく た。
形成されてゆくのかもし －教員は時間がないの
れない。 で、協力企業の候補リ
－学校教育への外部組織の ストは副校長が準備。
参画において、東京都や区 但し、生徒の実情にあ
などの行政が仲介を行え ったものを選択できる
ば、広めるということから ょう、内容の調査やコ
も有効かと思われるが、教 ンタクトは担任に任せ
育委員会、文部科学省、東 ている。
京都、東京都教育委員会 －生徒にとって、地域
区市の教育委員会という はあってないような状
タテ系列の構造において 況（生徒はかならずしも
は、例えば農水省に関わる 学校地域から通っ てい
教材があっても、その中に るわけではない。通学
なかなか探し出すことが と居住において 2 つの
できない。 地域をもっ生徒がい

る）。

No.5 No.6 No.7 No.8 
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i調査。

千代田区小学校調査 D ：ヒアりング調査

I. 環境教育について

1. 小学校における環境教育についての必要性や意義

2. 小学生に対する環境教育の主な担い手

3. 小学生に環境教育を行うにあたっての授業づくりや教授法についての工夫

4. 小学校における環境教育のリソース

4. 1. 教員

4. 1. 1. 教員の知識の補充を行う必要性

4. 1. 2. 教員の知識の補充方法

4. 1. 3. 教員が授業づくりや教授法について学ぶ必要性

4. 1. 4. 教員が授業っくりや教授法について学ぶ方法

4. 2. 教材（教科書および副教材）

4. 2. 1. 充実度

4. 2. 2. 副教材の調達方法（提供者）

4. 2. 3. 活用度

4. 2. 4. それらの評価

法政大学地域研究センター

平成 17 年 8 月

5. ISO 導入後の、『環境方針および環境教育方針』や、『環境教育の計画およびカリキュラムj における変

化

II .『環境教育への企業の参画』の履歴

1. 企業の採用履歴の有無

「はい」訪以下の質問への回答。

「いいえj 功以下、 E の質問は飛ばし、 E の質問ヘ。

2. 企業参画を検討したきっかけや理由

3. 企業参画決定へのプロセス

3. 1. 初回における学校組織内での決定プロセス

3. 2. 初回以降、決定に関する定型プロセス設定の有無、その内容

4. 授業準備

4. 1. 企業と学校の打ち合わせ

4. 2. 学校もしくは個別教員の意向の反映
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m. 

希望の有無とその理由

必要性の有無とその理由

企業に対して、環境教育において支援・協力を求めたい点

企業以外（行政・ NPO ・父兄・周辺住民・地域など）に対して、環境教育において支援・協力を求めたい

点

今後の『企業の環境教育への参画J について

t
i
n
t
q
d 

4. 
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第二章 企業が参画する環境教育の先進事例および先行研究

第二章では、企業と連携した環境教育を行っている活動主体を先進事例として、また環境教育

への企業参画の可能性について検討をおこなっている（必要性を述べている）研究を対象に先行

研究として報告する。

第一節 NPO 法人こども環境活動支援協会「LEAF1 J 

1-1 概要

NPO 法人こども環境活動支援協会（以下 LEAF ）では、 2001 年度より会員企業とともに「企

業プロジェクト～持続可能な社会に向けた教育を推進する企業・ NPO ・学校連携プロジェクト～j

を実施してきた。さらに、 2003 年度からは会員企業を中心に、「企業・学校・ NPO による環境学

習支援プロジェクト 2003J として、モノの循環をテーマに子どもたちと企業の社員が相互に学

び合うことのできるシステムづくりを行ってきた。この事業は 3 ヵ年計画となっており、 2005

年度も 2003 年度から引き続き「企業・学校・ NPO による環境学習支援プロジェクト 2005J を

実施している。

地域研究センターは、約 30 社の企業それも多業種の企業が協力して環境教育を行うプロジェ

クト及び企業と学校を結びつける中間組織としての LEAF の活動に注目し、ヒアリングや独自の

調査を行った。以下にプロジェクトの詳細をヒアリング内容と独自調査とをまじえて報告する。

図 2・1 主体連関図

NPO 法人こども環境活動支援協会
(LEAF) 

品；~~~↓ヰ：力闘

作成－白戸

’t'・ 中学按

西宮市

（制作者：白戸）

1 LEAF : Learning and Ecological Activities Foundation for Children の略称、
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1-2 プロジェクトの背景とその目標

LEAF は 1998 年に西宮市の呼びかけにより、行政・市民・事業者のパートナーシップによる

任意団体として発足した。 2002 年には特定非営利活動法人（NPO 法人）としての認定を受け、

2005 年には事務局を移転させたことにより、完全に西宮市から独立した形となった。

企業活動と環境教育を結ぶ「企業プロジェクト j は 2001 年から始まったわけであるが、それ

以前にも、エコ文具普及推進プロジェクトや量販店のリサイクル活動の仕組みの学習を支援する

活動、ビンの製造から廃棄、リサイクルやリターナブルの流れを体験的に学ぶパスツアーなどの

企業と連携した活動を行っていた。そもそも LE~F が発足する際には、キリンビールの社員が 2

年間のボランティア休業制度を活用し、団体設立準備にあたるなど、はじまりから企業とのつな

がりがあった。また西宮市の地域特性として、第一に酒造が盛んであることがあげられ、酒瓶の

生産、流通、消費、リサイクルあるいはリユースといった、ビンの循環を地域内ですべて追跡す

ることができ、環境教育を行うにあたっては有効な教育資源となっている。

下記の、 LEAF のホームページの抜粋にもあるように、企業側は企業の社会的責任、地域社会

の一員としてその役割を果たすため、学校側では「総合的な学習の時間j の導入に伴い、子ども

たちの人間力（生きる力）育成のための「生きた教材」としての外部人材導入の必要性という双

方のニーズを結びつけることによって、学校教育という場を通し、よりよい地域社会形成に資す

るのが LEAF の「企業プロジェクト j の大きな目的となっている。

「持続可能な社会経済のしくみや、市民生活の基盤づくりを考えるようになってきた今日、企業人に

は社会の教育者としての役割も求められています。そこで、 LEAF では 2001 年より会員企業の方々と

ともに「持続可能な社会に向けた教育j を推進するためのプロジェクトを実施しています。「教えるこ

とが最も深い学びにつながる」という考え方を基本に、地球環境保全に取り組む企業のポリシーや活

動内容について社員が学校の授業の中で語り、 またワークショップなどの体験学習をブアシリテート

することによって、学校教育に求められている「生きる力を育む教育j への支援を行うとともに、子

どもたちと企業の社員が相互に学び合うことのできるシステムづくりを行います。企業の社員が学校

現場で子どもたちの教育者としての体験学習を支援できるしくみづ、くりを N p O が中間組織としてつ

ないでいけるようになればと考えています。J

(LEAF ホームページより引用）

1-3 プロジェクトの手法と内容

2001 年度はテーマを「企業活動と環境教育をつなぐJ とし、 2 ヶ月に 1 度のベースで企業会員

を対象とした定例会を開き、毎回、話題提供者の会員企業からの事例発表を行い、多業種の企業

参加者の間で、の意見交換を行った。定例会では、仕事と環境との関わりについて、環境教育との

接点、学校教育への提案などが話題として取り上げられ、学校現場で、の環境教育の実践活動につ

なげていくための話し合いを行った。

2002 年度からは、テーマを f地域で根ざした企業活動を協働で推進するためにj とし、全 5

回の講座を組み、企業が市民や行政とのパートナーシップにより環境問題に取り組んだり、「地

域社会の一員j として地域社会への情報発信行ったりするためのより良いコミュニケーション方
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法を学ぶ場を設けた。

2003 年度からは環境事業団・地球環境基金助成事業として、学習支援プログラムを実証的に

研究開発し、実際に地域の学校で実践した口テーマを「循環型産業構造をテーマとした企業・学

校・ NPO による環境学習支援プログラムの開発j とし、「衣j 「食j 「住J fエネルギーj 「エコ文

具j 「ピンj というテーマごとに循環の仕組みを理解させるとともに、各企業が子どもに伝える

ということを通して、子どもや教員、保護者と共に相互に学び合い、持続可能な社会の形成へと

つなげることを目的とした。

手法としては、最初に中央や地域の経済団体、グリーン購入ネットワーク、教育関係者などか

らなる検討会を設置し、企業が地域の学校において学習を支援するための仕組みづくりやプログ

ラム内容についての検討を行った。

それをもとに「衣J 「食j 「住J といったテーマごとの分科会による環境学習支援プログラムの

企画をし、生産・加工・流通・販売・処理などの循環構造に該当する企業で授業内容を構成し、

小・中学校における f総合的な学習の時間j を想定した環境学習プログラムを企画した。最終的

には企画した環境学習プログラムを、西宮市の小・中・高等学校で実施した。

表 2・1 くテーマ別分科会と参加企業一覧（2003) > (LEAF の HP から引用）

衣 食 住 エネルギー
地域性

ピン エコ文具

営農支援業 総合建設業 電力供給業者 ガラス瓶製造 製紙業
生産 建設事務所 ガス事業者 業者

金型製造業者

加工 製専造門業商社
加工食品製造業 環境管理楽剤の製 電子機器製造業 清酒製造業者 文具メーカー
製菓業 造業 者 ビール製造業

小売業 食品量小売業 木材卸売業者 酒類販売店業 文具店
販売 建築物Fノテナンス 清酒流通 小売店

業

消費 自分たちの生き方と~－がどのようにつながヲているのか子どもたちが牢ぷ

廃棄生・再 古着回収 廃棄物処理業 再生緑化関連業 行政 ー一一一－~言描業 古紙回収業者
業 資材リサイクル業 瓶原料加工業

0 紛チク OJA 兵庫六甲 0 有恒楽品工業輔 0 綿アボック 勝山村製場所 鱒ユアサ
マ 0 生活協同組合コー 0 新井組 勝今井電気商会 辰馬本家酒造 （有）松田商店
帝人制 ブこうべ 日本リビング紛 大阪ガス掛 制 勝サクラクレパ
グンゼ紛 0 大栄サービス綿 中北幸環境・建設 新明和工業扮 勝吉田製作所 ス

参加企 日光物産 o~場アンリ・シャルパン 研究所 東邦レオ脚 鱒山一商会 コクヨ脚西日本
業 ティヱ ダイキン工業綿 日本山村硝子 支社
0 昨年 大栄サービス綿 紛

度 難波電話電気工
業綿
西宮市役所
日本気象紛
松下電器産業側
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表 2-2 く分科会プログラム内容と実施校・実施日（2003) > (LEAF の HP から引用）

衣 食 住 エネルギー ピン 工コ文具

T 服は永遠の生命 食は生命の輝き 住まいに生命を くらしとエネルギー 西宮・おj配ビンのものが つむがれ工コ文具
ー たり 工コ文具からはじ
マ めよう

－身近む衣類は用
む－食がべっ物てとい命る1事3つを －エネルギーの有限性や －西宮のお酒とピンの歴史 －クリーン題入と3

お逮繊に維応かじてら、出様来々
けをつ 環境要問慢題考かえらる、省エネの 自ぬつ拡がりのと思、いそをの伝産え業を

るR生応を．つ→、な世買乱げう、て時終伝かわえらっ適た伝える． 必 支える人々
ており使用後も ・食べ物にこのう －学較の中の建築索

H悼同5エの大ネ身昭ル世近ギ事指ー伝暮のえら索し子開のFとら中もしでたさ
る．

目
雄々む循環をた れている命の重さ 材に住目を」を向巡けるる自事然か

ま学・『ちび酒茜、の環宮ま境』ち＝査西『大宮西切』宮＝にのす「ピ環るン境まの在
後大切に分．男i庁る事が

どる や生産者の思い ら、「
的

－衣類を大切にす を伝える．
のも・『品つ生うむ昔．が前りあをる寄住えまて r・~種紹き々る介な省大エネ（］）取り組み

・工コ文具のコスト
るために、自分た ・「食Jの循環の ち」を伝える． がむぜ高いかを考
ちでできることを 中で、生産者とし 様 大入が子ども達 ・ワンウェイピンとリターナブ えてもらう．
考えてもらう． て也らのう役．喜腔考えて 、リとは何かを考え の暮らしを支えている事 ルピンという2つのリサイク

る． ~伝える． JI.- 方法があることを伝える．

実 西園宮市立浜甲子 西宮市立浜甲子 西宮市立浜甲子園 西宮市立平木小学校4 年①西宮市立山口小学4お年 西宮市立深津

施
園 中学絞1年生 生

②生西宮市立安井小学校4 年
小学校5 年生

校
中学絞1年生 中学絞1年生

生

実
平成15 年11 月 平成15 年11 月 平成15 年11 月12 ①②平平成成~5 年11 月7 日 平成15 年11 月10 日9:4 平成15 年10 月2

施
12 日 12 日 日 5 年11 月11 日 5～12:25 0 日

日
13:35 ～15:2 13:35 ～15: 2 13:35 ～15:25 ③平成15 年11 月14 日 平成15 年11 月28 日13: 10:50 ～12: 25 

5 5 45 ～15:05 

2004 年度も 2003 年度同様、「衣j 「食j f住J rビンJ rエコ文具J 「エネルギーj というテーマご

とに、子どもたちに身近なテーマや地域性を考慮、しながら分科会を設定し、企業や教員、保護者

などが集まり、西宮市内の小学 2 年生～中学 1 年生を対象に授業を行った。 2003 年度はパイロ

ットプラン的な要素があったが、 2004 年度は年間を通してスケジュール化し本格的な体制が確

立した。 2005 年度も、 6 つの分科会を設定し授業を行っている。授業を行うまでの流れとしては、

最低でも授業実施の 2 ヶ月前には、学校側から連絡をもらい、事前に企業の方と教員を交え数回

の打ち合わせを行い、当日のみの単発的な授業にならないように、授業の構成やフィードバック

について話し合いを行っている。

1・4 今後の展開

2003 年度（平成 15 年度）からの企業と連携した環境教育に関する取組みを継続するとともに、

企業の地域への関わり方として、これらの取組みを全国的に発信していくための紹介冊子の作成

や、 2006 年の 2 月には東京の経団連会館にて、 LEAF の活動を事例としたシンポジウムを開催

する予定である。またそのシンポジウムにおける情報の発信は日本国内に関わらず、アメリカの

LEAF 関連団体のメンバーを呼び、事例発表を行うことも検討している。

参考 HP

NPO 法人こども環境活動支援協会（恒白半立山.u些tLm二in D

謝辞

今回「企業と環境教育を結ぶプロジェクト j に関する調査活動において、 NPO 法人こども環

境活動支援協会において、お忙しい中ヒアリングにご協力をいただきました。この場をお借りし

て厚く御礼申し上げます。

（執筆担当者：柏木・白戸）
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第二節 埼玉県教育委員会（学校と民間との協働プラン開発事業）

1-1 概要

埼玉県教育委員会（以下県教委）では、社会の急速な変化に対応した新たな教育システムの構

築のため、平成 17 年度から「学校と民間との協働プラン開発事業j 学・民ジョイントプロジェ

クトに取り組んでいる。このプロジェクトは「環境教育J 「国際理解教育J r福祉・ボランティア

教育J rキャリア教育J r消費者教育j などについて、学校と企業や NPO などの民間団体とが協

働して、教育課程の柔軟な構成・実施に取り組み、その両者のコーディネート役を県教委が担う

というものである。地域研究センターはこの先進的な取組みに注目し、平成 17 年 11 月 25 日に

県教委の永井博彦・主任指導主事にお話を伺った。以下はその内容と事前調査からまとめたもの

である。

図 2・2 主体連関図

学校と民間との協働プラン開発事業
.n·悲観聖母負担涼安否民生’芋戸主酔I°＇＂：アF；日•"'1l.＼＇草号式t>:<'."3'曜賢輔a;間指摘踊同~＇＇＊＂

作成：白戸

；（小学校｛推進綾｝

.境教育に圃する掴査・告｛法政大学地場研賓センター｝

（制作者：白戸）

1-2 プロジェクト実施の背景とその目標

社会の急速な変化によって、学校は総合学習など新たな教育課題への対応が求められている。

「環境教育j や「福祉・ボランティア教育j など様々な教育課題に効果的に対応していくには、

学校の持つ知識や情報、経験、発想だけでは十分とは言えないという考えから、専門的な知識を

持った企業や NPO などの民間団体と協働することによって、新たな学習プログラムを創り出す

という試みが始まった。県教委の永井博彦・主任指導主事は「開かれた学校づくり j という世間

からの要請に応えようとする学校への支援や、これまで個人事業主のような形態で教育を行って

きた教員に対して、民間から新しい風を吹き込むというような意味合いも持っと述べている。

このプロジェクトによって期待される効果として、生徒に対しては「従来の発想にとらわれな

い斬新で効果的な授業が展開され、学習意欲が高まる j、「総合的学習の狙いである“生きる力”
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が育成される J、また学校・教職員に対する効果として「教員の視野の拡大と意識改革の促進j、

「学校の“政策能力の育成”と“組織力の向上”を図る J、「関かれた学校づくり j などが挙げら

れている。

1・3 プロジェクトの手法

「学校と民間との協働プラン開発事業j は、県教委内に設置された「学・民ジョイントプロジ

ェクト委員会J （以下プロジェクト委員会）がイニシアチブをとって行っている。また、このプ

ロジェクト内では委嘱された小中学校は「推進校j とされ、民間団体は f協力団体J とされてお

り、この推進校と協力団体の関係者によって、プロジェクトを円滑に進めていくために「学・民

推進委員会J （以下推進委員会）が組織されている。またプロジェクトの立ち上げ段階で、文教

大学の野島正也教授（教育社会学）がアドバイザー的な立場で関わりを持たれている。

推進校及び協力団体はともに公募で集められ、学校からは小学校 8 校、中学校 2 校の計 10 校

の申し出があり、それぞれが民間に希望する教育内容をホームページなどで提示し協力団体を募

集した。民間団体からは 27 団体、 30 件の応募があり、各推進校 1校につきひとつの協力団体を

決定するため、平成 17 年 7 月 12 日に民間団体による協力団体選考のための公開プレゼンテーシ

ョンが行われた。このプレゼンテーションでは、民間団体が支援可能な教育内容や、教育プログ

ラム案などを予算内 1で作りあげ、その内容を学校関係者や行政の担当者などに対して発表すると

いうものであった。公開プレゼ、ンテーションの前には自由参加で、学校は民間団体に何を求めて

いるのか、学校関係者から直接民間団体に説明する機会も設けられた。

表 2・3く学校の希望する教育内容（分野ごとの例）＞

学校名 教育分野 学年 学習活動のねらい 協力依領内容

朝霞市立朝霞 国際理解 3 年 －英語に慣れ親しむための年 －具体的な英語活動事例

第九小学校 教育 以上 問カリキュラムの作成 －意欲を高める評価のあり方

－意欲、関心を高める英語活 －教師の研修方法

動教材の開発

東松山市立松 キャリア 全学 ・学習プログラムの構築 －企業や大学などを含めた研究
山中学校 教育 年 ・トレーニングプログラムの 機関からの支媛。講師、出版

開発 社等の紹介

－体験プログラムの開発 －キャリアカウンセリングの研

修やエンカウンタ一等の指
導、援助

－学校外の教育資源、人材支援。

多様で幅広い他者との人間

関係を構築させたい

秩父市立影森 福祉・ボラ 全学 取り組んでいる『環境教育上 －森林の動植物、川の生物、化

小学校 ンティア 年 『福祉ボランティア教育J を 石等の学習の支援

教育、環境 とおして、企業や NPO 団体な －福祉ボランティア教育におけ

教育 どと協働による教育課程の編 る理解と体験活動への支援

成の在り方や学習プログラム －ふるさと学習における民間機

を開発する 関での体験学習への支援

（教育委員会資料より白戸が制作）

1 委託経費として授業実施に関わる費用は 1校につき上限 30 万円の範囲内で県教委が負担する。平成 17

年 1 月 5 日の読売新聞（朝刊）によると、県は事業費用として、平成 17 年度予算に 700 万円を計上し

ている。
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公開プレゼンテーション参加団体の教育分野の内訳は、国際理解教育 8 件 6 団体（3 校）、キャ

リア教育 6 件 6 団体（ 1校）、福祉・ボランティア教育 6 件 6 団体（2 校）、環境教育 10 件 10 団

体（4 校）となっており、この順番でプレゼンが行われた。県教委が協力団体の選考に公募そし

て公開プレゼンテーションという手法を選択した理由は、第一に民間団体の取りまとめを行う機

関が存在していないことが挙げられる。民間団体に協力を求めたい時には個別にアプローチする

しかなく、今回のような参加校が 10 校もあるプロジェクトにおいては非効率的である。崎玉県

の場合、 NPO 活動推進課というセクションが存在するため NPO 団体にはある程度のネットワー

クがあり、県教委では NPO 活動推進課と協力して広報活動を行うことで、協力団体の公募を推

し進めてきた。また広報においては読売新聞社などマスコミに取り上げられたこともあり、新聞

を見たという問い合わせから応募に至った例も多く存在した。第二に学校からニーズを発信する

ということが挙げられる。民間団体からの企画の持ち込みは存在するものの、 学校の実情とそ ぐ

わないものが多く、受け入れられないことが多かった。そのため、今回のプロジェクトでは学校

側から具体的なプランが打ち出され、それに応ずる形で民間団体から「それなら我々ができる J

という反応を集めることができた。またこのような理由から、公募という手法を選択する以上、

どの団体に協力を依頼するか、その根拠は明確でなくてはならず、公平さを保つという意味でも

公開プレゼンテーションの実施というものは必然の成り行きであったといえよう 。

公開プレゼンテーションから約二週間後の平成 17 年 7 月 25 日にプロジェクト参加団体の決定

が発表された。決定は学校側の意向を踏まえた上で、プロジェクト委員会が決定の判断を下した。

採用された団体は NPO 等の公益団体が 6 団体、企業が 3 団体である。国際理解教育の分野で

は、学校の要望を満たす提案内容が得られなかったとして決定が見送られた。この推進校と協力

団体との決定までがプロジェクト委員会の役割とされ、その後は各協力団体と各学校の問で直接

授業内容のすり合わせの場が持たれ、その内容により異なるが、 学期中に二週間に一同程度、 8

～10 回の授業が実践された。実践内容に関しては読売新聞社が取材をfr っており、（株）ハイク

レーとの協働による環境教育が記事になっているに

表 2・4く決定した協力団体及び推進校一覧＞

協力団体 所在地 教育分野 推進絞

（有）シィーイーヱー 朝霞市 国際理解教育 朝霞市立朝霞第九小学校

（有）松香フォニックス研究所 渋谷区 国際理解教育 戸田市立新曽小学校

スポーツ・文化・青少年育成グループ 東松山市 キャリア教育 東松山市立松山中学校

「燃えよドラゴンズj

NPO 法人秩父の環境を考える会 秩父市 環境教育 秩父市立影森小学校

NPO 法人彩の国エコロジーセンター 上里町 環境教育 上里町立賀美称学校

彩の国福祉教育・ボランティア学習推 坂戸市 福祉・ボランテ 深谷市立南中学校

進員ネットワーク ィア教育

2 平成 17 年 11 月 2 日読売新聞 f教育ルネサンスj

h t IJ • ¥¥ ¥¥ "¥¥ ，~ ·け lり i lli'.J ,., l !l ' ky 1_ll ＼；‘ii l ド l¥; !_j_ ：~ （） （） 三 l 1 O :;'t i、I) h i rn 
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（社）埼玉県環境検査研究協会 さいたま市 環境教育 吉川市立栄小学校

NPO 法人日本臨床美術協会 千代田区 福祉・ボランテ 春日部市立幸松小学校

ィア教育

（株）ハイクレー 久喜市 環境教育 越谷市立大袋東小学校

（県教委の発表をもとに白戸が制作）

1-4 今後の展開

県教委の方針としては、来年度も引き続きこのプロジェクトを継続していくということである。

しかし、その継続の形態としては現在の段階では流動的で、今年度実施した児童を対象に来年度

も違うプログラムで行うのか、あるいは同じプログラムで来年度の同学年に実施するのか、大幅

な変更をするのかなど、ケースに応じて様々な視点から検討されている。

また今年度の報告書の作成および報告会の開催も予定されており、報告書の執筆は学校が、報

告会での発表は協力団体が行うことになっている。報告会の開催日時は平成 18 年 1 月 25 日、 26

日の二日間で、南部と北部の二つに分けて公開で行われる予定である。県教委としては、民間団

体から見た事業の位置付けや成果を知ることができ、学校サイドの報告書と掛け合わせて、今回

事業の成果を検証していきたいとしている。

参考 HP

「学校と民間との協働プラン開発事業J ～学・民ジョイントプロジェクト～

h!.!12.辺町工日立ぜ主主ljJJfil＜.！斗jJl!主主！~113..EWl！主主1k~1111_ini( L\J~仁川主：__ !Ofr.htmJ 

謝辞

今回埼玉県教育委員会における「学校と民間との協働プラン開発事業j に関する調査活動にお

いて、埼玉県教育局生涯学習部義務教育指導課の永井博彦・主任指導主事にご協力をいただきま

した。この場を借りて厚く御礼申し上げます。

（執筆担当者：白戸）
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第三節 宇都宮大学工学部三橋伸夫氏の研究一企業の地域的社会貢献活動の実態

1-1 概要

以下の文章は、千代田学において、地域研究センターが調査研究テーマとしている「企業の環

境教育支援活動j について、先んじて研究されている宇都宮大学三橋伸夫助教授（以下敬称略）

の研究論文とヒアリングの内容をまとめたものである。

1・2 研究概要

2002 年度から学習指導要領改訂により［総合的な学習の時間J の設置と、完全週休二日制の

実施により、公立小中学校における総合学習において、地域コミュニティや企業と連携した教育

を行う必要性が高まりつつある。他方、企業においては、社会貢献活動が社会から求められるよ

うになったことや、経営者や従業員の意識・意欲の向上、労働時間の逓減傾向、欧米における様々

な事例の紹介などを背景に、地域社会への貢献活動がさかんに行われるようになっている。また、

循環型社会へ向けた取り組みや ISO 認証取得企業の増加など、 1992 年の地球サミットにおける

アジェンダ 21 の影響が顕在化している。

そこで三橋は、企業に対してアンケート調査およびヒアリング調査を実施し、小中学校の環境

教育活動を支援する取り組みの実態とその成立条件について考察している。

1-3 大企業における環境学習に対する支援活動の実態

大企業における環境学習支援の実態調査は、（財）朝日新聞文化財団「有力企業の社会貢献度

調査J 1への協力企業 182 社から、その調査結果と web による 92 社を選考し、実施された。

大企業は、豊富な資金、人材、情報などを生かして、学校や地域社会に対する環境学習の支援

を行っている。企業が単独で行う活動は、企業の取組む事業の紹介や施設開放などが多く、ほと

んど自社の施設・人材で賄え、低コストで実現できるため、継続的に環境学習支援を行っている

場合が多い。それに対し、 NPO 等他団体と連携して行う活動は、事業分野外の自然観察などの

体験学習や教材作成などが多いため、 一時的なイベントとして行われることが多い。連携した活

動を展開することにより活動の幅は拡大し、高い専門性を持つことが可能となるものの、活動を

媒介するパートナーの的確な選択が必要となる。

また、 三橋は大企業が関わる環境学習支援の事例研究を行っており、活動対象への広報が十分

に行き届かないという共通の課題を見出している口また企業と学校との間にある障壁という問題

も指摘しており 企業の中には対象地域を絞ることでアクセスを容易にする試みや、 NPO との

連携による地域とのつながりの確保を目指すといった取組みも見られるが、大企業ゆえの企業活

動の幅広さなどから、相互理解に時間がかかり、手法の定着には至っ ていない。

l （財）朝日新聞文化財団 I企業の社会貢献調査j 委員会編、 PHP 研究所発行

URL : b rw:i包＿：＿~ .＼＼~ll_l)l) , ~－（ J_jfr l H りk、Ii1} 'l' .. •i（山iJJ.p J.11 1ゾ！ァいl 1.-:,_ 1rn ト1；三］ --l ~－ (I 
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表 2・5く大企業の活動事例＞

企業名 対象 活動概要

（株）トヨタ 個人・企業人・行 所有していた雑木林をモデル林として整備し開放している。学校単

自動車 政関係者など 位との連携には調査時点では至っていないが、豊田市内 105 の小中

学校に案内を行うなど、積極的である。地域を絞っているため、 NPO

等が関わる必要は現在のところない。

（株）本田技 学校教育・社会教 『環境わごんj の名称で、自然の素材を環境教育の教材としてワゴ

研工業 育・生涯教育 ン車に積み込み、東京近隣の学校や公民館などへ依頼により巡回す

る活動。

（株）東京電 学校教育・個人 学校の先生に環境教育のノウハウを習得してもらうためのプログラ

力 ムや、小中高生を相手に社員が講師となり講座を聞くプログラムな

どが存在する。

（文献をもとに作成：白戸）

1-4 中小企業における環境学習および地域社会に対する支援活動の実態

中小企業の社会貢献活動の実態調査は、宇都宮市および横浜市に立地する企業を対象にアンケ

ート形式2で行われた。

中小企業の社会貢献活動としては地域社会に目を向けたものが多く、従業員の活動意向、活動

参加の容易さ、社会的なアピール度などが考慮、されている。外部からの要請に応じて行う活動が

多く、そのほとんどが「寄付金の拠出j 「工場見学の受け入れJ 「工場周辺の美化j である。少な

いながらにも、自主プログラムに基づいて行う活動も見られ、その中に学校教育への貢献活動も

含まれている。その内容には、実習や工場見学の受け入れ、乾電池の炭素棒に関する講義など意

欲的な事例も見られた。対象団体は小学校・中学校・高等学校であり、教育活動の実施企業の多

くは活動継続の意向を持つことがわかった。

中小企業で、は、教育関連での社会貢献活動の実践例は少ないが、 2002 年度からの「総合的な

学習の時間j の導入で、地域に遍在する学校との連携の中で環境教育活動に関わることに対して

積極的な意向を示している。

中小企業が支援可能と考える分野は、宇都宮では「環境J、横浜では「情報J が最も多く、そ

れぞれの業種を活かそうと考えるものが多い。しかし、企業は支援するためには、学校側がどの

ような要望をもっているのかという情報が必要であり、それをうまく伝達するためには教育委員

会等の仲介が必要であると考えている。「NPO やボランティア団体の存在j を指摘する企業はき

わめて少なく、いまだその重要性の認識までには至っていないことがわかった。また、肯定的な

ものとして、学校教育の中で生じるニーズを企業側へ発信することの重要性についての意見、企

業の地域貢献活動として学校との連携・交流を図るべきという意見がある一方、中小企業として

受け入れる条件・意識が整っていない、その余裕がないという否定的意見もあった。

1・5 課題と展望として仲介機能の存在

三橋は、大企業では社会貢献の一環として、すでに学校と連携して環境学習の支援が行われて

いる一方で、活動対象への広報が十分に浸透しないことや、企業と学校の間でアクセスしにくい

2 大都市圏と地方中核都市圏との比較および先行調査において、両市内の公立小学校の環境学習の実態を把

握していたため。
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という課題が存在することから、学校と企業の両者を仲介する NPO の存在が重要であると指摘

している。

中小企業で、は、社会貢献活動を地域に対して行うことがほとんどで、その中で環境学習の支援

を行う企業も萌芽的にみられるものの、中小企業は、業績や経済状況の影響を受けるということ

が最大の課題点であり、実施企業数は現状では少ない。また、教育分野での支援が少ない理由に、

学校と企業をつなぐ情報や機会の少なさ、あるいは学校、教育委員会側の閉鎖性などがアンケー

ト調査に挙げられていたことから、十分に論証されなかったとしながらも、仲介役の NPO の重

要性を大企業の場合と同様に指摘している。

仲介機能を担うものとして、 NPO 団体を提案する背景には、実際の事例として、こうした仲

介機能は、需要側の市町村教育委員会等が担う場合と、供給側の企業関連絡組織等が担う場合と

が存在するものの（例えば東京商工会議所が 2001 年 9 月より f教育支援ネットワーク J 3を立ち

あげ、会員企業の情報提供を行うという取組みを開始している）、どちらか一方が仲介団体を抱

えるということは、その団体が持つ情報に偏りが存在してしまうことを意味しており、好ましく

ないとする三橋の考え方が窺える。 NPO が地域のつながりを媒介して、学校に企業の活動を紹

介し、また学校からの意見を吸収しノウハウとして蓄積する ことで、各企業には活動内容の更な

る充実を促すことができる。こうしたフィード、バックにより、企業は継続的な学習支援を行うこ

とが可能になると言えよう。

く参考文献＞

・三橋伸夫（2002 ）「中小企業の地域貢献活動の実態－小中学校の環境教育活動に対する支援の

可能性一」日本建築学会技術報告集 第 16 号、p.249 ～p252

－三橋伸夫、本庄宏行（2002 ）「企業の地域的社会貢献活動の実態一一小中学校の環境教育活動支

援を中心に一j 日本建築学会関東支部研究報告集、 p.257 ～p260

－本庄宏行、三橋伸夫（2001 ）「学校および地域に対する企業の環境学習支援活動に関する研究j

日本建築学会大会学術講演積概集 E2 、p.645 ～p646

・三橋伸夫（2002) r企業・コミュニティの参画する環境教育実践に関する研究j 平成 12 年度～

13 年度科学研究費補助金研究成果報告書

－三橋伸夫（2005 ）「総合的学習における学校と地域の組織・活動連携に関する研究j 平成 14 年

度～ 16 年度科学研究費補助金研究成果報告書
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今回、 三橋氏の研究内容をまとめるにあたって、お忙しい中、直接お話を伺わせていただきま

した。またそれと同時に貴重な資料を提供して下さったことに厚く御礼申し上げます。

（執筆者：白戸、増井）

3 東京商工会議所の f教育支援ネットi HP 
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第四節 千葉大学教育学部藤川大祐氏の研究

1-1 概要

千葉大学教育学部藤川研究室は、小・中・高等学校を対象に、次のような領域についての教育

を研究している。それらの主なテーマは、「各教科の実践開発、教材開発j、「企業と連携した新

しい授業実践及び教材の研究j、「総合的な学習の時間のカリキュラム開発、実践開発、教材開発j、

「メディアリテラシー教育、情報教育の実践開発、教材開発J、「ディベート教育の実践開発、教

材開発j などである。また、学外者と連携した授業実践開発を目的として、学校と企業の仲介役

となる NPO 法人を設立し、これらの教育に関する研究の実践を行っている。

地域研究センターは、藤川（以下敬称略）の研究の中から、千代田学における調査研究テーマ

に重なる 3 つのテーマ、すなわち学校授業への企業の参加、企業が参加する場合の授業づくりの

手法および環境教育について調査をおこない、あわせて藤川研究室が立ち上げた NPO 法人企業

教育研究会（以下、 ACE とする）の実践に着目し、調査を進めた。以下は、その調査内容を「研

究内容j、「実践内容j に分け、まとめたものである。

1-2 研究内容

1・2・1 学校授業への企業の参加

平成 14 年度（2002 年）から小学校に「総合的な学習の時間j が本格的に導入されるようにな

った口藤川はそれに先んじ、教育審議会中間まとめに基づき、「総合的な学習の時間j では単に

合科的な授業をするのではなく、これまでの教科では扱いにくかった現代的課題を扱うことが求

められていることを強調した。この課題について、平成 10 年（1998 年）12 月告示、 (15 年（2003

年） 12 月一部改正）の小学校学習指導要領は、「例えば国際理解、情報、環境、福祉・健康など

の横断的・総合的な課題、児童の興味・関心に基づく課題，地域や学校の特色に応じた課題j と

記述しており、この課題に対して学校の実態に応じた学習活動を行うことを求めている。またこ

の指導要領では、 「総合的な学習の時間j の学習活動を行うにあたり、 「ボランティア活動など

の社会体験、見学、ものづくり生産活動などの体験的学習、地域の人々の協力、社会教育施設や

社会教育関係団体等の各種団体との連携j など、学校外の協力の必要性と活用が述べられている。

この点において藤川は、学校現場の教師のみによって新しい授業実践を開発するには限界があ

るとし、学外者と連携した授業実践開発の必要性を唱え、その中でも企業との連携に焦点を当て

た研究を進めており、特に企業が学校教育に参加することのメリットにおいて、その代表的な例

として情報教育とキャリア教育への貢献を挙げている。以下は、その概要である。

(1 ）情報教育：情報分野の最先端の仕事に従事している企業担当者が授業に参加することによ

り、生徒は最新の事柄を学ぶ’ことができ、教育の内容の幅が広がる。

(2 ）キャリア教育：企業で働くさまざまな人々の姿に触れることが生きた学習となり、子供た

ちの学ぶ動機の獲得や職業意識の向上につながる。
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1-2-2 授業づくりの手法開発

藤川の文献中において、企業が参加する場合に限定しての授業作りについての記述はないが、

関連するところとして、学校外の協力の有効活用が求められている「総合的な学習の時間」の授

業づくりについては、上記でも述べた現代的課題を取り扱う際の注意点として以下の 3 点を挙げ

ている。

(1 ）直接経験が求められる：

直接体験させることなしに現代的課題の学習は成立しにくい。

(2 ）価値判断に関わる：

現代的課題の学習では、考えうる選択肢のそれぞれの重要性やその選択を検討する際に、

価値判断が不可避となる

(3 ）あらかじめ決まった［正解］は無い：

現代的課題においては絶対的な正解はありえず、唯一の正しい結論はない。懸命に答え

を探しているからこそ現代的課題なのである。

以上の 3 点を前提条件とし 批判すべき授業の 2 つのパターンを挙げているの

(1 ）結論押しつけ型：

教師が結論を子どもに押しつける。多くはあからさまにではなく、結論への巧みな誘導

による。これには、以下 2 つの問題がある。

1）子どもの自己判断を困難にさせ、子供たちは教師の意図の推測にエネルギーを使う。

2）単純な結論への誘導により、そもそも答えの見つかっていない現代的課題の難しさを

子どもが理解しづらくする口

(2 ）課題なき調べ学習型：

漠然としたテーマで、調べ学習をさせ、調べた成果を発表させて終わるというもの。明確

な課題がないと、子どもは調べた事柄を列挙するだけにとどまり、それぞれの事柄の重

要性を区別することができない。したがって価値判断を伴う現代的課題の学習にはそぐ

わない。

そこで、このようなパターンに陥らないため、藤川は次の 2 つのことを提唱している。

(1 ）提案型の課題作り：

上記の「結論押しつけ型j の問題は、課題に対する絶対的な「正解J を安易に設定して

しまうことであり、「課題なき調べ学習j の問題は、課題が無いことである。従って、

どのような課題を設定するかが非常に重要となる。そこで、環境問題、国際問題やキャ

リアデザインといった未来の問題について子どもたちに提案をさせ、互いに提案につい

ての議論をさせる。未来の問題であるので必然的に正解は存在せず、正解を気にせず議

論することで、互いの価値判断を深め合うことが可能になる。

(2) 子どもの五感に訴える：

課題が大きすぎると直接経験との関連付けが困難になり、小学生には扱いにくい。小学

校での実践においては、 t記の未来を扱うという条件に加え、子どもの五感に訴えられ

ることによってさまざまな活動が可能になるような具体的な課題の設定が必要である。

また藤川は、先の教育審議会中間まとめで述べられている「総合的な学習の時間j において「学

び方やものの考え方の習得j が重視されていることに関連し、コンビュータ操作やディベート手

法の重要性を挙げ、その習得と課題追求への活用の必要性を述べている。
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1・2・3 環境教育

藤川は、環境教育の目的は、「子供たちが環境問題をジレンマとして捉えられるようにするこ

とJ だとしている。「ジレンマj とは二つの選択肢のどちらをとっても困った状態になる事態の

ことであり、例えばアロンガスの使用を続ければオゾン層が破壊されるが、フロンガスの使用を

止めれば生活が不便になるというものである。

このジレンマは、リサイクルで、環境問題が解決するとの前提でなされる環境教育への安易さに

対しても考慮されるべきこととしている。つまり大量の紙資源をそのまま廃棄するか、大量の石

油・水・化学薬品の消費と有害物質の廃棄によりリサイクルするかの選択が難しいように、ジレ

ンマなしでは環境問題を本当に捉えることができないことを意味している。

但し、ジレンマを強調して解決策が無いというのは環境教育を暗くするものであり、解決の方

向性や明るい未来を語ることも必要である。しかしながら、この点においても、提示する解決方

法（例として向井学級での E M 菌を用いた環境教育が［藤川 1998 ・2］では取り上げられている）に

ついては、その真偽性、もたらされる効果や影響など、子どもたちの影響への慎重な検討が考慮、

されるべきとしている。

1-2 ・4 研究事例

藤川は、「4・3 実践j で述べる、自らが設立した ACE において、さまざまな企業との連携によ

り、 2003 年 7 月までに以下の授業開発と実践を行っている。

(1 ）未来の自動車をプロデユースしよう（小学校 6 年、社会科）

環境問題の元凶とされる自動車について、自動車会社の開発担当者の協力により、環境に

負荷を与えない「未来の自動車j について考える。

(2) CM を分析する（中学校 1 年、総合的な学習の時間）

日本と韓国のテレビ CM を分析し、その特徴や意図を学ぶ。 CM を開発した広告会社が、

CM の意図や政策過程を生徒たちに紹介。

(3 ）アップとルーズでクイズ（中学校 1 年、総合的な学習の時間）

デジタルカメラ会社の協力により 映像の基礎である「アップとルーズj について学び、

デジタルカメラを使ってクイズ写真を撮影。

(4 ）人気キャラクターを作ろう（小学校 5 年、総合的な学習の時間）

キャラクタ一関連企業の協力により、子どもたちに人気のあるキャラクターの特徴につい

て学び、自分たちで新たなキャラクターをデザイン。

(5 ）学校紹介ポスターを作ろう（小学校 5 年、総合的な学習の時間）

広告会社の協力により、分かりやすいポスターのあり方を学び、新 1 年生に対して、学校

の魅力をアピールするポスターを作成。

(6 ）目指せ、ビューティーイノベーター（小学校 5 年、総合的な学習の時間）

シャンプー会社の協力により〈シャンプーの商品開発及び宣伝について学び、「小学生に

ヒットしそうなシャンプーj のデザイン、特徴、宣伝方法を提案。

(7 ）本物のコナンはどれ！ （小学校 5 年、総合的な学習の時間）

出版社の協力により、子どもたちに人気の高いマンガ「名探偵コナンj が、掲載雑誌によ

ってどのように表現を変えて掲載されているかを分析。
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(8 ）おしゃれを楽しもう！ （小学校 6 年、家庭科）

スタイリスト事務所の協力により、「ジェンダー・フリーのファッションj を追求し、フ

ァッションショーを企画、実施。

(9 ）つっこみインタビューのコツを身につけよう（小学校 5 年、国語）

テレビ局の協力により、「つっこみインタビュー」（相手の回答に対してさらに質問するイ

ンタビュー）の重要性を理解し、実際に「つっこみインタビューj できるように練習。

(10) 江戸川区紹介ポスターを作ろう！ （小学校 6 年、総合）

広告会社の協力により、地域を取材し、地域の魅力を紹介するポスターを作成。

(11) クイズで学ぶ食品輸入（小学校 5 年、社会科）

食品輸入会社の協力により、食品の輸入担当者が具体的にどのように仕事をしているかを、

クイズ形式で児童に紹介。

(12) 「伊藤家の食卓j の裏技を分かりやすく伝えよう（小学校 3 年、国語）

「伊藤家の食卓J （日本テレビ系）のディレクターの協力により、番組で紹介された裏技

を、子どもたちが互いに分かりやすい紹介を通じて、分かりやすい表現の仕方を学ぶ。

藤川はこれらの事例の結果を踏まえ、企業との連携授業について以下の 2 つの特徴を整理して

いる。

(1 ）ビデオの効果的な活用

藤川がメディアリテラシー教育を研究テーマとしていること、スタッフの学生が大学の授

業によってビデオ映像の扱いに慣れていること、当初のいくつかの実践校から「メディア

に関わる授業j を依頼されていたことなどにより、当初より授業におけるビデオ映像の活

用が多かった。これは、 VTR の再現や中継を行うテレビ番組になぞらえて授業を構想する

という発想から来ており、さまざまな効果を期待していることによる。なお、ビデオの活

用方法は以下の 3 種類である。

1）企業のメッセージや企業の様子を見せる：企業の担当者をゲスト・ティーチャーとして

学校に招く場合、スケジュール調整や交通費の問題、また授業実施に際しての綿密な打

ち合わせの必要性が発生する。そのため、上記の授業開発を行った企業教育研究会では、

特に必要な場合を除いては、企業担当者のメッセージや企業の様子をビデオに撮影し、

教室でビデオ試聴する方法を多く採用している。典型的には、ビデオを通じて企業の担

当者が子どもたちへ課題を出し、子どもたちがそれに答えて結論をまとめ、その結論を

企業に持ち込み、企業担当者からのメッセージを教室へフィードバックするという進行

方法をとる。

2）子どもたちの動機付け：授業の冒頭で、上記の企業担当者などの他に、実践校の校長や

行政の担当者など、責任ある立場の人からビデオを通じて子どもに課題を依頼すること

により、子どもたちに活動の動機づけを行う。

3）子どもたちが自分たちの様子を理解する：子どもたちのプレゼ、ンテーションを撮影し、

自分たちの様子を確認させることにより、客観的に自分の様子を見直し、プレゼンテー

ションの改善につなげる。

(2 ）情緒的な授業から「利他的な夢j を扱う授業へ

従来の学校教育においては、単純な善悪の図式によって子どもたちに善行を尊ばせ、悪行

を嫌悪させるという情緒的な授業に陥ることがあったが、前述のジレンマによる説明のよ
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うに、このような単純な図式は教室の外では通用しない。企業教育研究会は、企業が「利

他的な夢J に向かつて仕事をしている姿を紹介することにより、単純な善悪の図式を越え、

子どもたちが将来の行き方を考えることにつながると考えている。

1-2 ・5 これからの課題と展望

企業教育研究会における授業開発と実践を踏まえ、授業づくりにおいてもっとも深刻だと認識

されている課題に、ビデオ多用などの「授業のパターン化j が挙げられている。繰り返し活用で

きるパターンの存在は強みともいえるが、し、かにしてビデオを多用しでもパターン化しない仕組

みを確立できるか、が今後の重要な課題とされている。

1・3 実践内容

1・3-lNPO 法人企業教育研究会（ACEI)

(1 ）設立の背景

2002 年春に団体として発足、 2003 年 3 月に千葉県によって NPO 法人として認証され、理事

長は千葉大学教育学部藤川大祐助教授である。総合的な学習の時間の新設に対応した授業づくり

は、学校現場の教師のみでは困難で、あり、学外者との提携による授業実践開発の試みが必要とさ

れるところである。特に企業は、その多様な業種や数の多さから、さまざまな教科・領域で授業

実践の協力を提供できる可能性が多くある。しかしながら、企業と学校のみではお互いの提携関

係を自ら築くことは難しいため、 ACE は両者の仲立ちを行う第三者機関として活動している。

(2 ）活動概要

主な事業活動は、企業等との協力による授業・教材づくり、学校のための授業づくりに関する

相談・サポート、企業のための教育貢献活動に関する相談・サポート、教育を学ぶ学生のための

実践の場の提供などである。開発授業の分野は、環境・エネルギー分野にとどまらず、マスコミ・

機械・デザイン・ IT ・食品など多岐に渡る。賛助会員は 2 社、授業づくりにおいては、約 30 企

業・組織が参加している。また、企業から講師を招き、千葉市を拠点とした「千葉授業づくり研

究会j を毎月実施。 2004 年からは、「企業・ NPO の力を活用した授業づくり提案シンポジウム」

を日本教育新聞社とともに開催しており、 2004 年 7 月には、第 1 回目として「学校・企業・ NPO

でつくる新しい教育のカタチj、2005 年 7 月には、第 2 固として「企業・ NPO とつくるキャリ

ア教育j をテーマとして開催。

(3 ）仕組みと機能

企業教育研究会は、藤Jll と会員である学生や教師によって構成されており、その中でも教員養

成課程に在籍している学生の割合が多く、学校教育の事情をある程度理解しているスタップで形

成されている。このようなスタッフが学校と企業の仲介を行い、さまざまな提案を行うことによ

り、企業関係者が学校や子どもたちと直接関わる際に起こる問題を回避することが可能となる。

また、学生が NPO のスタッフどして活動することは、学校、企業、学生のそれぞれにとって

意義をもっ。まず学校にとっては、将来の学校教育を担う学生が関わることによる長期的な学校

教育の充実と、短期的な学校現場の活性化が見込まれる。企業にとっては、学校教育への貢献に

1 The Association of Cooperation and Education の略称
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おいて、学校との折衝が不要となる。また学生にとっては、現場や企業に触れることにより、大

学の中だけでは不可能な、実践的な学習を行う機会を得られるようになる。このように、企業教

育研究会の特徴は、学校、企業、学生の三者を結びつけて授業開発を行うということであり、以

上のことを図で表すど、以下のようになる。（参照：図 2・3)

また、法人化の理由としては、学生が公的に認められた NPO のスタッフの肩書きを持つこと

により、学生が企業と折衝する場合に責任の所在が明確になり、企業の信頼を得やすくなること

などがあげられる。

図 2-3 (ACE の事業構造）

寛社会とのふれあい .... 

‘一一一一一一一7－・嘗園”’‘’ I I I I. ・
活いt佐代。蝿舗にふれあ

｜ 勘搬湾畑献す6 績S ] 

（企業教育研究会ホームベージ li; j p ¥¥ ¥¥ ＼元.－ . ！’ !i :t1 J.(' ,¥!,I li 、tl ... より抜粋）

1-3 ・2NPO 法人教育貢献活動推進協議会（CE 協議会）

(1 ）設立の背景

教育貢献活動に熱心な企業が中心となり、企業の教育貢献活動を継続的に支援することを目的

として 17 年 4 月に設立された。理事長は藤川大祐助教授、理事には岡部匡志氏（読売新聞社）、

田中丈夫氏（東京電力株式会社）、他小学校教諭 2 名が就任。事務局は藤川氏が理事長を勤める

「NPO 法人企業教育研究会j に設置されている。企業の教育貢献活動だけでなく、教育 NPO や

行政組織の支援全般を行うインターミディアリー（仲介）機関である。参加のメリットとしては、

以下のことが挙げられている。

1）学校教育改善への実質的な貢献

様々な企業・団体が単独ではなく組織として教育貢献活動を行うことで、魅力的な授業づくり

や教育活動を組織的・継続的に行うことができ、教師の力だけでは難しかった実質的な学校教育

改善に貢献することが可能となる。さらに学校も、企業・団体と連携した教育活動を行う際の窓

口が一本化されることで、より積極的な活用を行うことができるようになる。
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2）組織的な広報活動

日本教育新聞（発行部数 245,242 部、学校数日，000 校、教員数 110 万人、教育委員会 3,400

カ所）や一般紙に向けたニュースリリースの発行、さらに HP を利用し広報活動を実施。 C E 協

議会として組織的に広報活動を行うため、単独の活動よりも効果的で効率的である。

3）教育貢献活動の人的ネットワークの構築

企業と教員の交流会 rcE セミナーJ （仮）を通じて、他企業・団体の教育担当者、教員、研究

者等との交流が可能。教員との話し合いの場の提供やマッチングを通して、よりよい教育貢献活

動を行うことができる。

4）教育貢献活動についての情報提供や相談・サポート

他企業・団体の活動や、授業情報などを載せた年 3回発行のニュースレター rcE ニュース J（仮）

や、年 1 回発行の教育貢献活動報告書の配布がある。また、教育貢献活動に関する相談も可能。

(2 ）活動概要

活動内容としては、以下が挙げられている。

1）日本教育新問、 HP 、ニュースリリースなどを使った企業・学校への広報活動

2）教育貢献活動の情報をまとめた企業向け情報誌「CE ニュース j の発行（年 3 回）

3）企業担当者と教員による交流会「CE セミナーj の開催（年 3 回）

4）企業・教員に向けたシンポジウムの開催（年 1 回）

5）教育貢献活動報告書の発行

6）教育貢献活動アワード選定

7）教育貢献活動に関する相談・サポートなど

また、 2005 年 9 月時点における参加企業および団体は、シャープ株式会社、読売新聞東京本

社、 NPO 法人企業教育研究会、日本教育新聞である。

(3 ）仕組みと機能

ホームページに掲載されている以下の図 2・4 を参照。

図 2・4 「なぜ教育貢献活動が求められているかj

子どもたちの将来への夢や希望を宵む

（教育貢献活動推進協議会ホームページ http://ce-kyogikai .main.jp/kyougikaigaiyou.htm より）
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第三章企業が参画する環境教育に関する研究会の報告

平成 17 年 10 月 24 日、法政大学地域研究センター主催による、 f企業が参画する環境教育に関

する研究会j が開催された。本研究会は、千代田区内の公立小学校へのアンケート調査およびヒ

アリングの結果の概要と、あわせて先進事例および先行研究などについての中間報告を兼ねて実

施されたものである。

当日は、本調査研究に関する千代田区役所教育関係者及び千代田区 ISO 担当者、大学の関係者

など約 40 名の参加があった。本章第一節は、千代田区の環境教育に関する報告と、先進事例と

先行研究を紹介し、第二節は、千葉大学教育学部助教授の藤川大祐氏の、「企業と連携した授業

実践の成果と課題について～事例を踏まえて～J と題した基調講演の逐語録を、第三節は、千代

田区の調査、先進事例や先行研究、および基調講演を踏まえての質疑応答の要約である。なお、

先進事例及び先行研究については第二章に詳しく掲載しであるので本章第一節では省略した。

第一節 千代田区の環境教育に関する報告

平成 17 年度の法政大学地域研究センターにおける千代田学プロジェクトでは、千代田区内小

学校における環境教育の実態を把握するため、 8 月 23 日から 30 日にかけて、区内の公立小学校

8 校全校の環境教育責任者を対象にヒアリングを実施し、それと並行して、各小学校のクラス担

任教員を対象に、環境教育に関するアンケート調査（郵送調査）を実施したっ詳細は第一章にて

「千代田区における環境教育の実態j としてすでに述べているが、研究会において報告した内容

に一部変更したものを以下に記述する口

1-1 環境教育に関する教員・学校の認識および現状の問題点

図 3・1

環境教育に関する共通の認識

早期教育
（アンケート調査およびヒアリング調査｝

ex. ）小さいころからの意識付けを行い、生活の

中で活かす力を育てる

体験的学習の重要性
ex. ）知識の注入だけではなく、主体的に感じ取る

力を育てる

2005/10/24 環境敏宵に闘する副査報告（法政大学地繊研究センター）
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環境教育に対して、教員がどのような

認識を持っているのか、ということであ

るが、アンケート調査およびヒアリング

から、図 3・1 に示しているように、主に

二つの論点をあげることができる。第一

点は、「早期教育j である。環境問題に

対して、小さい頃からの意識付けを行い、

生活の中で実際に活かす力を身につけ

させることが重要である、という認識は、

アンケートにおいてもヒアリングにお

いても随所に見られた。第二点は「体験

的学習の重要性jで、これに関しても、
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教室での知識の詰め込みだけではなく、児童が主体的に感じるカを育てる、ということの重要性を

多くの教員の方が挙げている。

図 3・2

図 3・2 は、クラス担任対象のアンケー

ト調査において、「環境教育の必要性や

必要性や意義 i意義についてどのようにお考えですかj

｛アンケート調査より｝！ という設問に対する回答からキーワー
．．．宵における2・や必要鐙についてのキーワードと幽••• I 

ドを抽出し、その出現頻度をグラフにし

たものである。実践の必要性や環境問題

を考える必要性、早期教育の他にも、思

考力の向上や意識の改善、環境教育の場

としての学校の有効性などが挙げられ

ている。いずれにしても、これからの時

代における環境教育の重要性というも

叩脳 環m に...,.i≫ ...航跡＊－if~i?~~ー｝ ｜のに関しては、どの教員もどの学校も共

ことがアンケート調査およびヒアリングからわかった。

図 3・3

現状の環境教育に関する問題点

｛アンケート圃査およびヒアリング．査より｝

ロ自然（立地条件）

口時間的制約

口教授法

ロ教材

口知識

口担い手
2005/10/24 環境唱監宵に聞する周査鰻告｛湾政大司摩地蟻研究センター｝

通して感じている、認識しているという

環境教育は重要で、あるという認識の

中で、実際に千代田区で行われている環

境教育の現状には、どのような課題や問

題点が存在するのか。アンケート調査お

よびヒアリングから図 3・3 に示したも

のが挙げられる。自然、時間的制約、教

授法、教材、知識、担い手とあるが、ま

ず自然についてであるが、ほぼ全ての学

校において問題点とした理由は、全ての

学校がビルに固まれているという立地

条件から、児童が親しみを感じたり守り

たいと思う自然環境というものをほと

んど実感できない点が挙げられる。

時間的制約という問題は様々な部分に関わる問題であるが、例えばその次の教授法の問題でも、

児童への環境問題の教え方を学ぶ時間が無い、ということが挙げられた。またその教授法につい

ては教えてくれる人もいない、知らないという問題も挙げられた。教材・知識・担い手に関して

は事項から少し詳しく述べる。

-70 ・
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教材の問題に対してアンケート調

査やヒアリングから、図 3-4 にある三

つが主な意見としてあげられる。関連

〈アンケート周査およびヒアリング圃査より＞ I 省庁や様々な企業から膨大な量の資

第三章企業が参画する環境教育に関する研究会の報告

図 3・4

教材の問題

ロ量が多すぎて、選択にこまる

ロ児童の発達段階の実状に合わない

ロ情報の偏りが見受けられる

2005/10/24 環境敏宵に回する鶴査報告（濠注文学総繊研，Eセンター）

図 3・5

情報の偏り
渇蹟掠輔援現匝，r-:...i 舟守：＇l>ri: 功司区

教材の網麗範囲

4 鋸記入
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2005/10/24 環境徹宵に冒する調査・告｛法政大学地織研究センター｝

図 3・6

知識
~ll撤位陣’罰笥軍濁由蹟厳持管W~＂＇＂＇‘~··争耐えE相官制~~ベト主主，・，，に埼暫竺；：！io«；百＂＂＇

知”の補充 ｛アンケート筒査より）

ロ特に行いた〈
ない

ロ多少行いた
L、

口大いに行い
fこい

2005110/24 ・..食宵に”する周到t•tH法磁文学亀訓11••センター｝
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料が送られてきており、 一つひとつ見

て、教材として使用できるかどうか吟

味する時間が無いということや、内容

が児童の発達段階に合っていない、情

報の偏りがあるなどの意見があった。

またこの情報の偏りに関して、次項で

アンケート調査の結果を示す。

情報の偏りを「教材の網羅範囲J と

して、 0～4 までの 5 段階、数字が大

きくなるほど充実度を感じている、と

いう形でアンケート調査を行った。そ

の中で、「OJ と回答した教員はいなか

ったものの、充実 していないと考える

「lJ を選んだ教員が 42% を占め、ど

ちらともいえないとい うレベルであ

る「2J を選んだ教員が 39% 、この二

つをあわせると 80% を超え、図 3・5 か

らもわかるように、大部分の教員が網

羅範囲に満足していないと 言える。

次に環境問題に関する 「教員の知識j

という問題についてである 。教員の

方々の知識量というものがどの程度あ

ればよいかというのは難しい問し、かけ

である。「環境問題に関する知識の補充

の必要性J ということに関して、 80%

以上の教員が補充を行いたいと考えて

いることがアンケート結果からわかる。

そのグラフを図 3唱に示した。一見す

ると、積極性があり、良いことのよう

に見える結果を問題点としてあげたの

は、前述したことと関連しているが、
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これほどたくさんの教員の方が環境に関して学びたいと考えているにも関わらず、そのための時間

がない、教えてくれる講師がいない、知らないという現状があるからである。

図 3-7

担い手

環境教育における主な担い手
（アンケート副査より）

「寸 I 「 「

教 保地図尊

師磁場一わ門
者 ごり家

山あ
人

る
全

2005110/24 環績敏膏に闘する調査繍告（法政大学地織研究センター〉

1-2 企業参画による環境教育に関する認識

また環境教育は誰が行うべきなのか

という「担い手J に関する設問に対し

て、［教師］を挙げた人がもっとも多か

ったのだが、知識の補充と沿うように、

現状として、環境教育を行いたくとも

どこまで環境教育に教員が時間を割け

るのかという問題がある。図 3-7 のグ

ラフでは教師と保護者それぞれでカウ

ントしであるが、教員と保護者、のよ

うに、家庭との連携をあげた教員の方

も多くいた。

ここまで、環境教育に関する教員・学校の認識および現状の問題点を述べてきたが、これらの問

題を解決するための一つの選択肢として、「企業参画による環境教育の可能性j を探ってみたい。

図 3-8

企業参画に関する認識

企業参画の必要性 （アンケート掴査より）
。

無回答
6% 

4 
－／ 

13% 

4 

35% 

2005/10/24 環績敏宵に聞する属査縄告（法政大学地織研究センター）
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「企業の参画に関する認識j という

ことでアンケート調査を行った。前

出の図 3・5 のグラフと同じように、 0

～4 の 5 段階で「環境教育における

企業参画の必要性J に関して質問し

たところ、約 50% の教員が必要であ

る、大いに必要であると考えている

ことがわかった。またどちらともい

えないというレベルで、ある「2J を選

択した教員が 36% ということで、

80% 以上の教員は、多少なり何らか

の必要性や可能性を感じていると考

えられる。
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図 3・9

必要と考える背景
調財閥耐跡事－』他国・刊問F 坦ぷ立主二三官一輔副保有弱捕鴎鮎蛍錦織蜘跡珂ゅ

（アンケート掴査より）

企業が有する専門性の開示

連携が求められる時代的要請

教員の時間的制約の解消

児童の直接体験への期待

2005/10/24 環潰教育に圃する．査纏告｛法政大学地調E研究センター）

a では必要性を感じている教員はなぜ

そのように考えているのかというと、

図 3・9 で示した理由が挙げられている。

第一点は「企業が有する専門性の開示j

ということで、企業というのは当然の

ことながら、ある分野におけるスペシ

ャリストであり そこにはたくさんの

教育資源がある、ということである。

第三点は「連携が求められる時代的要

請J である口現代社会においては、学

校は学校、という時代ではく、「開かれ

た学校J として、各小学校で、環境教育

に限らず様々な取組みがなされている。

第三点の「教員の時間的制約の解消j ということでは、例えば企業の方から、私たちはこんなこと

で協力できますよ、ということが学校側にしっかり伝われば、学校の教員は環境教育で何をやろう

かということを、時間的制約がある中で考える必要がなくなる。もちろん、そのためには多くの課

題があると考えるが、それに関しては後述する。第四点の「児童の直接体験への期待J というのは、

現在も環境教育として全国で多くなされていると思うが、企業訪問や、工場見学のようなものがあ

げられる。

図 3-10

企業参画の意義・利点
（アンケート掴査およびヒアリング回査より｝

専門性
企業の専門家による人的支援

実体験
企業訪問や施設訪問で得られる体験

最新の情報
資料・教材提供などの物的支援

2005/10/24 環境教育に闘する調査報告（法政文学地織研究センター）

では企業の参画のもとで環境教育を

千了うことに、どのような利点があると

考えられているのかというと、前述し

た必要とする背景と対応することにな

るが、まず企業の持つ「専門性j があ

げられる。専門性を活かして行われて

いる授業形態では出張授業などがある。

そして第二点に「実体験j であるが、

企業訪問や施設訪問という形式で体験

的学習を行うことができると考えられ

る。第三点は「最新の情報j というこ

とだが、環境問題は最近ではアスベス

トに代表されるように、新しいものが次々と現れる。小学校という場ではなかなかそういった最新

の情報に追いつけないが、企業では、最新の情報やそれにかかわる具体物を持っている場合が多い。

我々は 7 月に千葉大学教育学部藤川助教授が代表を務める NPO 法人企業教育研究会（ACE ）が行

っている環境教育の授業を見学させていただいたが、そこではトヨタ自動車の協力で、環境に配慮、

したハイブリット車であるプリウスという具体物を使って授業を行っていた。たまたまプリウスを

-73 ・

Hosei University Repository



第三章企業が参画する環境教育に関する研究会の報告

所有する先生がいれば別であるが、極端な話、授業のために小学校がプリウスを買うことができる

かどうか、ということである。そういった意味で資料や教材などの物的支援ということが企業参画

のメリットとしてあげられる。

で

は

と

区

加

れ

企

る

つ

ず

ら

活

う

工

で

わ

る

ら

も

撲

と

こ

回

目

ら

で

あ

三

ま

け

献

い

宮

中

携

き

か

を

剛

こ

う

代

約

え

と

が

た

。

づ

貢

と

都

の

に

で

親

り

も

る

い

千

は

考

こ

点

し

る

置

域

う

字

文

育

ル

、

が

の

あ

と

は

日

鉄

る

利

示

れ

位

地

行

、

論

教

一

へ

広

も

で

る

点

人

当

す

や

に

ら

て

、

を

は

も

、

ピ

親

た

う

地

い

一

の

が

画

義

U

げ

し

が

援

て

授

た

ア

ら

し

ハ

心

て

う

習

の

参

意

含

あ

と

だ

支

し

教

ま

に

か

と

い

」

中

つ

も

国

も

に

な

図

て

環

と

育

関

助

。

会

子

り

j

の

行

た

J

う

育

ん

し

一

こ

教

に

夫

た

社

、

か

件

済

を

ま

ら

い

教

ど

と

と

の

う

境

性

伸

い

に

く

っ

条

経

援

o

が

と

境

は

う

の

動

い

環

会

橋

て

単

な

し

地

本

支

る

な

割

環

に

い

も

活

と

て

社

三

れ

は

は

と

立

日

育

札

り

役

は

側

と

な

頃

J

し

の

学

ら

と

で

へ

「

、

教

色

あ

の

で

引

か

主

α
る

と

と

大

べ

こ

け

域

う

し

境

北

で

て

業

の

が

「

れ

動

こ

科

述

る

だ

地

ν
地

環

完

人

し

と

立

の

三

万

と

区

く

校

だ

4

民

泊

近

学

ル

ト

区

仲

い

中

l

h
r

4

t

畠
山
町
羽

U
「

千

M

J
る

口

む

の

胤

動

来

i
A

刊

次

、

：

活

出

吋

士

、

が

献

信

区

山

は

，

担

貢

発

匠

業

で

本

会

に

代

企

点

の

社

国

千

j

、

う

業

が

全

o

と

い

企

業

く

る

る

と

場

企

な

れ

え

り

上

の

は

も

考

同

区

で

け

を

広

の

回

報

あ

と

た

う

代

情

が

こ

っ

レ

千

の

j

の

い

と

の

け

性

そ

う

区

そ

だ

域

そ

泊

、

。

区

地

る

れ

し

田

右

右

た

千

な

代

異

も

ま

o

い

千

特

に

。

る

違

、

「

人

つ

あ

聞

は

の

万

図 3・11

企業参画の意義・利点

ロCSR 活動の一環と位置づけられる

ロ立地条件

千代田区という政治・経済・の中心地から

情報発信できる

ロ特異な地域性

昼間人口を構成する企業市民としての

役割の実現

2005/10/24 環境敏宵に闘する掴査・告（法政大学鎗揖研，Eセンター｝

る、ということである。

図 3・12

企業参画の課題

口企業参画に関する企業・学校双方のイ
メージ不足

ロ企業・学校双方に関する情報の不足

口企業・学校聞の意思疎通

2005/ 唱。』24 ..・宵に闘する圃釜穂含｛遺書量大宇治織研究センター｝
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ではこれまで述べてきた企業参画

にはどのような課題があるのか。

図 3-12 に示した三つがあげられる

が、まず第一点は「企業参画に関す

る企業・学校双方のイメージ不足j

ということである。これは実践例に

関する情報不足ということで、ヒア

リングを行った際にも、他校でどの

ようなことが行われているのか知り

たい、というような意見が聞かれた。

また第二点の「企業・学校双方に関

する情報の不足j ということでは、

学校からすると、企業にどのような
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ことで協力を求めることができ、どんな効果があるのか、こういうことを子ども達に体験させたい

がいったいどこの企業に依頼することができるのか、ということが分からない。また企業も、こん

なことができるから協力したいがそのようなニーズがあるのか分からない、というように相互認識

の欠如状況が実態である。第三点の「企業・学校間の意思疎通j というのは実際に授業を行う際の

問題として浮上することになるのだが、打ち合わせ等の時間がお互しト十分に取れないために本来の

ねらし、から逸れてしまう可能性がある。これら三つをまとめると、企業・学校双方の認識不足、企

業がどういうものか分からない、学校がどういうものか分からない、ということに集約できると考

えられる。

これまでの流れを総括すると、環境

教育の現状として、教員の方々の時間

がないということや、周辺環境として

自然が少ないこと 教材も児童の実態

に合ったものが用怠されていないこと

など、様々な問題点が存在している。

こういった問題点がある中で、し、かに

して実効性の高い環境教育を実践して

いくか、ということを考える時に、仮

説として学校現場への企業参画の可能

性というものを取り上げた。そこには

企業の持つ専門性や多くの人材や豊富

な資金力などの様々なメリットと、お

互いの認識不足という課題があったが、そうした課題を乗り越えることで、環境教育の充実として

図 3・13

供提材教の容内
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人

物
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児

企

2005110/24 環壕敏宵に闘する薗査績告｛法政大学鳩犠研究センター｝

1-3 まとめ

図 3・14

却 05/10 氾4 ...宵に闘する圃牽暢告 u憲政大学亀緩研究センター）
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以上、多様な課題が存在することを

ここまで述べてきたが、環境教育を行

うにあたり人的支援、物的支援、金銭

的支援や教材支援というものが学校側

から企業に対して期待されているとい

うことは、アンケート調査およびヒア

リングから明らかであるの
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の選択肢のーっとしてではあるが、企業の参画による環境教育が千代田区内に於ける可能性が相当

高いものであることと、それの実現に向けての関係各主体問での協働による取り組みが必要である

ことを提言したい。

図 3・15

まとめ

口学校側は期待している

ロ企業は参画を望んでいる

口様々な課題の解消が必要

口第三者機関等の設置

おわり

2005110/24 環境敏育に罰する濁査報告｛法政大学地域研究センター｝

中間報告の段階としてではあるが、

今回の調査から、学校側は企業の環境

教育への協力に期待もし、その実現を

希望していることも明らかになった。

ただ、そのためには先に取り上げた

様々な課題が解消されることが前提で

ある。ではそのような現状を解決し、

より実効性のある環境教育を実現する

ためにはどのような手法が望ましいの

か。我々はヒアリング、アンケート調

査と平行して全国の先進事例の調査も

行ってきた。それらの調査結果も合わ

せて考えてみると、学校と企業の聞に立って両者を調整する第三者機関等の設置が必要条件となり、

そうした機関の早急な設立を千代田区の環境教育に関する関係各主体に対して提言したい。

（執筆担当者：白戸）

. 76 ・
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第二節 千葉大学教育学部 藤川大祐助教授による基調講演（逐語録）

テーマ I企業と連携した授業実銭の成果と課題について～事例を踏まえて～j

本日はお招きいただきましてありがとうございます。私は、東京生まれの東京育ちでご

ざいまして、千代田区に来るととても懐かしいというか、安心感がございます。環境教育

をやっておられる方は野山で、育った方が多いような印象があるのですが、布、は、都会に育

ちまして、高速道路の下の公園で遊んだりした少年時代を過ごしました。そういう人間が

環境について考えると、世間で考えている環境教育で本当にいいのかと疑問を抱く部分も

多くございまして、そんなお話を中心にさせていただきたいと思います口

1-1 NPO 法人 ACE の活動について

私は、 NPO 法人企業教育研究会の理事長をしております。この法人は、学生たちと 一

緒に作っている、千葉大学内の NPO という風に考えていただいてかまいませんよまず、

その NPO についての説明をしてから、少し、詳しくお話をしたいと思います。

図3-16 [ NPO 法人 ACE 概念図］

（図3・16 ）は、私ども

の NPO についての概念

図です、 ACE （エー

ス）というのが、企業教

育研究会の略称I です口

企業教育研究会というの

は、企業と教育をつなぐ

組織という意味でご5 い

ます。学校と学生と企業

と三者を結ぶっていう 三

角形がとても重要だと、

考えております。最初jは

「学生j という項目がありませんでした。学校と企業を結ぶということしか当初考えてい

なかったのですが どうもやっぱり学生が入るっていうことにとっても大きな意味がある

んじゃなし、かなと思って「学生j を入れました。法政大学の皆さんも、学生さんがどうい

う風に関わるのかというのを大きなテーマにしていただけると良いと思いますが、紅ども

は、大学生や大学院生たちがスタッフとなり、授業プランナーと称して、授業を作る活動

をしています。

企業教育研究会では、学校や企業に伺って学校のニーズに合った授業を、学生スタッフ

が企画し、プランニングし、学校の先生と一緒に実施するという活動をしています。これ

は、 三者それぞれにメリットがあると考えております。

I The Association of Cooperation and Education の略称

-77 ・
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学校について申し上げますと、学校の先生方はお忙しくて、時間的制約があり、どうし

ても先生方が平日に動いて取材をするというのは難しいわけですね、では、夏休みだけ取

材して授業すれば良し、かと言いますと、最近夏休みも覚束ない、ということもあります。

一方、企業の人が授業を作って学校に入っていけばいいじゃなし、かと考えられるもしれ

ませんが、これがなかなか厄介でございます。つまり、企業としてご提案になりたい点っ

て沢山あると思うんですが、学校からしてみると、それをそのままやっていいのかどうか

は、なかなか難しい点がございます。学校としては環境教育に何がふさわしし、かを考える

んですが、企業さんはご自分たちの強い点で PR されますよね。この点で強いんですと言

われでも、それだけでは環境教育としてバランスが取れたものになりにくいわけです。

また、あるいはですね、ここにいる企業さんはどうか分かりませんけれども、 一般的に

いうと学校に売り込んでくる企業さんというのは、宣伝をしたいとか企業イメージを上げ

たいという動機付けがはっきりしていて、そのままいらしてしまうと学校としては因って

しまうんですね。地域や保護者は、宣伝はまずいという意識がありますので、昔ほどでは

ないにしてもかなり警戒をします。

ですから、どうしても仲立ちになる人達が必要だということになります。つまり、学校

も企業も環境教育その他の授業を連携して行いたいというニーズがあるんだと思います

が、問に入る人が居ないと中々うまくいきません。間に入る人が求められています。た

だ、コーディネートするということで学校教育を支援する企業もあるにはあるんですが、

企業でやると結構難しいんです。というのは、学校教育の支援という活動は、率直に言っ

て儲からないんです。企業さんの方を学校にお連れして学校で授業をやってもらっても、

学校はお金を出してくれませんよね。交通費ぐらいは出してくれるかもしれませんが、コ

ーディネートする企業の収入として十分なほどには成りません。やはり、相当なお金を頂

かないと、営利企業としては成り立たないわけです。では、企業さんからお金を頂いて授

業をするっていうのはどうか。社会貢献活動費、 CSR の費用、そういったものからある程

度お金を頂くって事は出来ると思うんですが、それをコーディネートする側の収益として

十分な額を要求するとなると、これはかなり大変な話で、多分、 一授業一千万円とかって

いうことがないと、紹介する企業が営利的に成り立たない、と思います。

で、学生が行うことによるメリットはほとんど人件費が掛からないっていうことです。

企業教育研究会ではアルバイト程度にはお金を出していますが、一般の社会人の方がそれ

で働いて生計を立てる程は出す必要は無いだろうと考えています。学生は勉強をしている

んだ、ということを忘れてもらっては困るし、学習のために活動しているという要素をき

ちんと学生たちにも忘れないで居て欲しいと思っています口ボランティアベースだけれど

も、アルバイトも他にしなきゃいけないような学生が多いですから、他のアルバイトをし

なくて済むくらいの学費の足しにはなるようなアルバイト代ぐらいは出しています。実務

的な話で申し訳ないんですが、人件費が安く済むということを、うまく回すには大事でご

ざいます。それほど高い人件費を払わなくても、学生たちは頑張ってくれます口むしろ中

途半端にお金のためにやらせると、時間給もらった時だけ働くっていうような曲がった意

識になりますから、基本的には自分たちには学習だって思ってもらった方が熱心にやるみ

たいです。学生にとっても、勉強になるというメリットがあるわけです。

教育学部ですので教員を目指す学生が多いんですが、学校を出てそのまま教員になって
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いいかというと、すごく悩ましい問題なんですね。学校しか知らないで教員やるのは、不

安に感じられます。学校しか経験ない先生方もいらっじゃるかもしれませんが世の中どん

どん変化していく中ですから、教員以外の世界も知ってから教員にならないとどうも安心

できないって言う学生が多いですね。そうした時に、在学中から企業の方と接する機会が

あって、そして、教育実習とは違う形で学校の先生方とも一緒に活動ができることの意義

は大きいわけです。

また、企業に勤めたいって言っていた学生が企業教育研究会の活動である程度満足し

て、もうこれだけ企業の方とお付き合いしたんだから、自分はもう教員になりますってい

ってさわやかに教員になっていく者も居ります。教員養成教育としても、この活動は良い

かなという風に思っております口一つのやり方として知っていただけると、千代田区での

今後の展開にもご参考にしていただけるのかなと思います。

1-2 企業と連携して行う ACE の授業づくり

図3・17 [ACE の授業づくり事例］

企業教育研究会の授業づくり事例

・食品企業と連携した食育

－さまざ、まな企業と連携したキャリア教育

（ロッテ球団、ヤフ一、リクルート等と連携）

．新聞社と連携した言語技術教育

・さまざまな企業と連携した先端技術に関する授業
(JAXA 、ソニー等と連携）

・ゲーム関係企業と連携したゲームの授業

．非福祉系企業と連携した福祉の授業

・地域商店街と連携した総合学習

で、まずは全体的なことをお話しさせてください。

3 

で、次（図3・17 ）お願

いします。先進事例と言

っていただいたんです

が、私たちは、環境教育

は数としてはあまり行っ

ておらず、色々なテーマ

で様々にやっておりま

す。ここ 3 年で 50 テー

マぐらい取り組んでいる

んですが、環境教育はそ

のうち 1 割ぐらいでしょ

うか。環境教育を推進し

ている団体として言うに

は若干おこがましいの

教育のテーマは様々ありまして、教科・ジャンルを問わずに色々な取り組みが必要だと

いう風に考えており、様々な取り組みをしております。特に、私の研究は元々ジャンルを

超えた授業づくりがテーマで、環境教育はかなり確かにやっていますが、数学教育、メデ

ィアリテラシー教育（メディアに関する教育）、ディベート教育、アーテイストと連携し

た教育なんかもやっていたりしています。色々なジャンルの教育を従来の枠組みに囚われ

ずに作るという研究をしてまいりましたので、企業と連携したこの NPO の事業もさまざ

まなテーマで、やっています。

で、少し中身をご紹介するとイメージが湧くと思うんですが、まず、読売新聞社とは言

語技術教育でプログラムを一緒に作っています。これは 6 時間の定番的なプログラムとし

て来年度から読売新聞紙上で学校を募集して、記者さんとうちのスタッフが伺って全国各
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地で授業をするという構想で、やっております。

最近、子供たちが、総合的な学習の時間で地域に出かけていって、地域の人に取材した

りだとか、あるいは調べた事を発表したりとか そういう機会が多いですが、そうした活

動は必ずしもうまくいっていません。先生達も経験がないですから、指導に困っておられ

るわけです。一方で、新聞社の方はプロですから、取材の技術だとか、記事を書く技術だ

とか、見出しを付ける技術だとか、そういうものを新聞社の方から学んだらいいというこ

とで取り組んでおります。例えばインタビューの授業は、まず新聞社の方にお手本を見せ

てもらうんですね、初めて会う人に対してその場で 3 分ほどのインタビューをしてもらい

ます。新聞記者の方のメモをビデオカメラで、取ってスクリーンに写しまして、どんなメモ

を取って聞いているかを子どもに見てもらうんですね。そうすると、子どもが一番理解す

ることは、とても汚い字で書いている、速い、全部は書いていない、そういうことが分か

るわけですね。子どもにとっては、メモってそういうスピードで書くということを知らな

いんですね。インタビューに行って、メモしましようなんて言うと、どうも全部きれいな

字で書いたりして、スピードが付いていけないんですね。汚い字で書いていても根掘り葉

掘り相手のことは良く聞いて深めているということを学んでもらいまして、で、その後子

どもたちにも交代で実習をさせるわけですね。そういう授業をやったりしています。

他のテーマでもやっていますが、細かいことはいいとして まあ そんな風に企業の方

に入っていただいて授業をする、ということをやっています。

ざっと言うと、食品企業って言うは幾っかやっているんですが、その中でもマクドナル

ドと 一緒に食育の授業をやっています。マクドナルドというと、マクドナルドみたいな会

社が日本の食生活を駄目にしたんじゃなし、かという話をする方が多くて、怒られることが

あります。 しかし、マクドナルドとしては、食生活の改善に貢献したいっていう思いがあ

るんですよ。毎日ハンバーガー食べているとぶくぶく太って病気になるって映画がありま

したけど、マクドナルドの人たちも毎日食べて欲しいわけじゃないんですね。食について

適切に理解すること、それからファストフードやコンビニエンスストア、冷凍食品といっ

た食品についても付き合い方をちゃんと考えるといったことがむしろ必要だろうと思いま

す。インターネットのサイトで教材を公開しておりまして、それを使ってですね、授業を

実験的に推進しています。

それから、キャリア教育も大事なテーマでして、ニートやフリーターの増大ということ

が今注目されておりますが、子どもたちに職業観・勤労観を学んでもらいたいということ

で、授業を作っています。企業の方が関わっていただく意義として、世間で働く人として

の見本になっていただきたいと考えています。お手本って言いますか、こんな思いで、こ

んな風にして働いているんだ、ということを見せるという意味では、あらゆる場面がキャ

リア教育になります。環境教育についても環境の問題に対してこんな風に働いている方が

いるんだ、環境問題を改善しよう、解決しようとしてこんな風に頑張って働いてる方がい

るんだ、ということを知ること自体が環境教育としてもキャリア教育としても意義あるも

のとなると思います。

キャリア教育をテーマにした授業もいくつかやっています、千葉ではですね、日本シリ

ーズ大変なことになっておりまして、霧が出たり、東京モーターショーを隣で、やっていた

りして渋滞が凄いんですが、千葉ロッテマリーンズがお蔭さまで日本シリーズでは良い成
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績に成りました。そのマリーンズと 9 月から連携授業をやっています。夢を活かして働く

っていうテーマなんです。子供たちの中に野球選手にな“りたいっていう子も多いです。そ

う思うことはとても良い事なんですが、実際にはなれないことが多く、なれる人はむしろ

稀です。でも、なれなくても野球が本当に好きだったら、野球が好きなことを活かして仕

事をすることも出来るんです。マリーンズの企画広報部長さんが今年の 1月に IT 系の会

社から転職していらしたんですね。そして去年までの企画広報戦略を見直しまして、かな

り大胆なイベント・企画や広報活動を展開されました。今年マリーンズが強いのはそうい

ったスタップの支えが大きいんだと私は思っています。町を上げて応援するっていう雰囲

気がかなり出来てきたんですね。その方に授業にいらしていただいて、野球が好きで、好

きなことを活かして働きたいっていう思いがあって、実際に野球の選手でなくても、こん

な風に球団を支えることが出来るんだということを、企画広報の仕事を通して学んでもら

うという授業をやっております。

他にも、ヤフーさんとボータルサイトビジネスを作ろうという授業を高校生の子たちと

やったり、リクルートさんとはリクルートエイプリックという関連会社がございまして、

転職斡旋をしている会社と一緒に、働くってどんなことだろうか、転職する ってどんなこ

とだろうかっていうことに関した授業をやっております。

それから、先端技術みたいなものも大事だと患っております。 JAXA （宇宙航空研究開

発機構）とGPS に関する授業を行っています。 JAXA とは環境教育をやってもいし、かなと

思っていますが それはまだやれていません。 ソニーさんとは お財布ケータイとかスイ

カの技術である「フェリカ j という非接触 IC 技術についての授業も行っています。

またテレビゲームについての授業もやっております。ゲーム会社にも関わっていただ

き、ゲームだけやってても本当にゲームは楽しめないとか、ゲームを作る仕事をしたい人

はゲームだけやってちゃ駄目ですよ、なんていう話をしてもらってます。

あるいは福祉系企業と関連した福祉教育というのにも力を入れています。これは環境教

育とも同じモデ、ルで、考えられると思います。環境に直接関係する仕事じゃなくても環境に

配慮、して働かなくてはいけないんですね。多くの企業さんが環境に対する取り組みってい

うのを必ずなさっています。どんな仕事でも、環境に配慮するっていうのが大事なんです

よね。同じことが福祉についても言えまして、様々な企業が、直接福祉に関わる仕事をし

ていない企業でも福祉に配慮した仕事をしている、ということがございますu 今やってい

る授業では、ナムコという会社とセコムという会社、この二つにご協力いただいてやって

います。

ナムコという会社はゲーム機を作っていたり、テーマパークを運営したりしている会社

なんですけれども、横浜に「かいかやJ というディ・サービスセンターを持っているんで

す。お年寄りが昼間通って来る施設でして、大正ロマン風のテーマパークっぽい施設なん

ですよ。タキシード着てくるお年寄りも居るらしくて、気分を高めていらっしゃるんです

よね。で、それが、お年寄りが過ごすのにとても良い環境という風に言われています。

あるいはナムコは「太鼓の達人j というゲームを作っているんですが、これはリハビリ

用に改良したものがあるんですね。太鼓の達人 RT 、 「リハビリテイメントマシーンj と

いうことで RT が付くんです。太鼓叩いてリハビリをしちゃうという非常に楽しいものを

作っておられます。ナムコにはそういった技術があるんですね。
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セコムという会社はご存知の通り警備の会社ですが、センサーについての技術がありま

す。これを応用して、福祉ロボットを作っています。 fマイスプーンj といってスプーン

で目の前にある食べ物を掴んでくれて、スプーンで口に運んでくれるというロボットなん

ですね。そういうロボットを作っていて、そのロボットを教室に持ち込ませていただい

て、技師さんにもいらしていただいて授業をやったりしました。

こうしたことを行うと、どういう立場にいても福祉に貢献することが出来るんだってこ

とになってきます。我々や子どもにとって非常に勇気付けられると言いましょうか。福祉

の仕事に就かないと福祉の貢献って出来ないのかなと思、っていた子どもが、いや自分の好

きなことをやって福祉に貢献しようという風になります。

次に、地域商店街と連携した総合学習です。今、西千葉地区の地域振興の取り組みを千

葉大学附属小学校の授業で、やっているんですが、職業に就いている方々を子供達がビデオ

撮影して番組を作るっていう授業をやったり、職場で働いている人の仕事振りをダンスに

するっていうのをやったりしています。これは従来の職業観察とは全く違って、厳密に見

なければ真似できませんから厳密に仕事を見て、何が重要かを考えるわけです。美容院に

行きまして、こんな風に髪を切ってですね、なんか、こう切って真ん中で止まるのがポイ

ントらしいということなどが分かります。
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1-3 ACE が行う授業づくりの特色

図3・18 ［授業づくり］

授業づくりの特色

• r善玉Jf 悪玉JI こ色分けしない

• r人jの生き方、「利他的な夢jにふれる
（子どもを社会！こ「正統的周辺参加jさせる）

．知的好奇心より「承認欲求jに訴える

・メディアの積極的な活用

・言語技術（リテラシー）を重視する

．身体による理解・表現を重視する
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厳しさを聞くと、挫けそうになるんですね。私は、どんな仕事でも墜を乗り越えていく使

命感・決意・覚悟、そういったものが必要なんだという話をするんですよ。仕事っていう

のは他人様の為にという面が必ずある訳で、誰かの為に頑張るってことが出来なければ働

いてなんかいけないんだよ、という事を言います。で、そういう意識を持っていられれば

多分乗り越えていけるだろうという風に思っています。小学生、中学生の子どもたちにも

こういうことを分かつて欲しいと考えて授業づくりをしています。

それから次ですが、知的好奇心より「承認要求j に訴えるということをやっているんで

す。これはちょっとややこしい話ですから、丁寧に言いますね。企業の方が、教材を作っ

てくださるということが結構あります。そういう教材をみていると、知的好奇心に訴え

る、つまり、これどうしてなんだろうなとか、どうなってるんだろうなって、もっと知り

たくなるような教材を作ってくださるんです。それはいいんですが、それだけでは授業と

して使えません。情報が十分に無かった時代には、もっと知りたい、もっと知りたい、と

いう子どもの思いが出易かった訳ですが、今は情報が多いですよね。良い時代になったん

ですが、情報がたくさんあって子どもに対しても、テレビ番組を見ていれば、色々なこと

を教えてくれる教養的な要素を持ったクイズ番組とか、 ドキュメンタリ一、情報番組と、

色々な番組がありますね。科学番組なんかもあります。楽しく学ぺちゃうわけですね。

あるいは、ベネッセコーポレーションなどの通信教育の教材って結構シェアを占めてい

て、幼児レベルから面白い事を色々教えてくれるんですね口すごく良く出来てますよ。例

えばですね、年長用、 5 歳児用のビデオで、チョコレートはどうやって出来るかなんてい

うのが、あの、原料とかですね、その、カカオの状態、アフリカの写真なんかも貼ってあ

って、チョコレート工場の映像なんかもあって、あ一、チョコレートってこうやってでき

るんだってのがすごく良く、納得できるように作られてるんですよ。そいう情報が沢山あ

るわけですよね。

そういう中で、もっと知りたいってちょっと言っても、情報でお腹いっぱいって言う子

どもが多くなってきたんじゃなし、かな、という気がいたします。じゃあ、情報は見えてき

ましたが、今の子どもに欠けているのは何かというと承認、認められることなんですね。

昔は、子どもは地域社会の中で色々な年長者と接して成長してきましたよね。私よりもう

ちょっと上の年代の方なんかそうですね、 3 歳か 4 歳ぐらし、から、近所のお兄ちゃん、お

姉ちゃんに可愛がってもらって、鬼ごつことか、かくれんぼとかやって、近所のおじさん

おばさんも良く子どもの事を分かつてくれて、あら、なんとかちゃん大きくなったわね、

なんて声かけられる事が多くて、色々な人に自分の存在を認めてもらいました。怒られた

りもするんですがね、親だけじゃなくて色んな人が自分の事を知っててくれる、というこ

とがありました。しかし、今はどうかというと、あまり色々な大人に関わってもらえませ

ん。またお父さんが子育てに関わんない家も多いみたいで、お母さんが一人で面倒を見て

いるという家も多いですね口お母さんが社交的で色々なことをよくすれば良いんですが、

そうじゃないと、お母さん以外の大人とはあまり接したことがない、そう言う子どもも多

いんですね。で、お母さんも一人で子どもの世話をしてストレスが溜まるとか、あるい

は、価値観からいって、今の親の年代っていうのはバブル期に青春時代を過ごした時期

で、お金が豊かであることを幸せだと思っていて、夢破れた人が多いですから、なんか満

たされずに自分探しをしている親も居てですね、全般的に子どもに対して認めてあげると
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いうことが、親も社会も十分に出来ない、そんな指摘をよくされております。

で、我々は授業の中で、子どもたちが存在を承認してもらう、認めてもらうということ

を大事に考えます。面白いだろうというだけではなくて、あなたが考えたことを聞くよ、

っていうことを大事にしたいと思っています。後で言いますけれども、自動車会社と一緒

にやる授業でも、子供たちが未来の自動車について提案をして、それを自動車会社の方々

が聞くという事が大事です。企業の方には、もう、まとまってプレゼンしなくてよいです

から、子どもたちと必死に考えて、子どもたちの話を聞いてあげてくださいというお願い

をします。

やっぱり、教師、親以外の方に話を聞いてもらえるって事は子どもたちにとってはすご

く勇気付けられる事のようです。真剣に意見を聞いてくれて、厳しいことも言います。ま

あ、よく考えたら分かるんだけど、このアイデアちょっと使えなし、からこの辺をもうちょ

っと考えてみて、なんていう風に企業の方は厳しく接してくれます。そういう風にお願い

しているんですけれどもね、甘やかさないでいいですと。もし子どもがへこみそうだった

ら、我々がカバーしますから、あなたは甘やかさないでいいですからと言って厳しく言っ

てもらうことが多いんですが、やっぱりそういう風に接してもらうと、子どもは嬉しいん

ですね。自分が大人にまともに向き合ってもらったということで、すごく勇気が出るんで

すね。そういう授業を大事にしたらいいと思っているんです。

それから、メディアの積極的な活用という、これは当たり前といえば当たり前なんで

す。企業の方に教室に来てもらうのは、それはそれで良いんですが、働いてる様子が分か

らないんですね。で、職場見学なんかも最近ゃるようになっていますが、やはり働いてい

る場面が分からないと、どうも授業しにくいんですね。だから、私達の授業をやる時には

ほぼ必ず、職場に取材班が伺って、事前に映像を撮ってきます。それで、映像を使いなが

ら、授業するという風にします。ただ、やっぱり誤解の無いようにしていただきたいのは、

パッケージにするような、それだけ見れば分かりますよっていうような教材を作るという

意味ではありません。現場で出来ない事を補うような教材ですね。それを見るだけではな

くて、それを見て、考えるとか、その他クイズみたいにするとか色々工夫はあるんです

が、そういう風に映像教材を活用します。他にも、テレビ電話で教室と企業を結んでお話

をしたりなんて事をやりましたし、色んな意味でメディアを使うのも大事だと思います。

そしてリテラシ一重視ということも大事です。 「リテラシーJ って、最近の教育でよく

使う言葉です。国際学力比較調査で出てくる言葉です。 「数学的リテラシー」っていう

と、数学を現実の社会に活かせるように利用する能力なんですね。例えばあるグラフを見

て、そのグラフを読み取ることだったりとか、そういうテストがあるわけですね。科学的

リテラシーとか。読解リテラシーというものもあります。現実に活かせるような能力とい

う意味で使われます。元々は読み書き能力のことですけれど。読売新聞との連携授業で言

語技術をやっているということをお話ししましたが、それぞれの教科・領域にあったリテ

ラシーというのがあるという風に考えています。

で、環境については、例えば、エネルギーの量的な感覚が一つのリテラシーだと考えて

います。蛍光灯と普通の電球では、全然消費エネルギー違いますよね。あるいは、暖房と

照明とあるいは扇風機、それぞれ全然消費エネルギーのレベルが違ったりしますね。どう

いうものだとどれくらいエネルギーを消費するのかということが、今の基礎学力として大
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事じゃなし 1 かな、って思うんですね。

あの、よくエネルギー問題は資源の枯渇との事情でとにかく節約しましようと言ってで

すね、学校中の電気を消して歩いたりとかするんですけれども、そんなことやっても家で

ドライヤーを長く使ったらぜんぜん意味がありません。つまり どこでどのくらいエネル

ギーが使われているかっていう感覚を持つことなしに、エネルギーの授業をやっても、ほ

とんど、指導した意味がないんですよね口で、何もかも節約っていうのは非現実的ですか

ら、どこを重点的にやればいいかという戦略的な思考が必要なはずなんです口

ところが、なんでもかんでも節約が良いなんて話になってしまうと、もうほんのちょっ

との節約でもやった気になってしまって、うっかりすると油断して、とんでもないところ

で沢山使っちゃうということをやりかねません。

これは食育でも応用して考えてまして、カロリーについての授業を計画中ですが、人間

が一日生きてるだけで使うエネルギ一、基礎代謝と言いますが、そして、どの程度の運動

でどのくらい消費するのかが感覚的に分かる授業というものを考えています。これをやら

ないと、無茶なダイエットをする女子生徒がいたり、逆に過食になる子どもがいたりと、

色々出てくるわけです。でも、こういうことを教えている食育の授業って無いんで、重要

だと考えています。それぞれの教科・領域でこういう基礎的な能力っていうことがあるは

ずで、そういうことを身に付けさせるという事もやっていかなくてはいけない。

で、環境教育でも色んなことがあるのかなと思います。何を基礎学力的に身につけさせ

るか、ということも大事かなという事を思います。あの、身体による理解・表現というの

をさっきダンスの例でも出しましたけれども、幼ければ幼いほど体で分かる、体で表現す

るということが大事だろうと思います。

あとで言うんですが、エネルギーの教育では自転車発電というのをよく使います口さっ

き言ったことと関連があるんですが、自転車に自動車のバッテリーを改良したものを付け

ると、一生懸命漕ぐと子どもでも 70W ぐらい、大学生ぐらいがかなり頑張ると lOOW ぐ

らい給電出来ますっ lOOW というと家庭用のまあまあ大きいテレビの 1 台分で lOOW なの

で、テレビが点くぐらいになるんですね。ただ、点く程度なんです、どんなに頑張って

もりその時、ベタ守ルがすごく重いんですね。その重さが電力なんだ、重さがエネルギーの

量なんだ、というような感覚を身に付けさせようと思っています 3 これはもう、 一凶乗っ

たら忘れません。いちばん分かりやすいのが、その自転車の発電機にドライヤーを付けて

ドライヤーを動かそうとするっていう活動ですね。 ドライヤーというのはどんな機種でも

500W ぐらいはありますので、すぐには動きません。 じゃあどんな感じかっていうと、ち

ょっとあの、プロペラみたいな感じで、で、なんとなく風は吹いているんですが、ぜんぜ

ん熱くないんですねりところが、温度をクールにすると、動くんです。 ドライヤーという

のはどのくらい電気を食うのかというのが一一瞬で分かります。そういう体で分かるという

ことが大事かなと思ってやっていますり

我われは授業作りの研究がメインなので、いろいろな手法を編み出して、色々なテーマ

に応用するようにしようということをやらせていただいております。
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1・4 環境教育の考え方

図3・19 ［環境教育の考え方］

環境教育についての考え方

• r昔はよかったjとは考えない（時代は戻せない）

• r今できること』よりr大人になってできることJを重視する

．誰もが環境に貢献できると考える

・環境問題を『社会的ジレンマjと考え、『協力するjより『協力
させる』ことを重視する

• r善玉』『悪玉JI こ色分けせず、『悪玉jとされがちな人の取り
組みに光をあてる

・モラルおしつけでなく、『しくみJを理解させる

・「手当たり次第jでなく、戦略的に、環境問題に取り組ませる

．『社会は自分一人でも（少U お変えられる』という感覚をもた
せる

次に、環境教育について

お話しします。昔は良かっ

たって言うような発想の授

業がどうも目立ちます。

昔は、環境問題なんて無か

った、エネルギー消費もほ

とんど無かった、公害も無

かった、昔は良かったです

ねっていうような発想の授

業があります。しかし、昔

は良かったって思うのは大

人だけでありまして、子ど

もはそんな事を言われでも

迷惑です口本気でエネルギ

ー消費が昔並みの、 100 年前位の社会を目指すっていう人達は良いですよ。

でも、おそらくその覚悟無しにやられているので、結局、出口の無い話になってしまいま

す。昔は良かったけど、どんどん良くなくなっていて、もう未来は無い、なんて子どもに

言ったって、子どもはどうしようもないですから落ち込む一方ですね。絶望を教えても仕

方がありません。事態が深刻だということは教えても良いですが、その中で光を見出さな

ければ、子どもにとっては辛い話です。子ども自身に全然責任が無いのに、そんな暗い話

をされても図りますから、やはり、時代は戻せないという設定で考えてもらいたい。

それから、行動化するということがよく言われるんですが、今出来ることだけに偏って

行動化を考えると、すごく辛いものがあると思います。例えば、親がエネルギーを沢山使

っている、環境に悪い態度を取っているからといって、親の態度を変えるのは大変です。

かといって、子どもが何をするかというと、出来ることは沢山ありますが、出来ないこと

も沢山あるわけで、やっぱり絶望に苛まれてしまいます。むしろ、子どもがやらなければ

いけないのは、立派な大人になることです。今、子どもの段階で何か責任を背負わされ

て、何か環境に良い活動をしろって言われたってそりゃ迷惑な話で、やれることやっても

いいんですが、立派な大人になるために勉強しましょう、努力しましようという方向で指

導していただかないとまずいんじゃなし、かと思います。小学校高学年であればもう 10 年

後には成人ですから、 10 年後、 15 年後に何が出来るかを考えて取り組みましょうって

いうような授業が、もっともっとあっても良いんじゃなし、かなと思います。

また、消費者として家庭人としてということだけではなくて、仕事の中で環境に貢献す

るということも視野に入れてほしいと思います。仕事の中で環境に貢献するって事を教え

ておかないと外ではどんどん環境に悪いことをしておいて、うちに帰ってちょっと気を使

うだけでは何の意味も無いですから。自分の本業でも、環境への貢献をしていくという発

想がほしいと思います。そのためには、そうやって頑張っている人の姿を沢山見せていく
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っていうことです。

理屈っぽいことを言うと環境問題っていうのは、社会的ジレンマという理論で論じられ

ます。これは皆さんの方がご専門かもしれませんけれども、 「共有地の悲劇j という例が

あります。皆が、共有の土地を使ってしまって、結局誰も、あの、草を生やそうなんて方

向に動かなくてどんどん環境が悪くなって、最後はみんなにとって不利益になってしま

う。つまり、お互いが目先の利益につられて行動すると、とても環境が悪くなって、結局

は自分が不利益を被るというお話です。

こういうことを考えていくと、 「協力させるj ということの重要性が出てきます。私の

ところの大学院生が道徳の授業で、協力させるって事をテーマに授業を作っています。協

力が大事だっていうのは道徳の授業でやるんです口そして、また、環境に良い事を皆でし

ましょうってこともやります。でも、協力しない人もいますね。協力しない人を見て、子

どもが絶望してしまう事は避けたいです。あるいは妙な正義感から、あの人達は協力しな

い悪い人達だっていうレッテルを貼って、悪い人を責めて、それで、ただ不満を持つだけ

になってしまうというような学習も多いように思います。これはまずいです。協力という

のは、放っておくと多くの人は協力しないということがあります。誰かリーダーシップを

取って、多くの人が協力するように頑張ってし、かなければ世の中良くなりません。あの、

誰かが協力しないからといってそれに腹を立てては駄目で、そういう人達に出来るだけ協

力してもらえるように行動するという事を、視野に入れる必要があるわけです。 「協力す

るJ ということは教えて当たり前なんですけれども、 「協力させる j まで教えている綬業

ってあまり見られません。 「協力させるj というところを視野に入れて考えたら、少し違

う授業が出来てくるんではないでしょうか。

これは、システムを作るということと、どこか似ています。例えば、交通渋滞は、いろ

いろなシステムを変えれば、かなり改善されます。そういう研究はもちろん交通工学の

方々がやられていて、昔よりは大分交通渋滞は良くなってきている部分もあると思いま

す。高速道路の ETC というシステムは、料金所渋滞をかなり減らしていますよね。私は

自分のホームページで少し前に、非 ETC 車の料金を二倍にしたらという文章を書きまし

た。皆が ETC を早く付ければ渋滞は減る。でもそれには皆が付けなくてはいけません。

一部だけ付いているのでは、 ETC 専用レーンもあまり無くて、 ETC が付いてるのにな

ぜか料金所で並ばなくちゃいけないという事も沢山ありました。今はもうそんなことは無

くなりましたけれども。システムとして協力し合えるようなシステムにする。環境税とい

う税金を掛けて環境的に良い行動を促すというシステムもあるでしょう 。システムや組織

を変えるということも良いでしょうし、 PR をうまくするとか色々な手がありますよね。

そういう風にして、多くの人を協力させるための仕組み作りっていうのも環境教育のテー

マになってくると思います。

で、善玉悪玉問題はさっき大分言ったんですが、だいたい悪玉って言われそうな人に光

を当てることが多分大事だと思います。ボランティアで環境のことやってますという人の

話を聞いても、それは良い話です。そいうことを知ってもいいんですけれども、なんかそ

れだけ聞いても、子どもたちにとっては、説教をされたような気になってしまう部分もあ

るんじゃなし、かな、当たり前の事を聞いてしまってるというところもあるんじゃなし 1か

な、と思います。勿論、良い話は、ある程度聞いたほうが良いんですが、問題はそんなに
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単純ではないはずで、自動車会社が何を考えているのか、あるいは工業生産でたくさんエ

ネルギーを使っているような企業は資源を枯渇させることを企業はどう考えているのかと

いったことを一つひとつ押さえていく 。皆頑張っているはずなんですよ。一緒になって未

来を作っていくことが必要なので、環境に負荷を与えて仕事をしている人達に光を当てて

見ていくってことが大事かなという風に思っています。

それから、モラルの押し付けということがあります。 どう行動すればいし、かだけ教えて

も、あんまり意味が無いと思うんですね。と申しますのは、 10 年経ったら何が正しい行

動か分からなくなると思うんです。新たな発見などもあるでしょうし、システムも変わっ

てくるでしょうから。例えばゴミの分別なんかその自治体によって全然違いますよね。細

かく分別するのが良いって言う自治体と、全部燃やしちゃうっていう自治体とあって、全

部燃やしちゃうっていう地域で分別してもしょうがないんですね。何が正しい行動かとい

う事を教えるのはすごく難しいですし、時代の変化と共に変わりますから、小学生あたり

でそんな事を教えても大人になって使えないと思います。

じゃあ何が必要かというと、やっぱり問題の仕組みを理解することです。環境問題とい

うのはどのような仕組みで起こっているのか、解決の状況や仕組みにはどんなものがある

のかといった、 「仕組みj の部分をしっかり理解することが必要です。それは世の中が変

わっても、同じ様な思考法でその時代にあった解決方法、改善方法を考えられるようにし

てくれます。モラルというか、すべき事を教えてしまう、押し付けてしまうという授業で

はまずいと思うのですが、どうもそんな授業が多いように思います。論理的思考あるいは

批判的思考が大事だろうと思っております。

環境問題については、論理的に分からない主張もあったりします。あの、例えば、石油

があと 50 年で無くなりますなんて言う人がいますが、確認可採埋蔵量が 50 年というこ

とです。それは確認されているものの可採埋蔵量で、 20 年ぐらい前でもあと 50 年だっ

たんですね。まあ、だんだんコストは上がってきます。掘りやすいところはもう大体掘っ

てますから、今度は掘りにくいところから掘っていくので、コストは上がっていくんです

けれども、だからといって 50 年で石油が無くなるとは誰も言っていないんですね。とこ

ろが、あと 50 年で石油が無くなるっていう話にしてしまう人がいます。

あるいは地球温暖化のメカニズムっていうのは、未だに良く分かつていない部分がある

んです。でも防止策を取らなきゃいけないというのはそれはまあそうなんですけれども、

だからといって、もう地球温暖化は科学的に全部分かつたという感じで説明してしまう

と、これもまあ疑って良いでしょう。誰がどういう根拠で主張しているのかという事を吟

味するような授業もしてし、かなくてはいけないのではないかと思います。

今後、もしかすると怪しい話を聞くと思うんですね。私、ある団体の環境教育の指導を

批判したことがあります。ある種の微生物がゴミ問題を全部解決するって言うような主張

があって、微生物が解決できる部分はあるんですが、それでもう環境問題は全部解決した

みたいな授業が発表されてるんでずね。そういう授業が結構影響力あったりして皆まねし

てやったりしてるんです。微生物があれば全部 OK だ、微生物万歳みたいな授業なんです

けれども、こういうのは非常にまずいんです。危ないんですよね。絶望的にしてもいけま

せんけれども、妙な楽観もまずいですよね。

やっぱり、あの、論理的にきちんと押さえて、批判的思考を持って、という授業が必要
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だと思います。先ほども言いましたが、手当たり次第になんかやるというのではなく、戦

略的に環境問題に取り組む態度を取る必要がありますお、何かやりたい事があって、で、

やりたいことが出来るような社会を将来維持するために環境問題も解決していきましよう

という態度はまああま多くの人が取ってきたでしょう。環境負荷だけ考えて生きてくわけ

にもし、かないと思います。それなのに何もかもやりなさいというのは、やっぱり辛くなっ

てしまう。何もかもやれというのは、どこかでぶち切れると、もう環境問題なんか知らな

いっていう観念になりかねません。何が大事かという序列を付けていくって言うような発

想、どういう戦略を取れば良くなるかっていうような戦略的思考、こういうものが大事な

んじゃないのかなと思います。

そして最後に、社会は自分ひとりでも少しは変えられるという感覚を持たせるというこ

とです。これも結構大きな議題で、子どもたちは身近な所で何かやるっていうのはー応や

るんですけれども、それで世の中が本気で変わると思えるかどうかっていうのは、かなり

難しい面があると思います。今の社会はかなり複雑になっていまして、子どもたちが受け

取る情報が、どこかで作られた、大人が作りこんだものが多いんです口テレビを見ていて

も、インターネットを見ていても色々な情報を子どもは受け取りますが、子どもが社会に

影響を及ぼす形で発信するというのは、逆に難しくなっているのかもしれません。

就労問題も、大学生になって初めて社会に参加するというのを本気で考え出したって、

ちょっと遅いんですよね。大学 3 年生ぐらいでどうしましょう、なんて言っている学生が

居ますけれども、やっぱ遅いんです。子どものうちから少しずつでも社会に参加するとい

う意識を高めてし、かなければ、突然大人になってから社会にどう参加しょうかと亘っても

無理ですよね。参加するという事はつまり、自分が頑張る事で世の中が少し良くなる、と

いう感覚を持つ事だという風に私は言いたいと思っています。

絶望しているとか、受身で社会に参加するようなタイプの人が多いように思うんですけ

れども、企業の方の取り組みを伺っていますと、一人熱心な方が居るんですね、どの企業

にも口勿論、チームで取り組んで動くわけですから、チームの協力が大事なんですが、誰

か一人がすごく強い思いを持って、こういう方向で頑張ろうっていう風にするキーパーソ

ンが居る場合が多いんです。そういう方に周りもついて行くってことで、大きなプロジェ

クトがなされていくんですね。その人が居なかったら、こうはなって無かっただろうとい

うのがすごく多いと思います。そういうことを考えますとね、子どもたちにも、一人でも

結構できることがあるんだ、という感覚を持ってもらって、だから色んな事を勉強して、

世の中には難しい事は沢山あるけれども、あなたの力でも変えられるんだと、そういう事

を学んで欲しいという風に思っておりますG
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1・5 環境教育の事例

図 3・20 ［環境教育事例－ I ] 

環境教育の事例

未来の車をプロデュースしようー自動車会社と連携した環境学習ー

最後に、環境教育の事例に

ついて述べさせていただきま

す。まず、 「未来の車をプロ

デ、ユースしよう J という授業

です。自動車会社と色んな授

業をやっているんですが、基

本は皆、未来の車を考えよう

って授業です。自動車につい

て色々な問題、排気ガスで空

気を汚染するとか、燃料を沢

6 
山使ってしまって資源の枯渇

につながるとか、交通事故と

か、色々な問題があります。 二酸化炭素も排出して地球温暖化につながると言われている

とか、沢山の問題があるわけですが、じゃあ、これからは自動車とどういう風に付き合っ

ていけば良いのかという事を考えてもらう授業づくりですが、これはダイハツさん、 トヨ

タさん、日産さん、といった会社とそれぞれ連携して行っています。

ご紹介がありましたように、トヨタさんにはプリウスを持って来てもらって、 トヨタと

してはこういうことで、燃料を今までほどは使わないということを話してもらいました。

で、今やっている事例を紹介してもらいながら、子どもたちにも自動車会社への提案をし

てもらいます。これはもちろん調べ学習などもして、提案をしてもらいまして、自動車会

社の方からコメントを頂くという授業になっております。

図 3・21 ［環境教育事例・ n J 

エネルギー教育の事例

~ ~J 日 ／ノ

自転車発電でエネルギーを体感する授業

エネルギー教育も色々やら

せていただきまして、私ども

の一番熱心にやっている大学

院生がですね、色々な企業さ

んに伺って、東京電力さんに

も伺いましたし、関西では関

西電力さんにもご協力頂いた

り、太陽電池を作っている京

セラさんとか、あるいは同じ

太陽電池を作っているシャー

プさんとか色々な会社にご協

力をいたただきましてやっています。この写真は自転車発電なんですね、自転車発電を導

入して次の時間から様々な発電方法について学びまして、これからのエネルギー問題をど
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のように解決したらいいのかっていう授業を色々とやっております。事例の紹介は大雑把

で申し訳ないんですが、活字になっておりますので、宮、要があれば、そういうものをご覧

いただければと思います。

1・6 まとめ

ということで、あの 色々と長々とお話させていただいたんですが、是非、強調してお

きたいことはですね、環境教育というのは様々な方法がありますが、環境教育と言われで

も授業のイメージは学校現場でも一致していないところがあり そういう中で、どういう

環境教育をやるのかっていうコンセプトをしっかり詰めてから取り組まないと同じ事柄で

違うものをイメージして進めてしまうことになりかねないということです。

私としては環境教育につながるものについてお話したつもりでございますが、もちろん

これが絶対ではないでしょうし、様々なお考えがあると思いますので、取り組んでいただ

く方のそれぞれのお考えをきちんと出して、コンセプトをはっきりさせて取り組んでいた

だくのであれば、千代田区の教育も非常に面白いものになってくるんじゃなし、かと期待し

ております。そしてまた、私どももまた千代田区に関わらせていただく機会があれば大変

嬉しく思っておりますので、どうか、企業と学校がうまく連携する事例を沢山作っていけ

ればなという風に思っております。

今後ともよろしくお願いいたします。長時間ありがとうございました。 （拍手）
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第三節

以下は、藤川助教授の基調講演に続いて行われた質疑応答のうち、主要なものを抜粋したも

のである。

司会（法政大学地域研究センタ一山田、以下司会）：

藤川先生、基調講演では大変興味深いお話しをいただきまして大変ありがとうございました。

それではこれから約 40 分間を質疑応答の時間とさせていただきますので会場の皆さんよろし

くお願いいたします。

先生のお話の中で、 NPO と学校、それをつなぐ第三者機関とあわせて、学生という三つの

主体の関連の中で新しい環境教育の可能性が生まれるのではという話がありました。実は今回

の千代田学プロジェクトでは、法政大学においても様々な領域において大学生諸君が大勢関わ

っております。これはいわば大学の環境教育の一環とも言えるのではなし、かと思い、今後も積

極的に進めていきたいと思っております。

それはさておき、藤川先生のお話しに関して、何か質問あるいは感想などし、かがでしょうか。

富士見幼稚園園長（以下園長）：

先生のお話の中で「身体の理解j というのがありましたが、そうした意味での幼稚園の子ど

もたちへの環境教育はありうるでしょうかロ

藤川：

基本的に幼稚園の教育は私の研究対象の守備範聞外ですが、あるかもしれませんね。

園長：

環境とは分野のちがうある専門の方たちから、私たち教員の想像もしない教材の提供や活動

の支援をしてもらったことがありますが、とてもよかった経験だったと思っております。同じ

ような意味で、環境教育も幼い子どもたちがおもしろがって取り組むことができたり学習に参

加できるとしたら小学校教育にもつながっていくと思っています。

藤川：

確かに、考えれば色々面白いことはできると思います。アーテイストの方々の力はとても大

事だと思うので、アーテイストがいて、環境に関わる内容があって、何か出来ないかなぁと考

えるときっと何か出来ると思う。今すぐ何かと言われると出てきませんが、じっくり考えれば

色々とアイデアが出てくると思うので、ぜひ取り組んでいただければと思います。

百会：

何かあれば、法政大学の演劇サークルへどうぞ。
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藤川：

学生の部やサークルの力は大きいですよ。例えば「生態系J のようなことを学ぶのに、ダン

スや演劇を使っτ何か表現するとか、環境の基礎みたいなものを身体で学んでいくというのは

ありうるのではないかと思いますね。

園長：

そうですね。循環性のある環境みたいなものを幼いながらも学ぶことがある。そういったと

ころで何か・1

藤川：

出来そうな気がしますね。

東京電力（以下東電）：

私たちも学校に入っていろいろ先生方と話す機会がありますが、先生たちの対応は非常に多

嫌です。あるところは授業の前にまったく打ち合わせがなかったりしますが、藤川先生の活動

では、先生方との打ち合わせの時間をその程度されていますか。

藤）, , : 

ケースパイケースです。学校から要望があったものについては何度も伺って、かなり打ち合

わせをしますが、こちらから研究的に「こういう授業を行ってみたいので協力をお願いしますj

というケースもあり、その場合には教室をほぼ借りるという形なのでほとんど打ち合わせはな

く、事前に J 度くらい行って生徒の様子などを見て、それで行います。

色々違いはあるけれども、学校に合わせた形できちんと作ろうとすると、やはり最低三回く

らいは実際に会って打ち合わせしないと出来ないと思います。メールのやりとりなどでかなり

詰めてはいきます。打ち合わせば手聞がかかるけれども、それをいい加減にするとろくなもの

が出来ないので大事にするようにしています。

東電：

学校へ行って子どもたちの言い分をいろいろ聞きたいとは思うのですが、学校によっては子

どもたちから全然反応が返ってこないケースがあります。そういう時の工夫などについてお聞

かせください。

藤川：

例えば、だいたい教室内では 4～5 人の班があるので、そこでディスカッションをしてもら

い、班の中で出たものを黒板に書かせるとか、要するに強制的に全部出させれば色々出てくる

のでそれを生かせばいいと思います。「意見ある人、手を挙げてj と言っても手は挙がらない

場合が多い。学年にもよるが、中学生高校生では知らない人が教室に来て、生徒に向かつて手

を挙げてと言って手が挙がるクラスは稀で、手を挙げる以外の方法をレパートリーとして持つ

こと大事だと思います。
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荒川（千代田区教育委員会）：

千代田区は平成 18 年から中高一貫教育校を立ち上げますが、やはり新しい学校なので色々

なところから学校に入ってほしいと思っています。そこで難しいと思われることは、学校の教

員は 6～7 年と割と長く現場に居りますが、企業の方は 2 年くらいで、代わってしまう。前任者

は良く分かつた方だったけれども、新任の方から分からないと言われてこれまでの関係が終わ

ってしまうことがある。関係を継続させる方法はありますか。

藤川：

それは悩みですね。我々から見ても学校の先生はよく代わってしまうので困ることがありま

す。去年はとてもやる気があったのに今年はもうやらないという学校がたくさんあります。だ

から、こういう活動はある程度は個人レベルでやる必要があると思います。特に新しいことを

立ち上げるときなどはそう思います。立ち上げてから、 2 年 3 年とある程度軌道に乗ったとき

に、それをどう組織的に取り組んでいくかというのが、企業も学校も同様に大きな課題です。

そこにゆくと、大学の教員というのは自分で辞めない限りかなり長く居るので、大学が関わる

というのはそういう意味でも大きいと思います。

百会：

バラバラに事が行われているのが現実ですが、これはある面では仕方ないところもあると思

います。環境教育に限定しなくても、小学校や中学校に企業が何らかの形で関わるとすれば、

やはり何かそれをコーディネイトする役割を担う仕組みがどうしても必要ではないかと思い

ます。これは千代田区でのヒアリングでもそういう話しがたくさん出てきました。

企業の立場からいえば、どこにどういう話を持っていけば環境教育の実現が可能かというの

はなかなか見えてこないと思います。東京電力さんのように歴史が長く積極的にやっていると

ころは別格ですが、ほかの企業ではなかなか難しいのではないでしょうか。

藤川：

ただ、ひとつ考えなければならないのは、一度始めてしまうとずっとやらなければいけない

感じがするけれども、「とりあえず 2 年とか 3 年と期限を決めて、そこまでやって次に何をす

るか考えてみるj といった発想がないとどんどん広がってしまいます。企業も学校もお互いに

忙しいから期間を決めて取り組むことも大事ではなし、かと思います。 3 年間くらいであれば教

員も企業の人も、 3 年間は異動しそうにない人はいるはずなのでそういう人を中心にやればい

いと思う。

鈴木（千代田区教育研究所）：

千代田区の教育課題研究ということで、環境教育はやはり今おっしゃったように 3年計画で、

今年から食育、食に関するものも加わって今は 2 本立てになっています。

学校と大学生のつながりは多く、東電さんのように学校と企業のつながりもある。その三者

がひとつというのは面白いなと興味を持って聞かせていただきました。

千代田区は環境と食に重点を絞っているが、先生の活動はとても幅広いと感じました。それ
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は、重点的に段階を踏まえて押さえているのか。また、先程幼稚園の教育は対象外と言ったが、

授業作りの対象の範囲はどれくらいで、環境教育のスパンはどれくらいで考えているのかお聞

かせください。

藤川：

なぜテーマを絞らなし、かというと、研究機関をベースにしているからで 新しい授業をつく

るときに、食育だけとか環境教育だけとかで、やっていると幅が狭くなってしまい、新しい発想

が出にくいのです。様々なジャンルで様々な取り組みをしていると、他で、ゃったことが生かせ

ます。例えばメディアについての教育をだいぶやっているので、それをほかの授業に生かせる。

あるいは理系文系に分けてしまうのが良いのかどうか分からないけれど、理科や数学について

結構やっているので、これは NPO 以外でも数学の教材についてはやっているのだが、そうい

う発想があるので、数学的なことが出てきても対応できる。そういう良さがあるので、研究機

関としては幅広くやりたいと思っています。

対象範囲は、基本的に小学校、中学校、高等学校のあらゆる教科・領域ですが、総合的学習

の時間や道徳、一部特活も含めます。障害児教育は、関心はあるが今は実現していません。千

葉大学にも付属の養護学校があるので、そういう所でも取り組みたいとは思っています。私自

身大学時代ボランティアサークルに居たので、障害児教育には興味があるけれどもそこまで出

来ていないのが現状です。

幼稚園については、実は研究室に幼稚園の先生も来ていて、これと違うプロジェクトでは一

緒に実践をしていますが、今のところ企業の人を幼稚園に連れて行く必然性があまり感じられ

なくて、この NPO では取り上げていません口視野に入れたいとは思っていますが、いくら広

くといっても限界はあります。それから環境教育は今のところ約 10% 程度のウェイトで取り組

んで、いますがもっとやらなくてはならない課題だなとは考えています。

私たちはキャリア教育が今は最重要課題ですっこれは経済産業省の指定で、 3 年間千葉県の

教育庁や商工労働部と一緒に千葉県全域でキャリア教育の推進をしています。これが今のとこ

ろ重点的な活動にな・っているので、その中で少しは環境教育について触れられる可能性がある

と思われるけれども、今のところ環境教育をやりたいというスタップも多くありません。将来

的には重点化したいとは思っているが、今のところ見通しはないというのが現状です。

三菱地所：

学生中心に活動しているということですが、いろんな企業への働きかけなど、学生は専門の

勉強もある中でどうやってそれを束ねておられますか。

藤川：

NPO の前身の団体から 4 年ほど経過していますが、最初の頃は学生が企業に電話するだけ

で大変でした。まず敬語が使えない。電話に出られた企業の方にこちらの用件を端的に伝えら

れない口それで、何も指導しないでやらせていたがこれではとても役に立たないと思い、電話

を掛ける教育から始めました。私が企業の電話担当の役でロールプレイングをしました。そう

して基礎をつくり 企業の方と会うときに必要となる名刺を必ず持たせ名刺交換のやり方も

教えたりなど色々なことをしました。 NPO 法人化してからは、知る人ぞ知るというか、ある
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程度活動も知られるようになって成果も出てきたので、説明もしやすくなっています。

企業に連絡しでも門前払いということはなくなり、大抵は会ってくれますし、取材くらいは

了解して協力してくれます。お忙しい企業に対して学校現場に入ってほしいというお願いが難

しい場合があります。特に私たちは企業の貢献活動として協力してほしいので謝礼は出せませ

んし、交通費も支給しない場合が多い。こういう形で協力してくれませんかとお願いすると、

それはちょっと時間的にも人的にも難しいと言われることはあるが、取材協力はしてもらって

います。もちろん身分は学生であるということは伝えますが一応 NPO の職員でもあるという

ことで、「NPO の職員で、かっ千葉大学の00 で、すj と名乗らせていますが、それで大体順調

にいっています。

学業との両立の問題ですが、アルバイトの時間を削れば時間は捻出できるというのが私の基

本的な考えです。今どきの学生にとってアルバイトの時間は大きい。教員養成系なので時間は

結構きつくて、 1、2 年生はあまり空いている時間はありませんが、 3 年生以上が中心で大学院

生もいます。大学院は私が担当している社会人向けコースで、夜の授業が中心ですから昼間は

だし、たい空いているので、アルバイトをしていなければ院生は昼間完全に動ける状況です。

学部学生も 3 年生以上になれば授業にも余裕ができて、アルバイトがなければ夜は割りと動

けるので、空き時間を使ってやっています。そして私が指導教員の場合、大体この NPO でや

ったことを卒論にしています。新しい授業づくりの研究成果として卒論も書けるし、大学院生

は学会発表もできて、研究と NPO の実践が一体化しているので、そういう意味ではあまり負

担はない。まあ、ほかの研究室に比べると何倍も忙しいとい う噂はありますが。

百会：

アンケートやヒアリングなどから、千代田区の小学校先生たちは、千代田区の環境では子ど

もたちが自然に触れられないということを問題にあげています。先生のお話しから環境教育と

自然との関係についてまったく触れておられません。そう考えると藤川先生が考えておられる

環境教育のあり方は極めて千代田区向きではないかと思いますが、現場の先生方は自然との触

れ合いを環境教育としては大きな課題と捉えています。この点をどうお考えでしょうか。

藤川：

自然と触れ合う体験は大事だと思います。私も自分の子どもは、小学生が二人いるが、キャ

ンプなどには積極的に参加させているし、自然体験はとても大事だと思っています。ただ、環

境教育という枠組みで考えて企業との連携というときに、要するに企業と連携しなくても自然

体験は出来る訳だし、環境教育と言わなくても色んな活動としてやれるので、環境教育の課題

とはちょっと違うのではないかという気がしております。環境について基礎的な感覚を身に付

けるという面で自然体験は大事だが、それ以外のところで企業と一緒にやらないと、企業とや

る意味ってあまりないのではないかなと思います。確かに学校独自でやれるものと企業と連携

した方が良いものは仕分けして、自然体験も学校独自のプログラムで十分やれると思います。

例えばまちづくりとか、建物を建てるというときに、緑の部分をどうやって維持するかはす

ごく大事だと思う。私も幕張の埋立地に住んでいるが、ビオトープみたいなものやグリーンベ

ルトという公園のずっと続いている所があって、相当意識してまちづくりされていて、それが

人にも環境にも良いものにしようとしている。うまくいっているものとそうでないものがある
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と思うが、まちづくりという観点から自然環境を考えることも必要だろうし、また、そういう

ことが得意な企業と一緒にやるというのはあり得るかなと思います。

麹町中学校数学教員 ：

数学と環境教育はどう結びつければいいでしょうか。

藤川：

私ももっとやりたいなと思いながらなかなか結び付けられていませんが 一昨日私どもの

NPO で定例研究会があり、 NPO のメンバーでもある数学の先生が実践を報告してくれましたの

中学 2 年生の 1 次関数などをやっているところで、地球温暖化のデータの、過去 40 年くらい

のハワイで観測したグラフを 5 年刻みくらいでつけて、それが 1 次関数に近いのか 2 次関数に

近いのかと分析させて、長くみると 2 次関数に近いが、最近 25 年くらいはほぼ 1 次関数。そ

れで、 1 次関数としてみると将来予測はどうなるか、 2 次関数としてみるとどうなるかという

シュミレーションするような授業をやったという報告でした。

さっき環境教育では論理性が大事だと話しましたが、色んなデータに基づいた議論を専門家

はしているが、学校ではあまりそういうことを扱っていません。数学なら結構扱えるのではな

いでしょうか。関数というのは未来予測につながる。どういう関数で近似すればどういう未来

になるかということであり、例えば電力消費など色んなところに応用できる。；二酸化炭素排出

量とか。どういう関数を描くことを目指すのか、そのためにはどういう政策が必要かという点

であれば、数学が活用できる点は多いのではないか、他にもあるかもしれませんね。

法政大学生：

逆に、こういうことをやってもらいたいという要望や意見の出る場合もあると思うが、いか

がでしょうか。

藤川：

あるに越したことはないと思うが、前例がないことを提案したいというのが我々の考えなの

で、あんまりニーズというか、 言われたことに応えるという形で、はやっていません。それはた

ぶん、我々のような NPO より 学校自体とか地域の方から要望や意見が出てくるのではないか

と思います。大学で NPO をやっている立場からすると、今こういう授業が多く行われている

から、むしろこういう授業が足りないのではないか、だからそれを提案してその授業について

意見を聞こうというスタンスで、やっています。そうして実施した授業については保護者の方に

来ていただいて意見を聞くか、あらかじめ聞いてそれに応えるという発想で、はやっていません

が、それでいいのかという議論はあると思うが、その調査も大変なので今のところはしており

ません。

つまり、授業に関しての評価を戴くのは難しいんです。ちょっと頑張ってやると大体みんな

ほめてくれます。一応研究的にやって普段の授業より準備して、ゲストも来て派手にやるし、

承認欲求を大切にするということで子どもたちの発言もたくさん出るから、ちょっとまずかっ

たなあと思うことが結果的にあったとしても、ご覧になった方々はとても喜んで下さる。だか

ら確認の意味ではとても大事だと思うし、そこで不満が出た場合には深刻に受け止めるが、ほ
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められでもほとんど意味はありません。意味がないというと語弊があるが、ほめられて当たり

前くらいにやっているので。だからそれだけでは評価していない。むしろ子どもに聞いた方が

色々ある。一見楽しそうにやっていても不満が出たりする。だからアンケートは積極的にとっ

ていて、とても面白い話をしたつもりでも、自分たちが発言する時間がなかったと文句を言わ

れるとか、子どもに開くと色々と出てくるのでそういうことは大事にしたい。保護者の方は大

抵ほめてくれますね。

法政大学院生：

藤川先生のお話の中で、「協力するj より「協力させるj ことを重視した授業というのがあ

りました、具体的にどういうことでしょうか。

藤川：

これは NPO とは関係ない研究ですが、私のところの大学院生の修士論文で、小学校 6 年生

を対象に道徳の授業を 5 時間で組み、最初の 1 時間で実際の協力を求めて問題を解決する事例

を紹介する。これは具体的に、赤坂の商店街でごみが散乱している状況のなかで、そこの商店

街の方々がゴミ拾いをしていることをイベント的に派手な衣装を着て見せている。そうして

吾味を減らす活動をしていて、ある程度効果が挙がっている。そういうことを紹介して、どう

やってゴミを減らそうとしているのか、なぜそういうことをやっているのかを子どもたちに問

いかけながら紹介する。

次の 2 ・3 時間目では、学生が文章教材を作ったが、これがかなりややこしい文章教材です。

小学校の子どもたちが協力して、先生に卒業記念の贈り物を作ることになった。あと一日で仕

上げなければならない状況になったが、まだ作業は終わっていない。延べ 18 時間くらいの作

業をしなければならない。だけどクラスのみんなはそれぞれ都合があって、なかなか必要な人

数が集まらない。あと一日しかない貴重な日曜日をどう使うか。実際 20 人くらいの子どもた

ちにリーダ一役になったつもりで、交渉をして、無理やり予定を変えさせるとか何とかして、

18 時間分の労力を集めなければいけないという内容の話です。

それで、友達役の大学院生がそれに対して非協力的な役割を演じる。例えば、明日サッカー

の試合があるとか 友達の誕生日パーティに行くので用意があるとか。そこに子どもは突っ込

んで交渉する。交渉して状況が分かつてきて、それでは最終的に誰にどれだけの時間来てもら

うかということを決めていくという授業です。これは、交渉して協力を取り付けるということ

をシュミレートしているんです。

最後の 2 時間は学級の中で、もっと協力してほしいという思いを出してもらい、それについ

て解決方法を考えるというもので、自分たちの身の回りで「協力させるj という問題を話し合

うという授業です。

恐らく珍しい授業だと思います。色んな手法を使ってみましたがなかなか大変で、とりあえ

ずそれで小学校では 3 クラスやってみて、一応形にはなったかなとしづ程度です。

授業した後の生徒の反応については調査中ですが、態度が変わったかどうかはなんとも言え

ません。それは本人に聞いてもあまり意味がないけれども、一応アンケートは取りますが、そ

れより担任の先生に様子を聞くのがいし、かなと思っています。 3 クラス実施したので、それぞ

れ担任の先生に聞くと表れてくるかなと思います。アンケートと担任の先生への聞き取りで、
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いま学生が論文をまとめている最中です。授業が終わったばかりでまだ途中ですが、来年 2 月

の修論発表会で報告する予定です。

ロ会：

今日こうして集まったということで、内容はともかく、どちらかの企業と協働して授業をや

ってみたいということがもしあれば…。考えると色々問題もあるとは思いますが、そういうこ

とも含めていかがでしょうか？

九段小学校教員：

それとは違う質問ですが、先進事例と言われるものもすべて考えてみると、学校にも環境教

育とかで色んなところと連携することに積極的な先生がいて、企業もそれなりにやろうという

人がいて、大学も藤川先生のように結構行動しておられる方がいればつながりができると思う。

それも先生の場合は積極的に地域の学校に声をかけてやっているのか、あるいはたまたまそう

いうニーズが学校側にもあって、それがうまくマッチングする場合もあると思うんですが、結

果的には個人対個人という関係のレベルが現実的なのでしょうか。

本当はたぶん小学校現場で、もやってみたい、でもなかなか相手が見つけられない口かといっ

て情報はすごい勢いで、入ってくる。そこのところをうまく調整してくれるシステムみたいなも

のがあると、うまくいくのかなという気がするのだが、そのあたりの研究はいかがでしょう

か？あるいは千代田学自体か、あるいは法政大学は考えているのかなという気がしないでもな

いが、どうでしょうか。

司会：

（千代田学j というのは、千代田区から医内 11 の大学に対して千代田区に関して研究して

ください、というものです。法政大学地域研究センターは平成 16 年度、企業が地域に対して

どのような社会貢献をしているか、又はできるか、というアンケートを実臨しました。その回

答の中に数社の企業から千代田区内の公立小中学校の環境教育に協力したいという意思表示

がありました。

千代田区という地域は、昼間の人口は 100 万人と大変多いが夜間の人口は 4 万人ときわめて

少ない。そんな地域状況ですが、 300 社という上場企業の本社に何が出来るか、と質問したと

ころいろんな取り組みが挙がった。例えば、ゴミを拾うとか、緑化をするとか。でもそれらは

部分的な貢献であって、上場企業の本社がやるなら、環境教育は極めて社会性の高い貢献活動

でもあり、同時に全社的な活動になるのではと考えた。

そして、千代田区の小学校の先生方にアンケートを出したら、企業が協力してくれるならや

ってもらいたいということもわかった。つまり、環境教育に協力したい企業が存在しているこ

ととそれを望む学校がある、ということが現時点での千代田区の状況です。

ではこの先は、ということになるが、これは研究ということなので、実現化についてはこれ

からさまざまな事柄についての検討を要します。実は、先程の荒川先生から、これは単なる研

究の対象にしてもらいたくない、実現しなかったら私たちが話し合いをする意味がないと言わ

れております。

確かに環境教育の重要性は誰もが理解しているとは思いますが、実際に環境マネジメントシ
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ステムという環境経営をやっている企業の内部でも環境教育によってそれなりの成果を挙げ

ることが難しいという点が指摘されて問題になってきています。さらにそれを外部の小学校な

どで環境教育を企業が行うとなるとますます難しい問題が山積していると思われる。 しかし、

消費というのは生産と裏表の関係にあり、消費の場で、のエネルギー削減や物質循環面で、のゴミ

減量を取り組もうとしても、生産現場がどうなっているのかということを子どもたちも含めて

消費者に理解されてこそ環境問題解決ということに対するみんなの理解は深まると思う。

それを実現するためのひとつの手段としては、やはり企業と学校が連携する構造がどうして

も地域社会に必要ではないかと思う。だから地域研究センターとしては、研究対象にするとい

うことだけでなく、実現するという方向でこれから考えていきたい。ただしこれは法政大学だ

けでやれるのではなく、企業、区内小中学校、教育委員会および行政としづ関係主体が連携し

ながら、具体的にこれからどう進めていくかということを話し合う必要がある。必要な準備期

間の中で、千代田区ではどんな理念で子どもたちに環境教育を進めていくかという点について

相互理解を深めながら、どのような形の組織形態が可能なのかなど、納得のいくまで話し合 う

という時間が必要と思われます。

従って、これは地域研究センターとしての提案ですがこうした研究を継続させながら、関係

主体間での合意を取り付けつつ新しい組織を作り上げる事が必要だと思います。

藤川：

千代田区のように学校数が少ないということは、すごく動きやすいと思うが、千葉市では小

学校だけで百何十校もあります。だから千葉県めぐりなんてとても大変で、現実的にはやれる

ところでやるしかありません。でも、千代田区であれば区全体でかなり動けるのではないでし

ょうか。しかも企業がたくさんあるというのはうらやましい限りで、我々は授業のときはほと

んど東京に取材に来ます。そういうことが地元で出来るというのは、非常に大きな利点ではな

いでしょうか。だからといって、最初から組織として全部動かすのは難しいと思います。最初

はやれるところからいくつか実績を作っていって、それがモデルになって、それではどういう

組織を作ろうかという話になるので、いくつか実践してみたらどうでしょうか。

せっかく、今日こうしてお互いに顔を合わせているわけですから、参加されているいくつか

の企業さんはある程度実績をお持ちでもありますから、必要となれば私どもで一回コーディネ

ートさせていただいてもいいと思います。例えば、三菱地所さんなら、ビル建設のときに、環

境にどう配慮しなければいけないのかということだけでも相当考えられるし、しかもビルは目

に見えるからいい。自に見える物から入れるというのはすごく授業にしやすい。土地とかビル

はすごく授業にしやすい素材です。電気は目に見えなし、から大変で、土地とか建物であればす

ぐにでも授業できそうだし、もしかしたら幼稚園児からできるかもしれない。だから 1 つ 2 つ

動いてみてしまうのも手かなと思う。私はそういうゲリラ的な方が好きなので。研究自体も、

アクションリサーチという考え方がある。自分たちで動きながら研究するという。そういう考

え方でいくしかなし、かなと私たちは思っているので、アクションリサーチをやっています。

司会：

ご提案ありがとうございました、そのような進め方もひとつの方法かもしれません。いずれ

にしても、今後のことに関しては、今日ご参加の皆様のところにはときどきお話しを聞きに伺
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うこともあるかもしれませんが、そのときは是非ご協力いただきたいと思います。

それでは、最後に当プロジェクトの代表である法政大学人間環境学部の石神教授からご挨拶

をお願いいたします。

石神（法政大学人間環境学部教授）：

藤川先生、本日はお忙しいところ大変ありがとうございました。目から鱗の話しをお聞きし

て改めて勉強しなくてはと思いました。いま言われたように、フレームワークを作ってからス

タートするというよりひょっとして、活動しながら作っていくという方が早いし現実的なのか

なと感じました、よろしければ是非ご協力お願いします。

藤川：

はい、もしよろしければ。

石神：

と同時に、やはり枠組みもある程度はしっかり考えていかなきゃならないかなと口最初に 3

つの先進事例があり、企業、教育委員会、 NPO というそれぞれ特徴はあるが、どういう形が

千代田区に合い、発展的なものになるのかしっかり考えていかなくてはならないと思います。

こういう研究会を定期的にやっていければなと思いますので、是非ご協力お願いします。

本日はありがとうございました。
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第一節 企業が参画する環境教育に関する関係各主体の役害lj と課題

小学校では、 2002 年度から学習指導要領のもとに「総合的な学習の時間j が本格的に導入

された。この学習指導要領には、体験学習や地域社会との協力の必要性が述べられているが、

実際には学校現場の教員がにわかに独自で地域社会との接点を持つことはいささか困難でも

あり、また教員が単独でこうした新しい授業の展開を図ることにも大きな限界がある事が関

係者などから指摘されている。こうした現状での課題を克服して環境教育のより一層の推進

を図るために学校側が取りうるひとつの手段として、学校が地域の企業や大学と連携して推

進する方法に注目が集まっている。こうした環境教育での新たな取り組みは、これら双方に

とって効果的な環境教育活動が行えると考える。

以上のことと千代田区の地域特性を踏まえて、企業が参画する環境教育にかかわる関係各

主体の役割と課題について述べる。

1-1 自治体（千代田区）の役割と課題

千代田区では平成 12 年度に千代田区環境配慮指針を策定し、平成 15 年度には本庁舎にお

いて環境 18014001 （以下 ISO ）を取得した。翌日年度には教育部門にも ISO のサイトを

拡大している。 ISO 導入の利点は、環境改善効果の確実な向上や外部審査・内部監査による

職員の自覚向上などが挙げられている。反面、 ISO の問題点としては、審査対応のための事

務量増大、審査費用高負担、用語の難しさなどが指摘されており、このような理由から、小

規模事業者や区民一般に対しては継続的効果が期待できないと考えられている。

そこで千代田区では、 ISO に代わる千代田区独自の環境マネジメントシステムとして、可

能な限り用語を平易にし、審査費用も負担にならないように低く抑えながら、千代田区の地

域特性に即した「 CES 」（千代田区環境マネジメントシステム）の構築の必要性に迫られて

いる。千代田区の地域特性を踏まえれば、夜間人口のみならず CES の対象とせざるを得な

い昼間区民 85 万人を協力させる仕組みづくりには、区民・事業者・行政・大学などをつな

ぐ CES 推進団体などの組織の設立が不可欠となるであろう。従って、行政としては、千代

田区の関係各主体聞の連携などについての検討が早急に必要となると思われる。

千代田区では公立の幼小中学校における ISO 活動では、環境教育を最重要課題として挙げ

ており、区内全部の学校において環境教育課題登録票の作成などに取り組んでいる。しかし、

区内公立小学校 8 校を対象として行った環境教育に関するヒアリング調査の結果（本論文、

第一章第二節を参照）、 ISO 導入前と導入後では環境方針・環境教育方針の作成といった概

念的な面では多少の変化は見られるものの、肝心の教育内容に関しては導入前との聞に大幅

な改善が行われているとはいいがたい状況にあると思われる。

そうした状況を踏まえて千代田区は、環境教育に関しても各学校単位で行うのではなく、
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CES の一環として、千代田区全体の環境活動の一翼を担うものとする認識が必要と思われる

が、そのために関係各主体の共同のもとに適切な組織の新設を行い、それを媒介にしつつ産

官学などに加えて夜間人口と昼間人口とともに地域社会の各主体問の協働による環境教育の

実現が望まれる。行政としては、持続可能な社会の構築や温暖化などの急務を要する環境問

題解決にむけて、より実効性のある環境教育の実現のために、このようなプロジェクトを行

政がイニシアチブを取り、関連各主体の理解を得ながら推し進めることを求められているの

ではないだろうか。

1-2 学校の役割と課題

2002 年度から「総合的な学習の時間 J が設けられたことによって、学校が担う教育内容に

大きな変化が現れている。従来の国語、算数といった基礎学力を身につけさせることに加え、

自ら課題を発見し、主体的に考えることで問題解決をすることができるとする、いわゆる「生

きる力j を身につけさせることが大きな教育課題となった。総合学習においては I環境j f情

報 J r福祉j f国際理解J などが主な教育課題となっているが、現場の教員にとってみればこ

れらはいずれも専門外の教科ばかりであり、こうした事態に対しては千代田区に限らず全国

の教育現場から戸惑いの声が上がっている、といわれている。

学習指導要領には総合学習における配慮事項について、「学校図書館の活用、他の学校との

連携、公民館、図書館、博物館等の社会教育施設や社会教育関係団体等の各種団体との連携、

地域の教材や学習環境の積極的な活用などについて工夫すること j と記載されており、「関か

れた学校j づくりのために、各学校やその地域の実態に合わせ、家庭や地域社会と連携すべ

き教育課題であるということが明記されている。

環境問題などの新しい領域では、学校の教員のみでは十分に対応仕切れない新たな教育課

題に対して、専門性をもっ外部との連携を取るという流れはごく自然なものである。またそ

の地域の実態に合わせて、ということになると、千代田区内には上場企業の本社が約 300 社

も立地し、霞ヶ関、永田町を抱える日本の政治・経済の中心地であることからも、企業が有

する教育的資源を積極的に学校教育に取り入れるという手法は、非常に有益な活動であると

同時に、学校自身が「開かれた学校j としてより良い教育活動を実現するためにも、地域社

会との連携をより一層深めていく必要がある。しかし、企業と学校とが積極的に連携するに

あたっては、克服すべき多くの課題が存在することも予測される。例えば、本中間報告書第

三章の記述からも明らかなように、学校と企業双方の認識不足からさまざまなすれ違いが生

じ、教育効果が半減してしまうことも考えられる。

地球温暖化防止や持続可能な社会の構築を目指すのであれば、高い成果をあげられる環境

教育が求められることになり、そのためにもこれら両者が連携して学校での環境教育に取り

組むことが求められよう。そのためにも千代田区という特異性のある地域社会にふさわしい

新しい「仕組みづくり j が必須要件となるのである。

1-3 企業の役割と課題

昼間人口が夜間人口の約 20 倍という千代田区の特異な地域に立地している 300 社を超え

る上場企業や ISO 認証取得済みの 175 社の企業をはじめとして、多くの企業および当該企業

の社員の双方は、千代田区民（又は企業市民）として地域に対して何らかの貢献活動を行う
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責務があると思われる。けれども、実際に生活している地域住民がわずか 4 万人程度であり、

地域的にも偏在していることなどから地域の課題が企業には見えにくくなっている口そうし

たことからも、企業単独での地域貢献活動の発案は困難であると言えよう。そこに、企業自

身と地域の特性を生かした地域貢献活動のーっとして、企業の学校に対する環境教育の支援

を提案する根拠があるのである。

千代田区という政治・経済の中心地に立地する企業は、生産・流通・消費・廃棄という今

日の環境問題におけるキーとなると思われるさまざまな情報を大量に保有しているはずであ

り、それを環境教育に活かすことに学校側からも大きな期待が寄せられている。あわせて、

企業の協力により、会社訪問や施設見学などで実体験の場を小中学生たちに提供することも

可能となるであろう。すなわち、学校における環境教育において 企業は人的、物的、経済

的支援や情報発信といったさまざまな役割を担うことが現実に可能なのである。

しかし、企業と学校の問にはこれまでほとんど接点がなく、両者共にお互いの情報を持っ

ていない。学校としても企業が所持する教育資源を活かすことができないばかりか、折角の

社会貢献活動が単なる宣伝活動として受け取られる可能性もある。温暖化防止や持続可能な

社会の構築のための貢献のひとつとして、そうした課題を乗り越えて、企業の環境教育参画

の実現に努めることは今や社会的要請と受け止める必要があるのではないだろうか。

1・4 大学の役害lj と課題

千代田区内には 12 の大学が立地し、昼間人口約 100 万人のうちの 10% に当たる約 10 万

人が学生や大学関係者であるといわれている。これは千代田区の夜間住民の 2 倍以上に相当

し、立地する企業と同様に大学にも、当然のこととして地域社会貢献活動が求められる。

大学が地域貢献を行う上で有する資源として、専門性を備えた多くの人材やシンクタンク

機能そして大量の学生の存在などの資源を挙げることができる。本中間報告書、第二章第四

節および第三章第二節の千葉大学教育学部藤川大祐助教授の研究および実践では、学生が企

業と連携した環境教育の仲介機能の一端を担っていることが報告されている。そうしたこと

からも、大学は地域の中での利害的に中立な立場を活用し、千代田区の企業などの民間団体

との協働による学校における環境教育活動のコーディネーターとしての役割を果たしていく

ことは十分可能なのではないかと思われる。

千代田区が実施を計画しようとしている CES 構想では、これまでの地域の大学生の実績

なども踏まえて、大学生の若々しい発想や積極的な活動力や実行力などへの大きな期待が寄

せられており、大学生たちの多様な視点や発想、あるいは行動力が千代田区の環境改善に大い

に寄与するものと捉えられている。また学生側から見ても、日本の中心地である千代田区に

おいて企業とともに環境問題解決に向けて協働することなど貴重な社会経験を得ることがで

きる。そして、大学としては社会経験の場を学生に提供することで優秀な学生の育成も可能

となり、教育機関としてもきわめて好ましい社会貢献にもなり得ると思われる。

大学は累積された幅広い知識や情報とさまざまな経験をもとに、より良い社会構造の実現

のために努力する責務を負っている。 CES 構想、の中で大学の果たすべき役割は極めて重要で

あり、このような地域社会貢献活動に対しては積極的に取り組んでいくべきである。

（執筆担当者：増井、白戸）
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第二節 第三者機関の設立に関する提言

1-1 背景

1970 年代初頭にあって、先進国の環境問題の焦点は、環境汚染や環境破壊であり、開発途

上国では人口増加や衛生面における設備などの不備、低い教育普及率や貧しさに由来する生

活環境が問題であった。しかし、これら両者に共通の課題は資源の枯渇問題であり、このよ

うな人類存続に対する危機感によって、 1972 年に f国連人間環境会議J （ストックホルム会

議）が開催され、その会議のなかで「環境に関する教育J の必要性が認識されたのである。

その具体的な内容や計画などは国際的な協議の上でおこなわれ、ストックホルム会議で採択

された「人間環境宣言j や「行動計画J に基づいて、 UNESCO （国連教育科学文化機関）と

UNEP （国連環境計画）により、 f環境教育J に関する IEEP （国連環境教育プログラム）が

設置され、共同プロジェクトが実施されることになった1。現代社会における地球規模的課題

である「持続可能な環境j を維持し、現在直面しているさまざまな個別の環境問題を少しで

も改善するために、環境教育が担う役割への期待感は、国内外ともに高まるばかりである。

そのような背景のなか、わが国は、平成 5 年 11 月 19 日（ 1993 年）に環境基本法が制定

され、その中に環境教育・環境学習に関する条文が盛り込まれた（25 条）。また、 2001 年に

内閣再編に伴って環境省が新たに設置され、ようやく欧米と比肩する環境政策が展開可能と

なった。その後、わが国の環境教育は、 2002 年のヨハネスブルグ・サミットにおいて、わが

国の NGO の提案のもとに「持続可能な開発のための教育の 10 年j が決議され採択された。

これに伴い「環境教育の法制化j をめざして、わが国で最初の本格的な法律である「環境の

保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律J （以下、推進法）が、平成 15 年

7 月 25 日（ 2003 年）に制定された。これによって、わが国の環境教育が制度としてはじめ

て実質的に認知されたことになった。

環境教育に関する世界の動向にあわせて、国内においてもこのように法的に整備されたこ

とによって、優れた環境教育の実施が環境問題解決に結びつくことや持続可能な社会の構築

に貢献することなど、おおいに期待されることとなったのである。

この推進法の基本理念を掲げた第 3 条の前半部分では、環境教育が目指すべき内容として、

地球の恵みの持続的享受、自然の保全育成と共生、資源、等の循環を通じた環境負荷の低減の

重要性について述べ、後半では環境教育を通して実現されることとして、多様な主体が、自

発性を発揮しながら、適切な役割を果たすようになることと述べている。つまり、同法では

目指すべき課題をあきらかにしながら、それらの実現には多様な主体、すなわち、地域住民

その他の社会を構成する多様な主体の参加と協力を得るよう努めることとして、各主体が連

携しながら目的を達成することを明示 L ている。さらにそのことについて、同法第 21 条で

は、ヨハネスブルグのキーワードであった「パートナーシップj について定義を与え、それ

1小池俊雄編＜2005) r環境教育と心理プロセス j 山海堂
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によって取り組みを進めることが規定されている。また、同法そのものがパートナーシップ

の基本的な概念化を目指しているともいえよう。とはいえ、パートナーシップが地域社会の

関係主体聞において簡単に醸成されるとはおもえない。それの実現に必要な課題として関係

各主体を「つなぐ役割 J を持つものの存在が不可欠となるのである。

1・2 提言

法政大学地域研究センターがおこなった平成 16 年度の千代田学の調査研究から、千代田

区立地の複数の企業が環境教育への支援活動に積極的な態度を示していることがわかった。

一方、平成 17 年度の千代田学の調査研究で、区内 8 ヶ所の小学校へのアンケート調査およ

びヒアリングをおこなったところ、学校側は企業が環境教育に参画することについて大きな

期待を寄せていることが明らかとなった。とはいえ、直ちにそうした学校の要望は実現する

とは考えにくい。なぜなら、例え環境教育への支援活動を行 う意欲のある企業が存在してい

ても、さまざまな理由から学校側が直ちにそれを受け入れるということはまずありえないと

いうことも、本年度の調査で同時に明らかとなっている。それは、学校側にそうした要望が

あったとしても、どこの企業と共同して環境教育を行うと好ましい成果が得られるか、学校

側が期待しているレベルの環境教育が実現できるか、といった情報が学校側には皆無だから

である。加えて、環境教育にことよせて企業が学校で宣伝活動をしないという保障もない。

これらの理由によって、推進法が促進しようとしている地域社会内での関係主体聞における

協働はそうたやすく実現するとは思えないのである。

そこでにわかに注目されはじめたのが、主体聞のつなぎ役としてコーディネート機能をも

っ第三者機関の存在である。このことは、本年度の調査によっても、学校関係者からそれへ

の強い要望があることが確認され、また企業側にも、どこの学校にどのような要望や期待が

あるのかについてはまったく情報がないということも明らかとなった。このように、学校側

からの環境教育に対する企業への期待としての需要と、企業側には支援したいという供給が

あってもそれらを“つなぐ”機能が欠知したままでは、関係主体問の協働は永遠に実現する

ことはないであろう 。例え、散発的な実現があったとしても環境教育としての継続性や整合

性などは期待できないと思われる。

本研究調査の目的は、「企業が環境教育へ参画する可能性J についてであった。企業が参画

するにあたっては、それを希望する学校の需要がなければ成立し得ない。 しかし、需要と供

給があったとしても、それらをつなぐ機能が無いことには企業の環境教育支援活動は成立を

見ることはできないと思われる。従って 地域社会において関係主体問で環境教育に関して

の需要と供給があるとしたなら、それをコーディネートする機能をもっ第三者機関の存在が

不可欠であるということができる。

千代田区は区内に 300 を超える上場企業の本社と、 175 社にものぼる ISO 認証取得企業が

存在する。従って、潜在的な供給能力は十分過ぎるほどあると考えられる。一方、学校側に

は環境教育への企業参画に関する大きな需要があることも分かった。地域社会において環境

教育の充実を図るとしたときに、少なくとも千代田区にあっては、企業の潜在的資質や資源

を活用する方法や手段を開発する必要があり、そのことによって、都市化した地域社会での

環境教育の新しい展開が図れるものと思われる。
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ではいったいどのような第三者機関ならばこうした機能を果たすことができるのか、とい

った点については本年度の現時点までの調査研究では明らかにすることができていない。

当然のことであるが、そのような機関を設立するとしたならばそれの持つべき本来的機能

や構成主体などについて詳細な検討が求められると思われる。いわゆる第三者機関なるもの

がいったいどのような主体によって構成され、地域社会にあって地域の資源を活用しながら、

地域社会の学校における環境教育へ貢献するための機能とは、し、かなる内容を伴なうものな

のかなど、それらに関する研究が待たれるところである。

なお、平成 18 年 3 月 10 日には、法政大学市ヶ谷キャンパスにおいて、法政大学地域研究

センター主催によるシンポジウム、「企業の CSR 活動と環境教育～子どもたちの輝かしい未

来のために～（仮称） J を開催の予定である。その場において、こうした課題について千代田

区の関係各主体間で十分に議論を展開してみたいと願っている。

1・3 謝辞

最後に、 8 ヶ所の千代田区立小学校の校長先生および副校長先生をはじめ諸先生方にはご

多忙の中にアンケート調査ならびにヒアリングに関して快くご協力いただき、平成 17 年 10

月 24 日の研究会にも多くのご参加いただき心から感謝申し上げます。また、千代田区役所

のご担当の方々にも、さまざまな調整などをお引き受けいただいた関係で、本調査研究もき

わめて順調に進めることができました、感謝申し上げます。

あわせて、研究会当日に基調講演いただきました千葉大学教育学部助教授藤川大祐先生、

ヒアリングにご協力いただきました宇都宮大学工学部助教授三橋伸夫先生、埼玉県教育局生

涯学習部義務教育指導課の永井博彦氏および LEAF の皆様にも感謝申し上げます。

また、アンケート発送および集計、ヒアリングおよび膨大なテープの逐語録作成などに ご

協力いただいた法政大学社会学部及び人間環境学部の学生諸君にも心より感謝し、たします。

（執筆担当者：山田）
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平成 17 年度千代田学調査研究のながれ

平成 16 年度研究調査

地域における企業の CRS 活動

企業の地域小中学校への環境教育の意義

平成 I 7 年度研究調査

区内企業の小学校への環境教育支媛の可能性

事前調査

l）先行事例（企業・自治体・学校）

2）環境教育に関する施策など

千代出区内本社企業

へのヒアリング（6 tU 
千代出区内小学校への

アンケート

千代田区内小学校への

ヒアリング

企業のシーズ・学校のニーズの

分析・マッチング

産宵学協働の環境教育推進における

I ）内容の号店化

2）仕組み

についての検討

まとめ・報告書作成

千代田区産I 学環境教育推進案の提案

（制作者：長野）
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プロジェクト構図〈協働〉
千代田学資料 20050523

（制作者：美崎）

地域分権推進における産学官の主体性の獲得一持続的社会達成のためにー

圃圃・ーーーー・田園．．－地域’『

環境教育コンテンツ｜，，
'<_ ~~平｛面 i !l 

地域貢献の潜在的希望｜ ；、 ::1 環境教育ニーズ＊

(16 年度活動より掌握） ' l環境教育市－~涌J州、バ｜ く互主〉

調
査

先進的取組みによる

．主体性の獲得

・生活環境条例による成果

｜ く亙〉 ~ 

調
査

地区たより

Hosei University Repository



企業・大学の環境教育支援活動に関する調査研究

平成 17 年度法政大学千代田学プロジェクト調査研究体制

代表 石神 隆 法政大学人間環境学部教授、地域研究センター主任研究委員

田中 充 法政大学社会学部教授、地域研究センター主任研究委員

山田元紀 法政大学大学院政策科学研究科、地域研究センタ－RA

美崎登紀子 法政大学大学院政策科学研究科、地域研究センターRA

長野浩子 法政大学大学院政策科学研究科、地域研究センターRA

内田綾乃 法政大学社会学部社会政策科学科 4 年生

増井美帆 法政大学社会学部社会政策科学科 4 年生

竹之内千穂、 法政大学社会学部社会学科 4 年生

白戸大士 法政大学社会学部社会政策科学科 3 年生

清水智成 法政大学社会学部社会政策科学科 3 年生

財満知美 法政大学社会学部社会政策科学科 3 年生

平野小百合 法政大学社会学部社会政策科学科 3 年生

徳田一絵 法政大学社会学部社会政策科学科 2 年生

久保紗和美 法政大学社会学部社会政策科学科 2 年生

大木裕仁 法政大学社会学部社会学科 2 年生

柏木勇人 法政大学人間環境学部 3 年生

太田彩方 法政大学人間環境学部 3 年生

加藤虞子 法政大学人間環境学部 3 年生

石本紀子 法政大学人間環境学部 2 年生

阿部泰子 法政大学人間環境学部 1 年生

原紗絵子 法政大学人間環境学部 1 年生

伊東一夫 法政大学人間環境学部卒業生
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